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第1章 はじめに



1.1 事業目的

• 省エネルギーの一層の加速が不可欠である中、運輸部門については、特にエネルギー消費の大部分を占める自動車分野
における新たな対応が必要である。また、都市を中心に世界の人口が増加する中、自動車の更なる普及拡大が想定され、
交通事故の削減、渋滞の緩和や環境負荷の低減等がより必要になる。今後、既存の取組だけでは抜本的な解決が困難と
予想されるため、新たな取組である自動走行への期待は高く、関連する市場の拡大も見込まれる。また、自動車産業を
巡っては、近年、コネクト（Connectivity）、自動運転（Autonomous）、モビリティサービス（Shared & Service）、
電動化（Electric）（ＣＡＳＥ）といった100 年に1 度ともいわれる大きな環境変化が起きている。

• 経済産業省においては、2019年4月に開催した第3回自動車新時代戦略会議において、高度の効率化や無人自動運転移動
サービス等を事業化、公共交通と連携し、高度なモビリティサービスを提供することを通じ、“移動弱者ゼロ化、豊かな
移動による豊かな地域社会づくり”等の社会像を実現するため、当面の取組として、「IoT やAI を活用した新しいモビリ
ティサービス活性化に向けた「地域×企業」の挑戦支援プログラム“スマートモビリティチャレンジ”創設」等を掲げてい
る。また、同時公表した「IoT やAI が可能とする新しいモビリティサービスに関する研究会」とりまとめでは、スマー
トモビリティチャレンジ推進に向け、地域や事業者の取組に関する情報共有促進や社会的機運醸成、「パイロット地
域」に対する事業計画策定や効果分析等の支援、ベストプラクティスや横断的課題の整理等を行う仕組みとして、「ス
マートモビリティチャレンジ推進協議会」の設立が位置付けられ、令和元年度には先駆的に新しいモビリティサービス
の社会実装に取り組む地域に対して、事業計画策定や効果分析を実施するパイロット地域分析事業を実施している。

• スマートモビリティチャレンジ推進協議会における運営方針を定める企画運営委員会においては、令和元年度事業パイ
ロット地域分析事業を踏まえた新たなモビリティサービスの現状と課題に加え、2020年度の自動走行車等を活用した新
しいモビリティサービスの地域実証に向けた方針が示されたところである。本事業では、地域における自動走行車等を
活用したMaaS 実証にかかるプロジェクト立案、フィールドとなる地域の選定、プロジェクト推進の管理運営、プロジェ
クトの事業性や社会受容性等にかかる横断的分析及び新しいモビリティサービスに関する協議会の運営、国内外の新し
いモビリティサービスに関する動向調査等を通じ、自動走行サービスの基盤となる新しいモビリティサービスの社会実
装を促進することを目的とする。

事業目的



1.2 全体概要

• 本事業は、上記の目的にそって、以下に示す項目と概要に従い、国立研究開発法人産業技術総合研究所が幹事機関とな
り、株式会社野村総合研究所、日本工営株式会社とコンソーシアムを組んで、事業の運営推進を実施する。

(1)  地域における自動走行車等を活用したMaaS 実証にかかるプロジェクト推進
(1)-1  MaaS 実証のプロジェクト立案
(1)-2  フィールドとなる地域・事業者の選定
(1)-3  プロジェクト推進の管理運営

(2) 新しいモビリティサービスに関する協議会の運営
(3) 国内外の新しいモビリティサービスに関する動向調査

• 以上の項目の推進を通じ、自動走行サービスの基盤となる新しいモビリティサービスの社会実装の促進を目指す。
• コンソーシアムにおける事業実施の流れを以下に示す（図1.2-1）。

図1.2-1 事業実施の流れ

全体概要

（１）地域における自動走行車等を活用したMaaS 実証に
かかるプロジェクト推進

（１）－１ プロジェクト立案

（１）－２ フィールドとなる地域・事業者の選定

（１）－３ プロジェクト推進の管理運営

（２） 新しいモビリティサービスに関する協議会の運営

（３） 国内外の新しいモビリティサービスに関する動向調査

とりまとめ報告書作成

> 企画運営委員会の設置・開催
> 協議会会員の募集、情報共有体制の構築
> 各地域でのシンポジウムを実施
> キャンペーンサイトの構築
> 海外への発信を狙った関連資料の英訳

> 協議会会員からの情報提供
> 文献調査
> 現地調査、国内外の関係者へのヒアリング
> 国内外で開催される関連会議への参画
> 関連会議資料の収集・整理・分析

> プロジェクトの想定案作成
> 実証時の仕様の作成

> 公募要領の作成
> 採択地域選定基準の立案
> 地域選定審査委員会の運営

> 全地域の進捗管理
> PMO会議
> PJ推進会議の運営

> 各地域の実証支援
> データ収集、調査
> 分析、検証

（１）と（２）、（３）に関しては並行して実施

> 横断的分析 > 地域レポート作成

産総研にて全体管理

産総研、野村総研、
日本工営

産総研、
日本工営

産総研、野村総研 地域、野村総研、日本工営

日本工営、産総研

産総研

産総研



第2章 地域新MaaS 創出推進事業



2.1 事業の目的

• 経済産業省は、令和元年度の取組の中で見えてきた課題を踏まえ、学識有識者等からなるスマートモビリティチャレン
ジ推進協議会の企画運営委員会において、日本において推進すべき新しいモビリティサービスについて議論を進め、令
和２年度は5つチャレンジを推進していくこと等を「スマートモビリティチャレンジ２nd」の方向性としてとりまとめ、
「自動走行車等を活用した新しいモビリティサービスの地域実証事業」において、支援対象地域・事業を選定、新しい
モビリティサービスの実証実験や事業性分析等を実施し、ベストプラクティスの抽出や横断的課題の整理等を通じて、
地域モビリティを維持し、地域経済の活性化を実現するための事業環境整備を推進していきます。

• 国立研究開発法人産業技術総合研究所は、経済産業省から自動走行車等を活用した新しいモビリティサービス実証事業
を受託し、先駆的に新しいモビリティサービスの社会実装を促進することを目的に、地域と連携し、MaaS実証の事業計
画策定や実証推進、効果評価等（「地域新MaaS創出推進事業」）を実施します。本公募要領は、産総研と産総研とコン
ソーシアムを組む企業が事務局として、本事業を実施する地域（以下、「パイロット地域」と呼称）を募集するに当
たっての、応募手続、審査基準等を定めるものです。

• 本事業では、地域におけるMaaS実証を通し事業性向上・社会的受容性向上のポイント、地域経済への影響、制度的課題
等を整理することを通じ、地域モビリティを維持し、地域経済の活性化を実現するための事業環境整備や新しいモビリ
ティサービスの社会実装を促進していくことを目的としています。

事業の目的



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成
• 先進パイロット地域を募集するため、応募手続きや審査基準等を定めた公募要領の作成を行った。次
ページに公募要領の各項目の詳細を示す。

大項目 小項目
Ⅰ 公募の概要 公募対象者（対象テーマ）

「先進パイロット地域」における実施内容
事業の実施期間
事業費

Ⅱ 応募手続 応募者
応募書類
公募期間、応募書類の提出先
公募説明会

Ⅲ 審査・選定 審査の方法及び手順
審査の基準



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

「先進パイロット地域」として応募可能な主体は、以下になります。
• まちづくりの将来像や地域の課題に対応し、官民が連携して新しいモビリティサービスの実装を目指すプロジェクトを推進する団体であること
• 複数団体の応募に関しては、各団体の協力体制が明確であること
• 応募者において、実証実験やデータ収集、検証を主体的に実施できる体制があること
• 実証実験の実施等に際し、事務局との契約に応じることができること
• 事務局による進捗管理等、本事業の推進支援に協力すること
• 企業、事業者として、健全であること
• 事務局によるデータ収集や横断分析に積極的に連携・協力が可能なこと 等

（A）異業種との連携による収益活用・付加価値創出 例：観光や不動産等との連携

（B）他の移動との重ね掛けによる効率化 例：物流、介護送迎との連携

（C）サービスそのもののモビリティ化 例：移動販売車・診療車

（D）需要側の変容を促す仕掛け 例：利用者へのインセンティブ付与

（E）モビリティ関連データを取得、交通・都市政策との連携 例：人・物流のリアルタイム見える化

・広域（複数の交通事業者間、複数の自治体間）のデータ連携に関するプロジェクト

・自動運転車を活用するプロジェクト

対象テーマ

応募対象者



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

異業種との連携による
収益活用・付加価値創出

モビリティでのサービス提供
（サービスのモビリティ化）

他の移動との重ね掛けによる効率化
（モビリティのマルチタスク化）

C

需要側の変容を促す仕掛け

モビリティ関連データを取得
交通・都市政策との連携

E

小売・観光・不動産等の異業種と
の連携により、新しい複合サービス
が提供。その一部として、サービス
モビリティがより持続可能なものに。

物流、介護送迎、通院・通学等地
域に存在する移動アセットを重ね合
わせ効率的に利用することで、モビリ
ティサービスの収益性を高めている。

アプリを用いたインセンティブ付与
等により需要側の行動変容を促
すことで、地域経済が活性化。さ
らには、都市における渋滞解消や
CO2削減等を実現している。

商業・医療・行政サービス等
が維持難しくなる地域におい
て、サービス自体がモビリティ化
することで、住民がサービスを
享受できるようになっている。

モビリティからデータを取得・可視化
し、より効率的な移動を実現する
など都市政策へのフィードバックを
行うことができている。

B

A

D

対象テーマ詳細



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

「先進パイロット地域」における実施内容

事業費について
•本事業における実証実験の企画・準備・実施と分析および課題抽出に必要な費用について、事務局から代表団体に対する外注費として支
出する。

•外注費は1地域あたり1,000～3,000万円を想定。ただし、広域（複数の交通事業者間、複数の自治体間）のデータ連携に関するプロ
ジェクトや自動走行車を活用するプロジェクトに関しては、規模や車両手配等に応じた追加支出をする。

•具体的な委託金額については、事務局との協議のうえ、実証実験の内容等を踏まえ、支出の必要性等を考慮して決定することとする。

⓪ 応募申請書
• 本事業が設定したテーマに準じた実証実験の企画・準備・実施
• 事務局との調整のもと、 ①②に向け実証実験を含めて取得する関連データの事前洗い出し・収集

① 事業計画の策定
• 実証実験結果を踏まえた提供価値・社会課題解決への貢献度の考察
• 地域内での社会実装に向けたロードマップの策定
• 実証実験の利用実績や実施費用を用いた事業採算性の試算

② 事業性向上、地域への経済波及効果の評価
• 地域関係者が直面する問題、要望、期待の収集
• サービスの事業性向上や利活用の拡大可能性の検討
• 社会実装の取り組みの障害となる制度的課題の抽出

事業の実施期間
•実証実験を令和２年内に終了すること、また、他事業実施者が遂行する場合は、令和３年２月に本事業の外注が完了することを目安とす
る。具体的な日程は事務局と協議のうえ、実証実験の内容等を踏まえ、分析に必要な実証実験期間を設定することとする。



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

【事業の流れ】
①事務局（国立研究開発法人 産業技術総合研究所）による先進パイロット地域の公募
②団体・地域からの応募
③事務局による先進パイロット地域候補（案）の作成
④企画運営委員会等による先進パイロット地域候補（案）の審議
⑤採択地域への採択通知
⑥事務局と採択地域（代表団体）との間の委託契約、事業開始

応募者

応募は代表団体の長が行う。代表団体は実証実験を実施するとともに、参加団体の調整を担う
事務局は代表団体に対して実証実験の実施等に係る委託契約を結ぶ。
参加団体は代表団体とともに実証実験を実施する。



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

様式 項目 具体的な内容
(1) 応募申請書  地域名、プロジェクト名、該当するテーマ、代表団体、応募内容の概要など

(2) 事業の企業提案書  実証実験の概要など

(2)-1 地域の現状把握と分析  背景、地域の課題、解決策の方向性といった全体像
 課題解決に向けた既存の取組
 将来、実装したいサービスや事業の構想案
 上記の推進に向けた官民の役割分担と事業主体案

実施に向けた取組  事業化の目途、事業化に向けたロードマップ
 ロードマップの実現に向けた実証実験の位置づけ

(2)-2 実証実験の内容  実証実験の提案内容と妥当性
（モビリティサービスの内容や展開地域）

 関連する従来の取組内容と今回新たに取り組もうとする内容
 実証実験の特徴（独自性や先進性）
 実証実験で明らかにしたい課題や仮説
 検証項目と調査手法（データ収集）

(2)-3 実証実験の実施体制  実証実施者の役割分担を明記
 関係者/自治体との調整状況や調整内容を明記

(2)-4 実証実験の工程  実証実験に向けたスケジュール

(2)-5 実証実験の実施における留意事項  実証実験や実装に向けて障壁となる具体的な法制度とその対応方法など

(3) 概算見積書  実証実験に必要な費用のうち、委託費による負担を求める費用 ※参考として、自己が負担する場
合又はサービス利用者や他の受益者に負担を求める場合等には、その金額の見積もりも併せて記載
のこと。

(4) 外部委託・事務局の支援  外部委託先
 実証実験の計画立案や推進について、事務局による支援を依頼するか

応募書類



※緊急事態宣言の発令等の状況をふまえ、中間締切、最終締切をそれぞれ6月15日、6月29日に延期し
た。それに伴いパイロット地域の決定時期を６月中から７月中に変更した。

2.2 事業者の選定

①公募要領の作成

日程 内容
4月22日（水） 公募開始

5月12日（火）15:00～16:00 公募説明会

5月18日（月）12:00必着 様式（１）応募申請書の提出 応募意向の表明締切（※1）

5月20日（水）～6月1日（月） （必要に応じて）電話等にてヒアリングを実施

6月15日（月） 応募書類の提出 中間締切（延）

6月17日（水）～ 書類審査、（必要に応じて）電話等にてヒアリング、現地調査を実施

6月29日（月）11:00必着 応募書類の提出 最終締切（延）

7月中 パイロット地域の決定

公募期間と申請のスケジュール



2.2 事業者の選定

①公募要領の作成
審査の方法及びプロセス

書類審査 パイロット
地域決定

ヒアリング、
現地調査

パイロット地域
候補（案）の作成

地域選定委員会
等における審議

①本事業のねらいを理解してい
るプロジェクト

・本事業で設定する5つのテーマに沿った意欲的な（新規性のある）取組である
・事前検討として関係者同士がすでに十分なコミュニケーションをとれている
・実証実験の実施に向けて定常的に調整を進める体制整備が進められている

②社会実装に向けた取組が明確
であるプロジェクト

・新しいモビリティサービスのターゲットとなる需要・利用者が明確である
・実証実験の期間中を通じてそれらの需要を確保できる見込みがある
・取組によるメリット（コスト削減、収益確保）が定量的に算出可能である
・地域の持続的な取組の一部として、交通計画やロードマップ上の位置付けが明確である
・今年度および次年度以降の継続的な取組が可能な体制が確保されている
・実証事業の実施にあたり費用負担の仕組みを構築しているものであること。
・従来の取組との連携や、サービス利用者や他の受益者からの費用負担等により、効率的な
実施を計画されていること。

③社会性を有するプロジェクト ・地域課題に対するアプローチとなっている（住民・利用者の視点）
・事業者が抱える課題に対するアプローチとなっている（事業者の視点）
・課題の主因を公共交通サービスが占めており、実証実験が課題解消に寄与する
・各種課題に沿って実証実験の展開地域が設定されている
・地域特性を重視しつつ、国による全国への横展開時に活用可能な知見を蓄積できる

その他：費用 • 自己負担又はサービス利用者や他の受益者からの負担等を想定して本事業の実施に関わる
実証実験の予算を確保する

審査基準



2.2 事業者の選定

②採択地域選定基準の立案
• 自律的運営を前提とした社会実装に向けて、地域の課題やニーズを的確に把握した上で地域経済の活性化に取り
組む地域、関係者の協力体制や継続的な取組が具体的な地域の優先度を高める選定基準を立案した。

必
須
項
目

プロジェクトの全体像に対する評価視点 実証実験の内容に対する評価視点 評価方法
• 第1ですべての項目に該当し
ない場合は第2の審査は行
わない。

• 第2ですべての項目に該当な
い場合は第3の審査は行わ
ない。

• 各項目の評価
• 〇：該当
• ▲：保留 (要確認)
• ×：非該当

加
点
項
目

• 左記の指針を踏まえた評価
項目を設定し、各評価項目
への適合数に応じて、評点を
つける。

• ヒアリングが必要な項目につ
いては、保留(▲)とする。

• 各項目の評価
• 〇：該当 (1点)
• ▲：保留 (要確認)
• ×：非該当 (0点)

• なお、事業費は、それ以外の
加点で同点の地域があった
場合に、自己負担率を加味
して審査結果に反映。

適合性
• 地域の課題に基づく事業目的や内容が明確
• 地域経済の活性化等のKPIが設定されている
• 将来のサービス内容や提供範囲などが具体的

継続性
• 具体化に向けた継続的な取組が示されている
• 実証実験の位置づけとその先の取組方針が意
識できている

具体性
• 実証実験の内容が具体的になっている
• 新技術の試行や既存技術の横展開に留まらず、
検証課題と検証方法が具体的になっている

• 技術や運用面で先進的なモデルとなり得る。
実行性

• 実験に必要な主体が参加しており、それぞれの役
割が明確になっている。

• 事業主体となり得る主体が含まれている。

適合性
• 【収支】社会実装に向けて収支に配慮している
• 【価値向上の取組】サービスの事業性向上、移
動需要の掘り起こし、異業種との連携など、効果
を高める工夫がある

継続性
• 【地域の合意】事業の実施・継続について、地域
内の関係者間で合意形成がなされている

• 【将来課題】将来的な事業化に向けて、現行法
制度や事業者間連携等における課題とその解
決方法が検討されている

具体性
• 【事業性、制度検証】事業性向上や制度検証に
資する要素がある

• 【ニーズ検証】利用者ニーズに配慮されている。とく
に潜在的利用者ニーズを調査する計画がある。

実行性
• 【実証関係者】地域における自治体や民間企業の
関係者の関与・連携が見られる。

• 【異業種連携】交通関係事業者以外の民間企業
の参画が見られる。

事業費：実証実験の費用の妥当性、自己負担の有無 を考慮して加点

第1スクリーニング

第3スクリーニング

第2スクリーニング

• プロジェクトの全体像に対する視点と実証実験の内容に対する評価視点に大きく分けたそれぞれ適合性
と継続性、具体性と実行性の４点を採択地域の選定基準とした。選定基準の詳細を以下に示す。



2.2 事業者の選定

②採択地域選定基準の立案

テーマ A～D E

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体

適
合
性

テーマ
適合

本事業で設定する5つのテーマに沿った意欲的な（新規性の
ある）取組であること。

複数の交通モードや公共交通以外のデータ等も含めた定量的
分析により、交通に関する政策検討に寄与する取組であること。

地域課題 地域課題かつ、事業者が抱える課題に対するアプローチとなっ
ていること。（住民利用者の視点／事業者の視点）

交通・都市政策立案者が抱える地域課題に対するアプローチ
となっていること。

課題の
主因

課題の主因を公共交通サービスが占めており、実証実験が課
題解消に寄与すること。 同左

横展開の
可能性

地域特性を重視しつつ、国による全国への横展開時に活用可
能な知見を蓄積できること。 同左

サービス
の将来像

サービス内容や提供範囲など、将来の姿が具体的にイメージで
きているか。

将来の姿が具体的イメージできていること。（課題に対応した
データの種類とそのデータを用いた検証項目が具体化されてい
る）

継
続
性

上位計画
との連動

地域の持続的な取組の一部として、交通計画やロードマップ上
の位置付けが明確であること。

地域の持続的な取組の一部として、交通計画やロードマップ策
定のインプットとして位置付けられていること。

次年度以
降の継続

今年度および次年度以降の継続的な取組が可能な体制が
確保されていること。

今年度および次年度以降の継続的な取組が可能な体制が
確保されていること。

実
証
実
験

具
体
性

対象利用
者

新しいモビリティサービスのターゲットとなる需要利用者が明確で
あること。 ※対象外※

先進性・
独自性

実証実験が、技術面・運用面において先進的・独自性のある
モデルとなり得るか。 ※対象外※

実
行
性

定量評価 取組によるメリット（コスト削減、収益確保）が定量的に算出
可能であること。 ※対象外※

体制構築 実証実験の実施に向けて定常的に調整を進める体制整備が
進められていること。 同左

第
1
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

第
２
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

• 第１スクリーンニングと第２スクリーンニングの具体的な項目を以下に示す。テーマA~DとテーマEは
性質が異なるため、テーマEに対しては異なる選定基準を設けた。



2.2 事業者の選定

②採択地域選定基準の立案

テーマ A～D E

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体

適
合
性

事業
モデル

自律的持続的に収益が期待できる事業モデルを目指した取組
であること。 ※対象外※

継
続
性

体制・
合意形成

事前検討として地域内の関係者同士がすでに十分なコミュニ
ケーションをとれており、合意形成（首長のコミットを含む）がなさ
れている。

同左

実
証
実
験

具
体
性

展開地域
の妥当性 各種課題に沿って実証実験の展開地域が設定されていること。 人の行動範囲（行動実態）を踏まえた広域での取組となって

いること。
需要確保
の見込み

実証実験の期間中を通じてそれらの需要を確保できる見込みが
あること。 ※対象外※

潜在需要
の深掘り

地域全域への拡大に向けて、潜在的利用者のニーズを深掘りす
る検討がなされていること。 ※対象外※

実
効
性

効率的な
運営

従来の取組との連携や、サービス利用者や他の受益者からの費
用負担等により、効率的な実施を計画されていること。 ※対象外※

非交通企
業の参画

交通関係事業者以外の民間企業が実験に主体的に参画して
いること。 同左

各項目、1点 or 0点とし、3点満点で評価

第
３
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

各項目、1点 or 0点とし、7点満点で評価

事業費 地域における事業費の自己負担を計画している。 同左

同点の地域があった場合に、自己負担率を加味して審査結果に反映。

• 第３スクリーニングですべての項目に該当した地域に対して第３スクリーンニングを実施し該当項目数
に応じて評点を付けた。第３スクリーニングの項目を以下に示す。



2.2 事業者の選定

• 応募意向の表明を提出した68地域のうち63地域より応募があった（5地域は辞退）。応募地域と応募
テーマを以下に示す。

③応募地域の募集

# 地方経済局 地域・エリア名 （A） （B） （C） （D） （E） 広域 自動走行
1 中部 愛知県尾三地区南部（豊明市・愛知郡東郷町） 〇 〇 〇 〇 〇 ○
2 関東 静岡県湖西市 〇 〇
3 近畿 福井県永平寺町 〇 〇 〇 ○
4 関東 山梨県山梨市 〇 〇
5 中部 高蔵寺ニュータウン 〇 〇 〇 〇 ○
6 北海道 十勝・芽室 田園空間エリア 〇 〇 〇 〇 〇
7 九州 長崎県 五島市

8 東北
福島県 相双・いわき地方（福島県イノベーションコースト
構想対象エリア） 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○

9 近畿 大津市 〇 〇 〇 〇 〇
10 東北／関東 北関東、東北広域（日立、会津地域） 〇 〇 〇 ○ ○
11 東北 福島県いわき市 〇
12 関東 栃木県那須町 那須ハイランド 〇 〇 〇 〇 〇 ○
13 北海道 北海道北広島市 新富町西および北広島駅周辺 〇 〇 〇 ○
14 関東 栃木県宇都宮市大谷地域 〇
15 東北 福島県 南相馬市、浪江町、双葉町 〇 〇 〇 ○
16 四国 愛媛県今治市 大三島・しまなみ海道エリア 〇 〇 〇 〇 〇
17 中部 三重県志摩市 〇 〇 〇
18 九州 長崎県大村市 〇 〇 〇 〇
19 北海道 北海道室蘭市 〇 〇 〇 〇 〇
20 中国 北九州・山口エリア 〇 〇 〇 〇 ○
21 関東 静岡県 沼津市、田方郡函南町、伊豆の国市、三島市 〇 〇 〇 ○
22 東北 福島県郡山市 〇 〇 〇
23 九州 北九州市八幡東区東田地域（福岡県） 〇 〇 〇 〇 〇

凡例

A 異業種との連携による収益活
用・付加価値創出

B 他の移動との重ね掛けによる
効率化

C モビリティでのサービス提供

D 需要側の変容を促す仕掛け

E モビリティ関連データを取得、
交通・都市政策との連携

広
域

複数の交通事業者間、
複数の自治体間のデータ連携
に関するプロジェクト

自
動
走
行

自動走行車を活用するプロ
ジェクト

応募なし

表2.2-1 応募地域一覧（1/3）



2.2 事業者の選定

③応募地域の募集

# 地方経済局 地域・エリア名 （A） （B） （C） （D） （E） 広域 自動走行

24 関東 長野県東御市 〇 〇 〇 〇 ○

25 北海道 北海道・十勝・帯広 〇 〇 〇 〇 ○ ○

26 中部 三重県多気町 三重県・多気町エリア 〇 〇 ○

27 北海道 北海道・札幌市 〇 〇 〇 〇 〇 ○

28 北海道 北海道滝上町 ○

29 九州 佐賀市 〇 〇

30 中部 豊田市 〇
31 中国 広島県東広島市 〇 〇 〇 〇 ○

32 四国 香川県三豊市 〇 〇

33 関東 千葉県千葉市 〇 〇 〇

34 関東 前橋市 〇 〇 〇 ○ ○

35 四国 瀬戸内 〇 〇 〇 〇 ○

36 東北 宮城県仙台市泉区 〇 〇 〇 〇 〇

37 近畿 兵庫県たつの市 〇 〇 〇 〇 ○ ○
38 近畿 和歌山県那智勝浦町 〇 〇 〇 〇 〇 ○

39 四国 愛媛県南伊予地域 〇 〇 〇 ○

40 中国 広島県（広島空港・庄原市内） 〇 〇 〇 〇 ○

41 関東 新潟県新潟市 〇 〇 〇

42 中部 三重県四日市市 〇 〇 〇 〇 ○

43 中部 愛知県尾三地域 〇 〇 〇 〇 ○ ○

44 関東 長野県茅野市 〇 〇

45 近畿 兵庫県養父市 〇 〇 〇 ○

46 関東 浜松市天竜区・春野地域 〇 〇 〇 〇

凡例

A 異業種との連携による収益活
用・付加価値創出

B 他の移動との重ね掛けによる
効率化

C モビリティでのサービス提供

D 需要側の変容を促す仕掛け

E モビリティ関連データを取得、
交通・都市政策との連携

広
域

複数の交通事業者間、
複数の自治体間のデータ連携
に関するプロジェクト

自
動
走
行

自動走行車を活用するプロ
ジェクト

応募なし

表2.2-1 応募地域一覧（2/3）



2.2 事業者の選定

③応募地域の募集

# 地方経済局 地域・エリア名 （A） （B） （C） （D） （E） 広域 自動走行

47 関東 長野県塩尻市 〇 〇 ○

48 関東 神奈川県横浜市金沢区富岡エリア 〇 〇 〇 〇

49 東北 会津エリア11市町村 ○

50 近畿 京都市 〇 〇 〇

51 関東 伊豆地域 〇 〇 〇 ○

52 近畿 大阪府大阪市 〇 〇 〇

53 関東 東京都町田市 山崎団地 〇 〇 〇 〇

54 近畿 京都府けいはんな学研都市エリア 〇 〇 〇 ○

55 関東 千葉県大網白里市 〇 〇 〇 〇 〇

56 北海道 北海道上士幌町 〇 〇 〇

57 近畿 兵庫県神戸市北区筑紫が丘 〇 〇 〇 〇 〇 ○

58 北海道 北海道勇払郡厚真町 〇 〇 〇 〇 〇 ○

59 九州 鹿児島熊毛郡中種子町 〇 〇 〇

60 関東 鎌倉市 〇 〇 〇
61 中部 愛知県常滑市 〇 〇 〇 ○

62 関東 大丸有エリア

63 関東 横須賀市・横須賀リサーチパーク 〇 〇 〇 ○

64 関東 東京都大田区 〇 〇 〇

65 関東 静岡県静岡市 〇 〇 〇 〇

66 東北 岩手県

67 中部 愛知県春日井市 〇 〇 〇 〇 〇 将来構想

68 関東 東村山市 〇 〇 〇 〇 ○ ○

凡例

A 異業種との連携による収益活
用・付加価値創出

B 他の移動との重ね掛けによる
効率化

C モビリティでのサービス提供

D 需要側の変容を促す仕掛け

E モビリティ関連データを取得、
交通・都市政策との連携

広
域

複数の交通事業者間、
複数の自治体間のデータ連携
に関するプロジェクト

自
動
走
行

自動走行車を活用するプロ
ジェクト

応募なし

表2.2-1 応募地域一覧（3/3）



2.2 事業者の選定

• 応募地域全63地域の書類審査を実施した。書類審査とヒアリングの結果、19地域が第１・第２スクリー
ンを通過し第３スクリーンの対象となった。審査評価のフローは以下の通りである。

④応募地域の書類審査



• パイロット地域候補（案）等の委員会資料を作成し、地域選定審査委員会を２回開催した。

2.2 事業者の選定

⑤地域選定審査委員会の運営

日程 内容 資料

第1回 6/18
(木)

• スマートモビリティチャレンジの進め方
• パイロット地域候補（案）の説明
• 討議

• 経産省説明資料
• パイロット地域候補（案）
• 新型コロナウイルス対応

第2回 7/13
(月)

• パイロット地域候補（案）の説明
• 討議
• 横断分析の取組
• 昨年度事業の取組の紹介

• 先進パイロット地域候補評価（案）
• 先進パイロット地域候補（案）の決定にあたっての留意事項
• 政策的視点による評価（案）
• 事務局による分析の取組（案）
• 永平寺町の取組
• 上士幌町の取組
• スマートモビリティチャレンジ2ndの進め方

パイロット
地域候補（案）

パイロット
地域決定

地域選定委員会の開催概要

審査の流れ

第２回地域選定委員会
• 委員による推薦地域
• 各種政策課題との対応
• 地域バランス
• 事業者の偏り

• パイロット地域候補（案）を基に、第２回地域選定委員会において委員による推薦地域、各種政策課題
との対応、地域バランス、事業者の偏り等をふまえて審議を実施した。



2.2 事業者の選定

⑤地域選定審査委員会の運営

先進パイロット地域候補の決定にあたっての留意点

①スマートモビリティチャレンジの活動について、全国での普及を図るため地域バランスがとれているか
②主要事業者が同一事業者に偏っておらず、多様な事業者を支援しているものか
③国土交通省の事業が異なる場合の連携やテーマ分担ができているか両省のテーマ間でシナジーがあるか
④各種の政策課題（産官協議会で打ち出した実証実験の方向性）に対応したものであるか
⑤COVID-19の拡大を踏まえた新しい生活様式・モビリティの在り方を提案するものであるか

• 「パイロット地域候補（案）」、「企画委員からの推薦地域」、「政策的視点による評価」の資料を基
に地域選定審査委員会で先進パイロット地域の選定に関して審議を実施した。

• 審議にあたっては下記に示す「先進パイロット地域候補決定にあたっての留意点」に留意した。

テーマ 政策課題
A：異業種の連携による収益活用・付加価値創出 異業種との連携（送客手数料）、異業種との連携（販売促進

費）
B：他の移動との重ね掛けによる効率化 貨客混載、客貨混載、共同輸送

C：モビリティでのサービス提供 移動店舗、移動診療

D：需要側の変容を促す仕掛け ダイナミックプライシング、ダイナミックルーティング、新
型コロナウイルス

E：モビリティ関連データの取得、交通・都市政策との
連携

データ連携、データシミュレーション



2.2 事業者の選定

• 地域選定審査委員会での審議の結果より全16地域が先進パイロット地域として特定された。採択さ
れた先進パイロット地域は以下の通りである。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• テーマAで4地域、テーマBで２地域、テーマCで３地域、テーマDで2地域、テーマEで３地域、自動走
行を活用したMaaSとして２地域が先進パイロット地域として採択された。それぞれのテーマの内容を
以下に示す。

⑥先進パイロット地域選定結果

公募時 採択時

A：異業種の連携による収益
活用・付加価値創出

D

B：他の移動との重ね掛けに
よる効率化

A

C：モビリティでのサービス
提供

B

D：需要側の変容を促す仕
掛け

C

E：モビリティ関連データの
取得、交通・都市政策との
連携

E



2.2 事業者の選定

• 福井県永平寺町、北海道上士幌町、香川県三豊市、静岡県湖西市の４地域がテーマA（他の移動との重
ね掛けによる効率化）で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 福井県永平寺町、北海道上士幌町、香川県三豊市、静岡県湖西市の４地域がテーマA（他の移動との重
ね掛けによる効率化）で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 兵庫県養父市、静岡県浜松市の２地域がテーマB（モビリティでのサービス提供）で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 東京都町田市、愛知県尾三地区南部、愛知県常滑市の３地域がテーマC（需要側の変容を促す仕掛け）
で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 日立・会津地域、北海道北広島市の２地域がテーマD（異業種との連携による収益活用・付加価値創
出）で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 広島県（庄原市）、新潟県新潟市、静岡県静岡市の３地域がテーマE（モビリティで関連データを取得、
都市・交通政策との連携）で採択された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.2 事業者の選定

• 福島県浪江町、南相馬市、双葉町と長野県塩尻市の２地域が「自動走行を活用したMaaS」として採択
された。

⑥先進パイロット地域選定結果



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.1 プロジェクトの進捗管理・支援

採択地域及び支援担当組織
テーマ 地域 実証テーマ 担当組織

A: 他の移動との重ね
掛けによる効率化

福井県永平寺町 デマンドタクシーでの貨客混載・移動販売拠点の設置 野村総合研究所

北海道上士幌 福祉バスでの貨客混載・配送車両での客貨混載 野村総合研究所

香川県三豊市 介護福祉施設の共同送迎 日本工営

静岡県湖西市 企業シャトルバス車両を活用した自家用有償旅客運送 日本工営

B: モビリティでの
サービス提供

兵庫県養父市 AIによる移動販売車の巡回ルートの最適化 日本工営

静岡県浜松市 オンライン診療・服薬指導（薬剤配送） 日本工営

C: 需要側の変容を促
す仕掛け

東京都町田市 クーポン等のインセンティブを活用したダイナミックプライシ
ング 日本工営

愛知県尾三地区南部 デマンド型交通による精度向上ダイナミックルーティング 日本工営

愛知県常滑市 ポイント等のインセンティブ付与による密を避けた観光の実現 日本工営

D: 異業種との連携に
よる収益活用・付加
価値創出

日立・会津地域 交通商品を組み入れた企画商品の販売 日本工営

北海道北広島市 広告収益による移動サービスの提供 野村総合研究所

E: モビリティ関連
データの取得、都
市・交通政策との連
携

広島県（庄原市） データ連携基盤によるデータシミュレータの構築 野村総合研究所

新潟県新潟市 移動・消費データを用いたまちづくり政策立案 日本工営

静岡県静岡市 データ分析システムによる交通再編プランの検討 野村総合研究所

（横断的取組）「自
動走行を活用した
MaaS」

福島県浪江町・南相馬市・双葉町 自動運転やMaaS等最新技術の活用による復興、住民帰還の加
速に資する移動サービスの構築 産業技術総合研究所

長野県塩尻市 AI活用型オンデマンドバス×自動運転バスの連携による新たな
交通機能の形成 産業技術総合研究所



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.1 プロジェクトの進捗管理・支援

参考）担当組織別支援地域（産総研）
テーマ 地域 実証テーマ 担当組織

（横断的取組）「自
動走行を活用した
MaaS」

福島県浪江町・南相馬市・双葉町 自動運転やMaaS等最新技術の活用による復興、住民帰還の加
速に資する移動サービスの構築 産業技術総合研究所

長野県塩尻市 AI活用型オンデマンドバス×自動運転バスの連携による新たな
交通機能の形成 産業技術総合研究所



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.1 プロジェクトの進捗管理・支援

参考）担当組織別支援地域（日本工営）
テーマ 地域 実証テーマ 担当組織

A: 他の移動との重ね
掛けによる効率化

香川県三豊市 介護福祉施設の共同送迎 日本工営

静岡県湖西市 企業シャトルバス車両を活用した自家用有償旅客運送 日本工営

B: モビリティでの
サービス提供

兵庫県養父市 AIによる移動販売車の巡回ルートの最適化 日本工営

静岡県浜松市 オンライン診療・服薬指導（薬剤配送） 日本工営

C: 需要側の変容を促
す仕掛け

東京都町田市 クーポン等のインセンティブを活用したダイナミックプライシ
ング 日本工営

愛知県尾三地区南部 デマンド型交通による精度向上ダイナミックルーティング 日本工営

愛知県常滑市 ポイント等のインセンティブ付与による密を避けた観光の実現 日本工営

D: 異業種との連携に
よる収益活用・付加
価値創出

日立・会津地域 交通商品を組み入れた企画商品の販売 日本工営

E: モビリティ関連
データの取得、都
市・交通政策との連
携

新潟県新潟市 移動・消費データを用いたまちづくり政策立案 日本工営



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.1 プロジェクトの進捗管理・支援

参考）担当組織別支援地域（NRI）
テーマ 地域 実証テーマ 担当組織

A: 他の移動との重ね
掛けによる効率化

福井県永平寺町 デマンドタクシーでの貨客混載・移動販売拠点の設置 野村総合研究所

北海道上士幌 福祉バスでの貨客混載・配送車両での客貨混載 野村総合研究所

D: 異業種との連携に
よる収益活用・付加
価値創出

北海道北広島市 広告収益による移動サービスの提供 野村総合研究所

E: モビリティ関連
データの取得、都
市・交通政策との連
携

広島県（庄原市） データ連携基盤によるデータシミュレータの構築 野村総合研究所

静岡県静岡市 データ分析システムによる交通再編プランの検討 野村総合研究所



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.2 スマートモビリティチャレンジ推進協議会の運営

• AI やIoT を活用した新しいモビリティサービスの社会実装を促進し、地域・都市の経済活動との連携等を通じた経済活
性化への挑戦に意欲的に取り組む地域や企業を支援するため、MaaS 関係の公的機関、趣旨に賛同する事業者・自治体等
の会員により構成される協議会（以下、「協議会」）を設立し、事務局として運営した。

• 有識者等（１０名程度を想定）からなる企画運営委員会の設置・開催

• 協議会会員の募集（会員規約の更新を含む）、会員間の情報共有体制の構築

• 会員からの情報提供のとりまとめ

• 会員間の連携促進やベストプラクティス・課題共有・地域の担い手発掘・人材育成を目的として、各地域でシンポジウ
ムを実施（例えば、地方経済産業局の管轄地域毎に各1 回程度を想定）

• 新しいモビリティサービスの社会実装を促進するためのキャンペーンサイトの構築

新しいモビリティサービスに関する協議会の運営



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.2 スマートモビリティチャレンジ推進協議会の運営

協議会での対応

4月末～
4月27日
5月 1日

5月 7日

5月14日
5月22日
5月26日
5月27日
5月28日
6月 1日
6月 2日
6月 4日
6月 5日
6月 9日

6月10日
6月11日
6月25日

6月29日
7月 2日
7月 3日
7月 6日
7月 8日

・野村総研様より引継ぎ、この付近の入会申請などに事務局移行につき対応遅れのご案内
・データテック三平様より入会申請、対応
・マドラー成田様より入会申請NRI新谷様より転送）
・埼玉高速鉄道栗原様より入会申請（NRI新谷様より転送）
・関西電力児玉様より入会申請
・三井住友カード石塚様より入会申請、6月４日に進捗問い合わせ
・飯塚市井上様より情報変更の依頼
・東京大学柴崎様より入会申請
・本田技研深山様より情報変更依頼
・鹿屋市岩元様より入会申請の進捗の問い合わせ
・オリックス自動車広瀬様より入会についての問い合わせ
・青森県渡辺様より入会申請
・三菱自動車栃木様より情報変更の依頼
・横須賀市永田様よりキャンペーンサイト会員専用ページについての問い合わせ
・岡山県松尾様より入会申請
・西武ホールディングス村木様より入会申請書再送
・オリックス自動車広瀬様より入会申請
・三菱自動車栃木様より情報変更のための入会申請書再送
・ヴィオニアジャパン、イレイン・チョン様より入会についての問い合わせ
・日本ペイントインダストリアルコーディングス高橋様より入会申請
・経産省へ入会申請書送付、審査依頼
・ヴィオニアジャパン、イレイン・チョン様より入会申請
・富士通、石井様よりシンポジウム資料がキャンペーンサイトに未掲載との問い合わせ
・東北電力松岡様より情報変更依頼
・東京センチュリー川口様からの入会申請進捗の問い合わせ、対応
・池田市渡邉様より入会申請
・朝日航洋山本様より入会申請



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.2 スマートモビリティチャレンジ推進協議会の運営

協議会での対応

7月17日

7月19日
7月20日

7月20日
7月27日

7月29日
8月 7日
8月12日
8月14日
8月17日

8月18日

8月19日
8月24日

8月25日

8月29日

・東急、森様より社名変更に伴う情報変更依頼
・日建設計総合研究所安藤様より入会申請
・公募応募者で協議会に加入していない自治体や企業等に協議会の案内メールを送付
・みらい、野元様より入会申請
・鹿島建設、忽那様より入会申請
・佐賀タクシー、牛島様より入会申請
・フィアロコーポレーション浅見様より入会申請
・6月25日申請分の審査返送あり。入会手続き対応。審査結果と規約送付、会員専用ペー
ジのID発行に伴う確認作業、ID発行など
・経産省に入会申請書類送付、審査依頼
・藤沢市、由川様より入会申請
・山口市、田邉様より入会申請
・経産省に入会申請書類送付、審査依頼
・丸紅、武田様より入会申請
・オンラインシンポジウムのご案内を協議会会員に送付
・PwCコンサルティング今井様より入会申請
・経産省に入会申請送付、審査依頼
・大阪商工会議所竹久様より問い合わせ
・町田市石阪様より入会申請
・大阪府櫓様より情報変更の問い合わせ
・エクトラ、中村様より入会申請
・ラック、又江原様より入会申請
・NDソフトウェア伊藤様より入会申請
・パシフィックコンサルタンツ渡邉様より入会申請
・東村山市杉山様より入会申請
・シェアショーファー桃坂様より入会申請
・ツカサ工業佐藤様より入会申請
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協議会での対応

8月31日
9月 6日
9月 7日
9月 8日

9月15日
9月23日
9月25日
9月26日
9月29日
9月30日
10月6日
10月9日
10月12日

10月15日

10月16日
10月22日

10月23日
10月27日

・西武ホールディングス村木様よりニュースリリースデータ受信
・PerceptInJapan川手様より入会申請
・ウォータースマートレジリエンス研究協会清水様より入会申請
・エイジス奥の様より入会申請
・駅探田中様より入会申請
・JTB下目様より入会申請
・長崎トヨペット今治様より入会申請
・兼松、中村様より入会申請
・経産省に入会申請書類送付、審査依頼
・交通総合研究所佐藤様より入会申請
・日本観光振興協会増田様より情報変更のご依頼
・長崎トヨペット今治様より追加資料ご送付
・エヌデーソフトウェア伊藤様より入会審査進捗のお伺い
・西武バス石田様より入会申請
・８月依頼分入会審査結果受信、結果と規約送信、確認事項受信後ID発行など入会手続き
・ボールドライト丸山様より入会申請
・明治大学自動運転社会総合研究所足立様より入会申請
・マップル大日方様より入会申請
・片平新日本技研江崎様より入会申請
・パーソルプロセス＆テクノロジー山本様より入会申請
・会員様へMLでシンポジウムなどの案内をする旨のお知らせ（メルマガ予告）
・相鉄ホールディングス鈴木様より人事異動につき情報変更のお知らせ
・三菱商事荘司様よりMLへの登録アドレス追加のお知らせ
・Via Mobility Japan塩出様より登録変更のお知らせ
・森ビル塩出様より登録変更のお知らせ
・KTグループ大段様より登録情報変更のお知らせ
・埼玉高速鉄道栗原様より実証実験のニュースリリースのお知らせ
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協議会での対応
10月29日

11月 2日

11月 4日
11月 9日

11月10日
11月12日

11月20日
11月26日
12月 4日
12月 6日
12月11日
12月15日
12月21日
12月22日
1月 5日

1月 7日
1月 8日
1月 12日

1月 19日
1月 21日
1月 25日

・テクノメディア名取様より関連サイトSIP cafe（https://sip-cafe.media）へのスマモビキャ
ンペーンサイトリンク掲載可否のお伺い
・佐賀県、徳島様より入会申請
・日立システムズ川嶋様より入会についての規則や規約などお問い合わせ
・経産省関東経済産業局、西島様よりe-JAMPコネクション周知依頼、メルマガ発行
・伊藤忠テクノソリューションズ寺西様より入会申請
・オオトモ井上様より入会についてのお問い合わせ
・エムティーアイ橋本様より入会申請
・パーソルプロセス＆テクノロジー山本様より入会について状況確認
・オオトモ井上様より入会申請について問い合わせ
・オオトモ井上様より郵送での入会申請書拝受
・パシフィックコンサルタンツ前田様より名簿の更新についてのお問い合わせ
・新日本コンサルタント大門様より入会申請
。IIC横山様より情報変更依頼
・ブロードリーフ米澤様より協議会入会申請前にオンライン会議依頼
・三田市、高寺様より入会申請
・経済産業省関東経済局、西島様よりe-JAMP CONFERENCE開催周知依頼、メルマガ発行
・ブロードリーフ米澤様との協議会入会申請前オンライン会議開催
・ブロードリーフ米澤様より入会申請
・ミラクシアエッジテクノロジー池内様より入会申請
・シーイーシー槇尾さまより協議会、シンポジウム等の活動についてお問い合わせ
・スマモビ北海道シンポジウム周知依頼、メルマガ発行
・T・プラン寺下様より入会申請
・伊藤忠商事亀島様よりキャンペーンサイトIDについてお問い合わせ
・ミラクシアエッジテクノロジー池内様より資料拝受
・経産省よりスマモビエリアシンポジウム北海道周知の依頼、メルマガ発行
・京都市小川様より情報変更のお知らせ
・阪急バス細見様より協議会入会参加資格などについての問い合わせ

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fsip-cafe.media%2F&data=04%7C01%7Cyokota.satoko%40aist.go.jp%7Cf7c048938a954d73197608d87f09c94a%7C18a7fec8652f409b8369272d9ce80620%7C0%7C0%7C637399027301474901%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C1000&sdata=XXYyb6OjAf%2B1KZwl9pvP%2Frhiy4h0fX6QqtGfErG6sTk%3D&reserved=0
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協議会での対応

1月28日

1月29日

2月 2日

2月 3日

2月 4日

2月 5日
2月 9日

2月12日
2月16日

2月18日
2月19日
2月22日

2月26日

・日本旅行、地濃様より入会についての問い合わせ、申請
・T・プラン寺下様より資料送付
・経産省よりスマモビシンポジウム中国の周知依頼、メルマガ発行
・中国エリアシンポジウムに関して自動車技術会酒井様よりお問い合わせ

・新潟通信機、佐藤様より入会申請
・新潟通信機、佐藤様より資料受信
・経産省より地域シンポジウム中部、周知依頼メルマガ発行
・ナブリス小川様より入会申請
・２月初旬送付分審査結果経産省より受信、確認事項、規約など送付後ID発行等入会手続
き
・桑名市溝口様より情報変更のお知らせ
・シーイーシー、槇尾様より入会申請
・スマートモビリティチャレンジシンポジウム in 関西開催のお知らせメルマガ発行
・三菱自動車石井様よりシンポジウム関連の問い合わせ
・経産省よりにいがたスマートモビリティシンポジウム周知の依頼、メルマガ発行
・三菱商事、岩瀬様よりシンポジウム関連のお問い合わせ
・Zip Infrastructure池谷様より入会申請
・経産省よりとうほくスマートモビリティシンポジウム周知依頼受信
・Zip Infrastructure池谷様より追加資料受信、申請受付
・東北電力松岡様より登録情報変更のお知らせ
・INDETAIL柳原様より入会申請
・とうほくスマートモビリティシンポジウム開催のお知らせメルマガ発行
・TMJ小柏様より入会資格などについてお問い合わせ
・トレンドマイクロ小田様より協議会ロゴ使用許可についてのお問い合わせ
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スマートモビリティチャレンジ推進協議会企画運営委員会の開催
• 資料等を作成し、企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。各企画運営委員会の概要

について下記に整理した。

スマートモビリティチャレンジ推進協議会
企画運営委員会（第１回）

議事次第

日時：令和２年６月１８日（木）１５：００－１７：００

場所：オンライン会議

経済産業省 本館１７階 東５ 第４共用会議室

１．開会
２． スマートモビリティチャレンジの進め方（経済産業省）
３． パイロット地域候補（案）の説明（野村総合研究所）
４． 討議
５． 新たなモビリティサービスの可能性と課題
（野村総合研究所）
６． 討議
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スマートモビリティチャレンジ推進協議会企画運営委員会の開催

スマートモビリティチャレンジ推進協議会
企画運営委員会（令和２年度第２回）

議事次第

日時：令和２年７月１３日（月）１６：００－１８：００
場所：経済産業省 別館１１階 1111各省庁共用会議（同時オンライン開催）

１．開会
２．先進パイロット地域候補（案）の説明
（コンソーシアム 産総研、野村総合研究所、日本工営 及び 経済産業省）
３．討議
４．横断分析の取り組み
（コンソーシアム 産総研、野村総合研究所、日本工営）
５．昨年度事業の取り組みのご紹介
（福井県永平寺町及び北海道上士幌町）
６．閉会

• 資料等を作成し、企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。各企画運営委員会の概要
について下記に整理した。
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スマートモビリティチャレンジ推進協議会企画運営委員会の開催

スマートモビリティチャレンジ推進協議会
企画運営委員会（令和２年度第３回）

議事次第

日時：令和２年１０月１9日（月）１３：００－１４：３０
場所：経済産業省 別館１0階 産総研東京本部大会議室（同時オンライン開
催）
１．開会
２．先進パイロット地域における横断分析の必要性
（経済産業省）
３．横断分析について
（コンソーシアム 産総研、野村総合研究所、日本工営）
４．先進パイロット地域の状況報告について
（コンソーシアム 産総研、野村総合研究所、日本工営）
５．視察についての検討
６．閉会

• 資料等を作成し、企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。各企画運営委員会の概要
について下記に整理した。
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• 資料等を作成し、第３回企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。第３回企画運営委
員会で得られた企画委員のコメントを整理した。

第3回企画運営委員会

項目 内容
横断分析全般 • テーマが多岐にわたるため、横比較が難しい。無理やり横比較するより、多くの情

報を取る多面い現地に入り込んでデータを取得すること。（鎌田委員）
それぞれの地域において、誰が対象者でどれくらいの規模を狙っているのか、もう
一段ブレイクダウンしないと横断分析が適切なのか判断できない。(鎌田委員)
横断分析で定量的な分析があったほうが、いろんな解釈、展開をするときに間違い
が少なくなる（石田委員）

横断分析
（事業性）

• 事業性モデルは経済の専門家の意見をとりいれて再検討すること（須田委員）
• 交通事業者だけではなく、医療や移動販売などの様々な分野の横断分析を行ってほ
しい。（石田委員）

横断分析
（新型コロナウイルスの影
響）

• 横断分析アンケートの新型コロナウイルスに関する設問はもう少しMaaSに結び付く
ように作成すること。（須田委員）

横断分析
（Life Space Assessment）

• 産総研のLife Space Assessmentは極めて良いデータが取れると思う。（石田委
員）

先進パイロット地域の取組 • MaaSによって人やモノの動きを5~10年後にどのようにすることを目指しているの
かを整理してほしい。本実験で目指すこととターゲットユーザーを明確にしてほし
い。（鎌田委員）
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スマートモビリティチャレンジ推進協議会企画運営委員会の開催

スマートモビリティチャレンジ推進協議会
企画運営委員会（第４回）

議事次第

日時：令和２年３月１９日（金）１４：００～１６：００

場所：オンライン(Skype for business)

１．開会

２．各先進パイロット地域の実証実験結果概要（産業技術総合研究所、日本工
営、野村総合研究所）

３．各先進パイロット地域の横断分析結果及び知見集について（産業技術総合
研究所、日本工営、野村総合研究所）
４．令和３年度スマートモビリティチャレンジの方向性について（経済産業省）
５．閉会

• 資料等を作成し、企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。各企画運営委員会の概要
について下記に整理した。
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• 資料等を作成し、第4回企画運営委員会（スマートモビリティチャレンジ推進協議会）を開催した。第４回企画運営委員
会で得られた企画委員のコメントを整理した。

第4回企画運営委員会

項目 内容

各先進パイロット地域の横断
分析結果

• サービス導入効果の部分は、もう一段階前のどういったサービスが提供されて、誰
がどのようにサービスを利用したのかわからないと、算出結果の数字が独り歩きす
る懸念がある。（鎌田委員）

• 認知度、利用頻度など、わかりやすい指標を用いて毎年定点観測が出来るとよい。
（牧村委員）

• 今回のインタビューの結果やセンサーのデータは貴重なデータなので深堀りすると
全体の知見が深まる。今回の分析結果を世界に発信してほしい。（石田委員）

新しいモビリティサービスの
社会実装に向けた知見集

• 全国の地域や自治体が取り組んでみようという気持ちになる手がかりやきっかけを
記載できると良い。（石田委員）

• 都市型の取組を地方で実施することは難しい。地域特性などの前提条件を記載して
ほしい。（須田委員）

• 最初から地域を分類化するとみる情報が狭められてしまう。地域特性が異なる地域
の結果から得られる情報も多い。（中村委員）

• 課題ばかり記載するとこれから取り組む地域のやる気を奪ってしまう。ブレイクス
ルー出来たポイントを示してほしい。（中村委員）
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第4回企画運営委員会

項目 内容

令和３年度スマートモビリ
ティチャレンジの方向性

• 今までの仕組みでは、過年度と同じことに取り組んでも予算はつかなかったが、実
証から実装の過渡期の地域を応援していく仕組みがあると良い。（牧村委員）

• 地域課題に防災というキーワードも入れていただきい。（中村委員）
• アジア諸国の制度上のブレイクスルーが出来ている事例から、知見を得られると良
い。（中村委員）

• 国土交通省と連携を深めていただきたい。（石田委員、須田委員）
• 少し後押ししたら社会実装できる地域に支援できると良い。社会実装の事例を増や
していくことが様々な地域でのサービスの普及につながる。（鎌田委員）

• 規制を少し緩和すればできるようになることが多い。こういった規制をブレイクス
ルーするような実験が出来ると良い。（鎌田委員）
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• スマートモビリティチャレンジシンポジウム（以下、「シンポジウム」という）を、オンラインにて開催した。シン
ポジウムは、地方自治体や事業者などの連携促進や、新しいモビリティの社会実装に対する理解や支援を広げていくこ
とを目的とし、約1,000名が参加した。開催概要を以下に示す（表2.3.4-1）。

表2.3.4-1 シンポジウム概要

シンポジウムの概要
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• （n）開催形態

シンポジウムは、二部制とした。第一部では二つのテーマに基づいた取組事例紹介をパネルディスカッション形式にて行
い、第二部では参加者によるオンラインネットワーキングを行った。

• （n）プログラム

シンポジウム当日のプログラムを以下に示す（表2.3.4-2）。

表2.3.4-2 シンポジウムプログラム

開催形態、プログラム
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• （n）運営体制

シンポジウムの運営と進行にあたり、株式会社イベント・レンジャーズに運営補助を委託した。委託項目を以下に示す
（表2.3.4-3）。

表2.3.4-3 運営のための委託事項

運営体制

項目  内容  

企画打ち合わせ  計 4 回実施（オンラインまたは経済産業省内） 

出席者の登録システム作成  Entrysta （エントリスタ）使用  

問い合わせ対応 1 登録者及び関係者からの質疑への対応  

問い合わせ対応 2 登録者へのリマインドメール  

台本の作成  データ納品  

幕間スライドの制作  データ納品  

当日の対応  4 名体制（MC、映像・資料操作、問合せ対応・連絡等）  

機材準備等  PC 機器  

数字報告  申込人数、視聴者数、視聴率  
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• （n）準備から終了までの動き

開催準備から当日終了までの動きについて、その一連の流れを以下に示す（図2.3.4-n）。

図2.3.4-n 準備から終了までの動き

準備から終了までの動き

• 開催日確定後迅速に
• イベント内容を告知

(登壇者名、プログラム内容、
第2部の参加対象者)

• 事前申し込み方法を告知
• 協議会入会案内も実施
• 経産省・国交省の挨拶
• 複数の採択地域のパネル
ディスカッション×２グループ

• 有識者の挨拶
• 一旦閉会し、第2部開始
時間を告知

• テーマ別のオンラインブースで
セッション

• 名刺交換
（参加者の了承が前提）

• 忙しい登壇者は実施せず

• イベント終了直後
• 満足度調査

• スマモビ協議会メンバー
• 一般市民

• 事前申込者のみ対象
• 単一ID・パスワード認証あり

(URLを参加者が転送すれば
誰も閲覧可能)

• 協議会メンバー、かつ、
事前申込者のみ

• 単一ID・パスワード認証あり
(URLを参加者が転送すれば
誰も閲覧可能)

• 第1部の参加者

• スマモビWeb・Facebook・協議会会員網で
告知

• 申込受付はGoogle Form
• 本番4日前にリマインダーメールと接続URL
送付

• Zoomウェビナー（上限は1,000人以上）
• プロ司会が進行
• 登壇者は画面共有と講演・討議を実施
• 参加者は閲覧のみ（マイクオフ）

• Zoomミーティング(上限は100人/登壇者別)
• 無料アカウントのため40分で切断

(登壇者の許諾を受けて、再度会議室を設定)
• 進行は登壇者に依頼、事務局が補佐
• 参加者は全員発言可。ただし、参加人数に
よっては、発言は司会による指名制とする。

• Webアンケート（Google Form）
• 第1部終了時に回答URL・QRコードを表示

開催周知

本番第1部

本番第2部

終了後

実施内容や時期 対象者 実施方法

• 第2部の参加者 • Webアンケート
• 事前登録されたメールへURLを送付
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令和2年度スマートモビリティチャレンジシンポジウムを開催

第2部ネットワーキングの様子イベント概要

開催日 2020年9月2日（水）

開催方法 Zoom

プログラム

【第1部】
• 開会のご挨拶①（動画）

「スマートモビリティチャレンジ2ndの狙いと進め方」
登壇者︓経済産業副大⾂松本洋平様

• 開会のご挨拶②（動画）
「日本版Maasの取組を加速︕」
登壇者︓国⼟交通大⾂政務官佐々木紀様

• パネルディスカッション１
テーマ︓「地方版MaaSにおけるデータ連携」
スマートモビリティチャレンジ推進協議会 企画運営委員会
委員長石田東生様（司会）
スマートモビリティチャレンジ推進協議会 企画運営委員会
委員中村⽂彦様（総括コメント）
小田急電鉄株式会社西村潤也様（東京都町田市、神奈川県
川崎市）
KDDI株式会社小泉安史様（愛媛県南予地域）
名古屋大学⾦森亮様（愛知県春日井市）
エヌシーイー株式会社高橋貴生様 (新潟県新潟市)
株式会社MaaS Tech Japan 日高洋祐様（広島県）

• パネルディスカッション２
テーマ︓「低密度・中山間地域における地域課題解決」
一般財団法人日本自動車研究所代表理事・研究所長（元東京
大学教授）スマートモビリティチャレンジ推進協議会 企画
運営委員会委員鎌田実様（司会）
スマートモビリティチャレンジ推進協議会 企画運営委員会
委員牧村和彦様（総括コメント）
株式会社みちのりホールディングス浅井康太様(茨城県日立
市）
北海道上士幌町梶達様(北海道上士幌町)
福井県永平寺町山村徹様 (福井県永平寺町)
静岡県浜松市瀧本陽一様（静岡県浜松市）
一般財団法人塩尻市振興公社太田幸一様(長野県塩尻市)

【第2部】
• ネットワーキング
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• （n）当日の流れ：開会挨拶
開会にあたり、省庁2氏（経済産業省松本洋平氏、国⼟交通省佐々木紀氏）によるご挨拶があった。以下にご挨拶時の写

真を示す（図2.3.4-1）。

図2.3.4-1 開会のご挨拶
• （n）当日の流れ：第一部（パネルディスカッション1）
第一部として、まずパネルディスカッションの一つ目のテーマ「地方版MaaSにおけるデータ連携」と題した、選定地

域・事業の取組事例（5事例）が紹介された。司会進行役の先生、事例紹介パネラー、および総括コメントの先生の写真を
以下に示す（図2.3.4-2～図2.3.4-8）。

図2.3.4-2 司会進行役（筑波大学石田東生先生）

当日の流れ：開会挨拶、第一部（パネルディスカッション1）
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当日の流れ：第一部（パネルディスカッション1）

図2.3.4-3 事例1（小田急電鉄株式会社） 図2.3.4-4 事例2（KDDI株式会社）

図2.3.4-5 事例3（名古屋大学） 図2.3.4-6 事例4（エヌシーイー株式会社）

図2.3.4-7 事例5（株式会社MaaS Tech Japan） 図2.3.4-8 総括コメント（横浜国立大学中村⽂彦先生）
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• （n）当日の流れ：第一部（パネルディスカッション2）

パネルディスカッションの二つ目のテーマ「低密度・中山間地域における地域課題解決」と題した、選定地域・事業の取
組事例（5事例）が紹介された。司会進行役の先生、事例紹介パネラー、および総括コメントの先生の写真を以下に示す
（図2.3.4-9～図2.3.4-15）。

図2.3.4-9 司会進行役（一般財団法人日本自動車研究所鎌田実先生）

図2.3.4-10 事例6（株式会社みちのりホールディングス）

当日の流れ：第一部（パネルディスカッション2）
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図2.3.4-11 事例7（北海道上士幌町） 図2.3.4-12 事例8（福井県永平寺町）

図2.3.4-13 事例9（静岡県浜松市） 図2.3.4-14 事例10（塩尻市振興公社）

図2.3.4-15 総括コメント（計量計画研究所牧村和彦先生）

当日の流れ：第一部（パネルディスカッション2）
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• （n）当日の流れ：第二部（オンラインネットワーキング）

シンポジウムの第二部として、第一部で登壇したパネリストへの質問や参加者同士による意見交換の場とするネットワー
キングを行った。実施方法を以下に示す（図2.3.4-16）。

図2.3.4-16 オンラインネットワーキング実施方法

当日の流れ：第二部（オンラインネットワーキング）

スマートモビリティチャレンジシンポジウム
開催ネットワーキング実施方法

• ネットワーキングは、事前申し込み時にテーマの希望を伺って振り分け、テーマごとに部屋（Zoom）
を分けて実施。

• 司会進行役として、事務局からファシリテーターを用意するとともに、主に採択地域の自治体・事業
者に協力を依頼し、テーマに沿った議論の中心となる参加者を目玉として配置する。

• なお、テーマの参加希望は第１～第３希望まで伺うこととし、多数の応募があった場合には抽選の上
参加者を決定することとする。

ネットワーキング実施方法
# テーマ ファシリテーター 目玉となる参加者（自治体・交通事業者・ソリューション事業者）
1 他の移動との重ね掛けによる効率化（モビ

リティのマルチタスク化）
貨客混載・客貨混載など

NRI・稲垣
自治体：北海道上士幌町、福井県永平寺町

2 モビリティでのサービス提供（サービスの
モビリティ化）
医療・福祉MaaSなど

日本工営・胡内 自治体：静岡県浜松市、

3 需要側の変容を促す仕掛け
ダイナミックプライシング・ルーティング
など

AIST・橋本 自治体：町田市（小田急電鉄）、南予地域（KDDI)

4 異業種の連携による収益活用・付加価値創
出
広告等を活用した付加価値創出など

NRI・新谷 自治体：日立市、春日井市（名古屋大）

5 モビリティ関連データの活用
データプラットフォームなど

NRI・衣松 自治体：広島県（MaaS Tech)、新潟市（NCE)

6 横断的取組：自動走行を活用したMaaS
自動運転

AIST・加藤 自治体：長野県塩尻市



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.4 スマートモビリティチャレンジシンポジウムの開催

• （n）当日の流れ：アンケート調査
第一部と第二部の各終了直後に、参加者へのアンケート調査を行った。各設問に対する結果を以下に示す（図2.3.4-17～

図2.3.4-27）。
Q1.あなたの所属する団体は、以下のどれにあてはまりますか。あてはまるものを「1つ」選んでください。

図2.3.4-17 第一部アンケート結果1

当日の流れ：アンケート調査
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Q2.あなたは、【スマートモビリティチャレンジシンポジウム】をどのように知りましたか。

図2.3.4-18 第一部アンケート結果2

当日の流れ：アンケート調査
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Q3.あなたは、【スマートモビリティチャレンジシンポジウム】に参加するにあたり、当初、
どのような期待がありましたか。 (複数選択) 

図2.3.4-19 第一部アンケート結果3

当日の流れ：アンケート調査
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Q4. あなたは、このイベントと同様のイベントが開催された場合、同僚などにおすすめしたいと思いますか。
1（全くそう思わない）～10（非常にそう思う）の10段階でお知らせください。

図2.3.4-20 第一部アンケート結果4

当日の流れ：アンケート調査
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Q5. 今回の【スマートモビリティチャレンジシンポジウム】の総合的な満足度をお聞かせください。
1：とても満足 5：とても不満

図2.3.4-21 第一部アンケート結果5

当日の流れ：アンケート調査
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Q6. あなたはシンポジウムの以下の点に対して、どのくらい満足していますか。それぞれお知らせください。
[イベントの構成・内容] [進行のスムーズさ]

[イベントの時間配分] [開催時期や日程]

図2.3.4-22 第一部アンケート結果6

当日の流れ：アンケート調査
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Q7. あなたはシンポジウム（第一部）の以下の点に対して、どのくらい満足していますか。それぞれお知らせください。

図2.3.4-23 第一部アンケート結果7

当日の流れ：アンケート調査

パネルディスカッション①地方版MaaSにおけるデータ連携
（町田市_川崎市、南予地域、春日井市、新潟市、広島県）

パネルディスカッション②低密度・中山間地域における地域課題解決
（日立市、上士幌町、永平寺町、浜松市、塩尻市）
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Q8. あなたは、今後、本シンポジウムと同様のイベントが開催される場合、参加したいと思いますか。
あてはまるものを「1つ」お知らせください。

図2.3.4-24 第一部アンケート結果8

当日の流れ：アンケート調査
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Q9.あなたは、【スマートモビリティチャレンジシンポジウム 第2部】に参加するにあたり、当初、
どのような期待がありましたか。 (複数選択) 

図2.3.4-25 第二部アンケート結果1

当日の流れ：アンケート調査
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Q10. あなたはシンポジウム（第2部）のネットワーキングに対して、満足していますか。

図2.3.4-26 第二部アンケート結果2

当日の流れ：アンケート調査
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Q11. あなたの団体は、ネットワーキングイベントにおいて、適切な地方自治体・交通事業者、または、
モビリティ・ソリューション事業者を見つけることができましたか。

図2.3.4-27 第二部アンケート結果3

当日の流れ：アンケート調査
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• 推進協議会ページ更新例 2020年12月

キャンペーンサイトの更新例 推進協議会ページ

会員入会状況例 12月 自治体
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事業者、その他団体

キャンペーンサイトの更新例 推進協議会ページ

会員数 2020年4月時点
自治体 ： 90
事業者 ： 116
その他 ： 22
合計 ： 228

会員数 2021年2月時点
自治体 ： 107
事業者 ： 166
その他 ： 28
合計 ： 301
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キャンペーンサイトの更新例 協議会会員専用ページ

会員名簿更新例・自治体 2021年2月 事業者 その他団体
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キャンペーンサイトの更新例 協議会会員専用ページ

専用ページアカウント作成等1 専用ページアカウント作成等2
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• TOPページ更新例 2021年2月

キャンペーンサイトの更新例 TOPとお取り組み例（FBにリンクもあり）

地域のお取り組み例
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キャンペーンサイトの更新例 シンポジウム関連
シンポジウム等の周知例（FB・メ
ルマガ連動あり）
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キャンペーンサイトの更新例 シンポジウム関連

オンラインシンポジウム資料掲載 プログラム

更新回数21回程度、名簿更新４回程度（部分修正等細かな
ものを入れるとより多い）



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

パイロット地域募集開始告知投稿

Facebookでの投稿例 公募開始～採択地決定

採択地決定告知投稿 国交省の採択地決定告知投稿

2019年度の参考資料投稿5月1日

7月31日 7月31日

6月26日



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

実証実験概要例１

Facebookでの投稿例 実証実験概要と一言コメント

実証実験概要例2
9月11日 永平寺町 9月18日 養父市



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

実証実験概要例3

Facebookでの投稿例 実証実験概要と一言コメント
実証実験概要例4

9月29日 ひたち圏域 10月30日 常滑市



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

Facebookでの投稿例 実証実験開始後の紹介

実証実験投稿例１ 実証実験投稿例２
11月18日 塩尻市 11月20日 上士幌町

実証実験投稿例３

12月7日 尾三地区



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

Facebookでの投稿例 実証実験開始後の紹介

実証実験投稿例4 実証実験投稿例5

12月10日 湖西市 12月15日 北広島市

新年のご挨拶と実証実験投稿例6

2021年1月5日 庄原市



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

Facebookでの投稿例 シンポジウム周知等

オンラインシンポジウム募集告知投稿
8月21日

セミナー周知投稿例（メルマガ連動）

10月26日 静岡県MaaS社会実装Webセミナー



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

Facebookでの投稿例シンポジウム周知等

シンポジウム周知投稿例２（メルマガ連動）シンポジウム周知投稿例１（メルマガ連動）
2月4日 MaaSを中心とした中部地域におけるシンポジウム1月2８日 SMC地域シンポジウム中国



2.3 プロジェクトの管理・運営 | 2.3.5 スマートモビリティチャレンジキャンペーンサイトによる情報発信

Facebookでの投稿例 シンポジウム周知等

シンポジウム周知投稿例４（メルマガ連動）シンポジウム周知投稿例３（メルマガ連動）
2月16日 にいがたスマートモビリティシンポジウム2月9日 SMCシンポジウム in 関西



2.4 実証実験事業の実施 | 

先進パイロット地域が取り組んだチャレンジ
*政策課題としては自動走行が主であるが、その他の実証はCとして整理
**政策課題としては自動走行が主であるが、その他の実証はAとして整理



2.4 実証実験事業の実施 | 

テーマ別の政策課題に対応した実験の概要



2.4 実証実験事業の実施 | 

今年度に実施した実証実験フィールドと政策課題



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：貨客混載



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）永平寺町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：客貨混載



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）上士幌町の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：福祉



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）三豊市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：共同輸送



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.1 「他の移動との重ね掛けによる効率化」実証事業

参考）湖西市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：移動販売



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）養父市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：移動診療



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.2 「モビリティでのサービス提供」実証事業

参考）浜松市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：ダイナミックプライシング



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）町田市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）町田市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）町田市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）町田市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）町田市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：ダイナミックルーティング



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県尾三地区の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：コロナ禍



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.3 「需要側の変容を促す仕掛け」実証事業

参考）愛知県常滑市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

新しいモビリティサービスの導入に向けたポイント：異業種との連携による収益・付加価値



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）日立・会津地域の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業

参考）北広島市の実証実験概要



2.4 実証実験事業の実施 | 2.4.4 「異業種との連携による収益活用・付加価値創出」実証事業
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2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.1 地域交通に対する影響および効果の評価
事業性分析１：実験①② 三豊市

①デマンドタクシーによる貨客混載の実証運行
デマンド乗り合いタクシーである「近助タクシー」で、郵便局の荷物
を配送する取り組み

②小さな買い物拠点を交通で結び地域活性化につなげる実
証
移動販売や行政サービスなどを集めた小さな拠点を形成し、自
動走行やデマンドタクシーによる買い物支援と組み合わせることで
地域活性化につなげる。

実
験
概
要

事業性：交通事業の収益効果
・ 貨客混載による近助タクシー運行者の副収入の獲得

事業性：交通事業（実験対象）以外への収益改善効果
・ 物流配送事業者の負担軽減
職員一人あたりの運搬件数の減少

経済活動を通じた効果
・ 小さな拠点形成による売上増加

行動変容
・ 小さな拠点形成による外出頻度の増加、立ち寄り先の変化

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

目的と手法 横断分析の結果：事業性
検証方法
貨客混載事業による近助タクシー事業の収益性の改善効
果を検証する。具体的な指標は以下となる。

・ 運行事業者の収支状況の改善効果
運行事業者の収支状況について、収入と支出を比較する。

・ 運行経費に対する売上の割合の向上

・ 運行経費に対する車両の稼働率の向上
運行経費に対して車両の稼働件数（貨物の配送件数、

旅客者数）が実験により向上したかを検証する。

①貨客混載
・ 運行データなどの実績値を用いた検証
②小さな拠点の形成
・ 拠点訪問者へのアンケートの実施（N=57）
・ 小さな拠点を形成する移動販売事業者への売上情報整理

デ
ー
タ
収
集
方
法

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 永平寺町

近助タクシー事業の事業主体 貨客混載事業の事業主体



2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.1 地域交通に対する影響および効果の評価
事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 永平寺町

検
証
結
果

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性
事業性効果①：運行事業者の収支状況の改善効果
貨客混載による効率化により経費に対する売上の割合の改善
状況を検証する。
（１）売上
②にて示したように、輸送件数が増加したことにより売上の増加
が見込まれる。

（２）経費
・ 初期投資費用
初期投資に関する費用は、本実験においてはみられなかった。
貨客混載事業では、車両が旅客事業の空き時間に集配所へ
行き、荷物を郵便局員に代わり配送する仕組みとなっている。

・ 車両維持費
旅客と貨物輸送の1件あたりの輸送
時間を以下に示す。貨物輸送に伴
い走行距離の増加が見込まれる。
また、貨物輸送では配達しても受取
人が不在となる場合もあるため、配送
1件あたりの輸送時間は増える。

輸送時間
旅客 19.8分/人
貨物 24.2分/件

実験前 実験結果
旅客
大人一人300円と仮定

103,200円/月 103,200円/月

貨物 - 6,000円/月
輸送件数 103,200円/月 163,200円/月

経費 ： 20,000円/月 増加
売上 ： 6,000円/月 増加

貨客混載事業によって、売上の増加が見込まれるものの、売
上以上の走行経費が発生することから、貨客混載事業による
収益性の改善といった効果は検証されなかった。
今回、実験では貨客混載事業において新規のシステムや機
器、車両の用意は行っておらず、車両が空き時間を使って集配
所へ行き、荷物を配送する仕組みとなっている。貨客混載に際
して、初期投資が必要となった場合には収益性のさらなる悪化
が見込まれる。

横断分析の結果：事業性

旅客と貨物輸送の時間

実験前と実験結果での売上の比較 0 200,000,000 400,000,000 600,000,000

車両維持費

費用合計

実験前 実験後

24%増加

0.04%増加

以上を踏まえた経費の変化を以下に示す。

貨客混載実施前と実施による収益性の変化
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 永平寺町

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性

検
証
結
果

交通事業以外への収益改善効果

事業性：交通事業（実験対象）以外への収益改善効果
・ 貨客混載：物流配送事業者の負担軽減

職員の残業時間減少
職員一人あたりの運搬件数の減少

人件費圧縮効果は限定的（1日あたり5,000円程度）

移動販売車の売上増加
小さな拠点形成に協力した移動販売事業者3者のうち2者につ
いて、実験による売り上げ増加の効果を検証した。

検
証
効
果

横断分析の結果：経済への波及効果

移動販売車 前年同月比の売上増加率
（R1対比）

移動販売車A 100.03%

移動販売車B 106.88%

検証効果：小さな拠点形成による地域経済への波及効果

小さな拠点を形成し、行政サービスや買い物、医療のサービスを
１か所に集中させることで、利用者の来訪を促し拠点での消費
行動の促進につながることが考えられる。具体的に、以下の２つ
の方法から、地域経済への波及効果を検証する。

・小さな拠点に出店する移動販売事業者の売上の変化を記録
する。
・利用者アンケートから、小さな拠点形成により地域内での消費
が増えたかどうか聞き取りを行う。

検
証
方
法

事業性効果②：運行経費に対する車両の稼働率の向上

実験前 実験結果
旅客 344人/月 344人/月
貨物 - 67個/月
輸送件数 344件/月 411件/月

実験前後による輸送件数の比較
＊貨物運送は、旅客の予約が入っていない時間帯に実施し
ているため、旅客件数に影響を与えない。

実験前 実験結果 効果
344件/月 411件/月 19% 増加

移動販売車の売上増加率

実験前と実験結果での輸送件数の比較

事業性に関する検証結果
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 永平寺町

検
証
効
果

横断分析の結果：行動変容

・ 家から近いため利用したという意見が多く、所要時間を考慮
していることが考えられる。
・ 移動販売は、買い物に行く交通手段がない方へのサービス提
供といった側面がある。

①利用者の所要時間短縮
家
か
ら近

い

欲
しい
も
の
が

揃
って
い
る

買
い
物
の
交
通

手
段
が
な
い

近
所
の
人
と会

うこ
とが
で
き
る

ス
ー
パ
ー
等
で

は
買
え
な
い
も

の
が
あ
る
た
め

・ 一部、利用者には立ち寄りが見られた。（病院や郵便局）
・ 立ち寄りがあった利用者は免許保有率が低く、年齢層が高
い傾向がみられた。

②立ち寄り先の増加

検
証
効
果

横断分析の結果：行動変容

まとめ
移動販売の主な利用者層
１．日常の交通手段を持たない住民
→ 日常的な買い物行動を増える可能性がある。アンケート

調査から小さな拠点利用の理由として、「家から近い」や「買い物
の交通手段がない」といった意見が多かった。よって、居住地の近
くに移動販売が集まる小さな拠点が形成されることで、住民の利
便性が高まると同時に、行動変容を期待できる可能性がある。

２．コミュニティ形成を図ることを目的とした住民
→ 小さな拠点が形成されることで、外出頻度が増え、移動

販売の利用が増える可能性がある。
アンケート調査結果より、小さな拠点利用の目的として「近所の
人と会うことができる」と回答している利用者がみられたことから、
小さな拠点は、地域内での交流を促進する効果があることが考え
られる。小さな拠点が、住民の新たな行き先となることから、行動
変容を見込める可能性がある。

・ 免許保有率が低く、年齢層が高い傾向にあった。
・ 移動販売以外に立ち寄りを行う割合が高かった。

アンケート結果（移動販売を利用する目的）

アンケート結果（移動販売利用に合わせた
他の場所への立ち寄り有無）

立ち寄りの有無と運転免許の有無

免許保有 免許なし 合計
立ち寄りあり 0%(0人) 100.0%(15人) 100%(15人)
立ち寄りなし 40.1%(17人) 59.5%(25人) 100% (42人)
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 上士幌町

実
験
概
要

事業性：交通事業の収益効果
・ デマンド化による運行交通経費の削減

事業性：交通事業（実験対象）以外への収益改善効果
・ Aコープルピナの負担軽減

経済活動を通じた効果
・ なし

行動変容
・ 外出頻度の変化、交通手段の転換

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

目的と手法 横断分析の結果：事業性
検証方法
WithケースとWithoutケースを比較することで、福祉バスのデマン
ド化による経費削減効果を検証する。

デ
ー
タ
収
集
方
法

Without （定時定路線運行）

With （デマンドバス＋貨客混載）

上士幌タクシー(有)

上士幌町

乗客

運賃(0円)

事業委託費

交通サー
ビスの提
供

交通サービス
の事業受託

Aコープルピ
ナ

乗客

配送 運搬料(0円)

上士幌タクシー(有)

上士幌町

乗客

運賃(0円)

事業委託費

交通サ
ービス

交通サービス
の事業受託

Aコープルピナ

運送料*
配送

協賛金*

交通サービス

* 実験中は無料で実施

＊以下は横断分析の検証対象とする実験を記載
①福祉バスのデマンド化による利用拡大
町運行の福祉バスのうち、農村地域への2路線をデマンド化するこ
とで空き時間を可視化するとともに、住民の利用拡大を図る。

②福祉バスの貨物輸送による収入確保（貨客混載）
デマンド化により福祉バスの空き時間を可視化し、地元スーパーと
連携した商品配送や、有償旅客輸送を行い、収入を確保する。

①福祉バスのデマンド化による利用拡大
・ 運行データなどの実績値を用いた検証
・ 福祉バス利用者へのアンケートの実施（N=57）
②福祉バスの貨物輸送による収入確保（貨客混載）
・ 配送件数などの実績値を用いた検証

福祉バス事業の事業主体

配送事業の事業主体

デマンドバス、貨客混載事業の事業主体
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 上士幌町

検
証
結
果

事業性効果①：デマンド化による運行経費削減

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性 横断分析の結果：事業性

定時定路線からデマンド化へ変更したことによって、1便あたりの平
均乗車人数が増加し運行の効率化が検証された。

実験前 実験結果 効果
100% 29% 71% 削減

2019年、2020年での上音更線と萩ケ岡線合計の運行実績 事業性効果②：平均乗車人数の変化

これまで定時定路線で運行されていた上音更線と萩ケ岡線が、
デマンド化された時の運行経費削減効果を検証した。実験前と
実験結果を比較すると、利用者数に対して運行時間が減少し
ている。

・ 運行時間が削減されることにより、燃料油脂費、修繕費、減
価償却費などの減少が見込まれる。
・ 人件費は労務時間に応じた給与体系となっていないため、減
少は見込まれない。
・ 設備関係費として、利用者へ配布したタブレット代、配車予
約のためのシステム利用料が挙げられる。

実験前 実験結果 効果
0.46 人/台 1.60 人/台 246% 増加

デマンド化により利用者が増加したため、利用者一人あたりの運行経費は
減少することが考えられる。

検証結果：運行経費削減

実験前と実験結果での利用人数の比較

検証結果：平均乗車人数の変化

運行時間(時間/月) 利用者数(人/月)
実験前－定時定路線、
2019年10~12月 8.0 7.3

実験結果－デマンド化、
2020年10~12月 7.0 25

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000 25,000,000

車両維持費

費用合計

実験前 実験後

18%削減

0.7%削減

路線 月別 2019年 2020年
運行回数 利用人数 運行回数 利用人数

上音更
10月 16 4 14 19
11月 20 4 7 13
12月 16 3 12 29

合計 52 11 33 61

萩ケ岡
10月 40 4 6 6
11月 32 2 6 6
12月 32 5 2 2

合計 104 11 14 14
総合計 156 72 47 75

平均乗車人数 0.46 1.60
増減 平均乗車人数の246%増加
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 上士幌町

Aコープルピナの負担軽減

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性

・ 貨客混載により、多い日で1日40件前後あった運搬業務
のうち5~6件/日をデマンドバスによって配送した。
・ 本実験は、「常温・冷蔵品のみ」×「決済済み」×「家中へ
の立ち入り不要のお客様」×「特定の人除く」の商品に限定し、
毎週木曜昼のみ配送したため運搬件数に限りがあった。

検
証
効
果

横断分析の結果：行動変容

アンケートを実施した結果、外出頻度に変化があったと回答した被
験者はいなかった。理由として、以下の２点が考えられる。
・ 福祉バスは実験前から、定時定路線で運行されているため、バ
ス利用のニーズは満たされていた。
・ 被験者はもともと自家用車を運転できるため、デマンドバス導入
によるメリットは少なかった。

①外出頻度の変化

●実験の被験者属性
－ 年齢層： 70代～90代
－ 自家用車の保有： 57%が保有
－ 免許： 71%が免許保有
－ 日常の交通手段 ： 71%が自家用車と回答

＊今回の実験参加者は、日常的に福祉バスを利用しない属性に対し
ても広く呼びかけを行っている。

検
証
結
果

横断分析の結果：行動変容

しかし利用者満足度の調査において、約3割の被験者が日常
の交通手段として自家用車を挙げており、今後の利用に関して
積極的でない意見も聞かれた。

②交通手段の転換
・ 実験を利用して訪問した行き先への、普段の移動手段とし
て自家用車（自分で運転）が最も多い結果となった。

以上より、本実験は参加者が日常的に、自家用車を運転して
いることからデマンドバスへの交通手段の転換や、本実験による
外出頻度の変化は見られなかった。しかし、高齢者が免許返
納する将来においては、利用が増えることも考えられる。

実験で訪問した場所への実験前のアクセス手段
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三豊市

実
験
概
要

検
証
方
法

目的と手法 事業性：移動販売事業の収益効果

デ
ー
タ
収
集
方
法

①共同送迎モデル
各施設が単独で行っている送
迎業務を集約し、共同送迎を
導入することで効率化を図る。

②車両空き時間を活用した買物
送迎
車両空き時間を活用して買物
や通院の送迎を実施する。

事業性の改善
・共同送迎による交通経費の削減
・介護施設の送迎業務における負担軽減
交通事業（実験対象）以外への副次効果
・ 介護施設職員の負担軽減
経済活動を通じた効果
・ 買い物送迎による地域内消費の増加可能性
行動変容
・ 買物送迎による外出頻度の増加

検
証
す
る
効
果

①共同送迎モデル
・実験後の利用者へのアンケートの実施（N=73）
・実験結果となる運行データなど実績値を用いた検証
②車両空き時間を活用した買物送迎
・利用者の行動記録および事後アンケートの実施（N=4）

検
証
方
法

施設別送迎と共同送迎を比較することで、介護施設の送迎
業務の負担軽減と送迎費用が減少するかどうかを検証する。共
同送迎では、各施設が実施していた送迎業務を三豊市社会福
祉協議会に委託する形を想定する。

Without （個別施設の送迎）

介護施設A

三豊市

通所者

通所料⾦

介護給付
費

送迎サー
ビスの提供

介護施設B

通所者

With （共同送迎）*実証実験時での体制

三豊市社会福祉協議会
（送迎団体は本番運行時とは異なる）

介護施設A

通所者

三豊市介護施設B
介護施設C 介護施設D

運行システム提
供

介護給付⾦

ダイハツ工業
・車両を貸与 送迎サービス

の提供

通所料⾦ 送迎サービス
の提供

介護施設E

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 三豊市

共同送迎モデルの概念図

個別施設送迎における事業関係者

共同送迎における事業関係者

共同送迎モデル
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事業性分析１：実験①②

横断分析の結果：事業性 横断分析の結果：事業性

検
証
結
果

検
証
結
果

事業性効果①：共同送迎による運行経費削減

検
証
効
果

※人件費については職員の運転時間のみ(送迎計画作成・送迎準備を含まず)
※平日のみ、後半2週間の送迎時間を比較

施設職員による送迎時間の削減

1か月の経費削減効果

実験前 実験結果 効果
100% 86% 14% 削減

・ 共同送迎の導入により、一定割合の通所者は施設別送迎から共
同送迎に移行
・ 運行団体が共同送迎を行うため、施設の運行業務は省力化

送迎種類 担当

従来（10月） 施設別送迎 施設職員

施設別送迎 施設職員

共同送迎 運行団体職員

共同送迎導入
（11月）

比較

・職員の運転時間が削減され人件費が減少
・車両台数を減らことが可能となり、車両維持に関する費用が削減

実験前 実験結果 効果
4.5人/回 6.0人/回 33% 増加

事業性効果②：平均乗車人数の変化
共同送迎を実施することで、1台あたりの送迎人数が増加した。

横断分析の結果：施設職員の送迎時間の削減

実験前 実験結果 効果
185時間 168.7時間 9％削減

共同送迎を実施することで、施設職員による送迎時間が短縮された。
介護施設職員の負担軽減に効果があることが明らかとなった。
また介護施設職員は、捻出できた時間を以下2項目に充てることで、
生産性向上を図ることが可能となった。
・利用者とのコミュニケーション →介護サービスの質向上
・事務などの他業務 →労働時間の短縮

施設職員が実施する送迎時間を実験前と実験中で比較する。事
業性効果①と同様、運行団体による送迎時間は比較対象としない。

比較対象外

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 三豊市

施設送迎の運行コスト変化・削減割合（5施設合計金額）

事業性の比較対象

検証結果：介護施設の運行経費削減

検証結果：平均乗車人数の変化

検証結果：送迎時間の削減

※平日のみ、後半2週間の送迎時間を月換算
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 三豊市
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事業性分析１：実験①② 三豊市

検
証
方
法

横断分析の結果：地域経済への効果、行動変容

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 三豊市

検証結果
経済活動を通じた効果（買物通院サービス）

外出頻度の増加など行動変容はみられたものの、実験期
間や実験規模の制約から地域経済への効果までを検証する
ことは出来なかった。但し、後述(行動変容に記載)の住民が
利用することで、地域経済への効果が期待できる。

行動変容（買物通院サービス）

買物送迎による外出頻度の増加および行き先の変化が見
られた。独居かつ公共交通へのアクセスがない住民（特に物
資を自分で選びたい方）対して行動変容が見込まれる。

家族の送迎有無
あり なし

免許の有無
未保有 21.4% 50.0%
保有 33.3% 50.0%

各属性のうち買い物送迎を利用したいと回答した通所者の割合

結果２：通所者へのサービス利用意向の聞き取り
通所者65名に対して買物送迎の利用意向について、聞き取りを
行ったところ日常的に家族の送迎を受けていない通所者で、買物送迎
サービスの利用を望む割合が高かった。
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事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 湖西市

検
証
結
果

実
験
概
要

事業性：交通事業の収益効果
・ 運行経費に対するサービス水準の向上
・ 利用者一人あたりの運行経費の変化
・ 1便あたりの平均乗車人数の変化
事業性：交通事業（実験対象）以外への収益改善効果
・ なし
経済活動を通じた効果
・ なし
行動変容
・ 外出頻度の増加、行き先の変化、交通手段の転換

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

目的と手法 横断分析の結果：事業性

検証方法
実験対象の２路線を、コーちゃんバスと企業バスが共同で1年間
運行した場合
・ 路線別（浜名湖電装、デンソー湖西製作所）の運行データ
から２路線合計の効果を算出する。
・ 共同運行の運行経費は、湖西市側で負担していないため今
回は経費が発生していないものと仮定する。

地域住民アンケート（N=3,174）
湖西市内の住民へアンケートを実施
モニター利用者アンケート（N=68）
実験の参加者に対して、サービス体験後にアンケートを実施
実績値のデータ提供
サービスの利用客数など実験により得られた実績値を収集

デ
ー
タ
収
集
方
法

本実験の対象路線

湖西市内を走行する企業
シャトルバスという地域資源を
有効活用し、JR駅周辺の市
内企業と公共交通空白時間
に運行する企業バスに市民が
乗車する実証運行を行う。
市町村運営有償旅客運送
想定する。

実験前 実験結果 効果
1,228円 1,177円 4.2% 改善

事業性効果②：利用者一人あたりの運行経費の変化

実験期間中の湖西市が負担する運行経費について、利用者
一人あたりの金額を比較する。
なお、共同運行にかかる経費は計算には考慮しないものとする。
検証の結果、実験前に比べて実験結果では4.2%の運行経費
の改善効果があった。
本実験は、すでに運行している企業バスに住民も利用できるよ
うにすることで、公共バスのサービス水準向上を目的としている。
自治体としてはバス路線整備に伴う初期投資や運行経費を最
小限に抑えながら、バス路線網の拡充を図ることが出来るといった
メリットがある。

検証結果：利用者一人あたりの運行経費の変化

実験対象路線
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テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 湖西市

検
証
結
果

事業性分析１：実験①②

検
証
効
果

横断分析の結果：行動変容 横断分析の結果：行動変容

13% 16%

63%

6% 3%
0%

20%
40%
60%
80%

所要時間の変化
目的地までの所要時間については、変化なしの回答が最も多い
結果となった。実験前の交通手段として自家用車を挙げた被験
者が多いことが原因として考えられる。

外出頻度の変化
本実験では、イベント開催によって被験者が一度、乗車体験を
する実験であったため、外出頻度に変化があるほど長期間および
複数回の利用は見られなかった。

行き先の変化
・ 多くの被験者が主な行き先をスーパーと回答した。これは、
実証実験期間中に買い物ツアーを企画し乗車体験を行ったこと
が影響していると考えられる。

スーパー（コメリ,杏林堂,パ
レマルシェ等）

81%

本屋
5%

駅
5%

デンソー湖西製作所
3%

家電量販
店
3%

病院
3%

外出先への実験前の交通手段
実験前の交通手段について、自家用車と回答した被験者が最
も多い結果となり、次いで自転車となった。本実験は普段、バス
を利用している被験者のみを対象とせず、広く参加者を集めたた
めバスに限らない幅広い交通手段が回答状況から分かった。

53%
7%

9%

14%
自家用車（自分で運転）
自家用車（送迎）

コーちゃんバス(遠鉄ﾊﾞｽ)
鉄道
徒歩
タクシー
企業ｼｬﾄﾙﾊﾞｽ・ｽｸｰﾙﾊﾞｽ
自転車
バイク・原付
その他

16%

22%

24%

30%

8% 利用したい

どちらかというと利用したい

どちらでもない

あまり利用したくない

利用したくない

実装時の利用意向については、およそ38%の被験者が利用
したいと回答しており、交通手段の転換も考えられる。

外出先への実験前の交通手段

サービスの今後の利用意向

所要時間の変化

行き先の変化
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事業性分析１：実験①②

検
証
結
果

事業性分析１：実験①②

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性 横断分析の結果：事業性
アンケートにて支払い意思額を尋ねたところ、ハブ（シャトル）に
ついては1回の利用100円の回答が最も多い結果となった。ス
ポークには、1回利用で300円の回答が最も多い結果となった。

ハブ（シャトル）の
支払い意思額

スポークの
支払い意思額

ハブの利用料金を100円～200円と設定し、スポークの利用
料金を200円～300円と想定し、1日の売上について概算を行
う。なお、シャトルの利用者数は推定される利用者全員とし、ス
ポークについては郊外部に居住する推定利用者数とした。
なお売上は、各利用者が片道のみ利用することを想定して算
出しているものの、往復での使用も考えられるため売上額の変動
が考えられる。本計算では、使用される車両台数(シャトルバス1
台、スポークに使用するタクシー1台)や利用実態の状況を踏まえ、
1名あたり1トリップ/日(片道の利用)を想定した。

利用者数(1日) 利用料金 1日の売上
シャトル 97名 100~200円 9,700円~19,400円
スポーク 34名 200~300円 6,800円~10,200円

合計 16,500円~29,600円

ハブ＆スポーク型サービスによる売り上げ予想

経費
ハブ＆スポーク型サービスは、シャトルバス1台、スポークに使用
するタクシー1台を用いる運行を想定する。合計2台での運行を
考慮すると、ハブ＆スポークサービスにて人件費のみで4万円/日
がかかる。内訳を以下に示す。
また、人件費以外に燃料代や車両の準備などの初期投資費用
も別途かかることが想定される。

まとめ
売上と経費を比較すると、売上以上に運転手人件費がかかる
こととなる。しかし、浪江町の居住者数は増加の傾向をたどってお
り、将来においても増加していくことが予想されている。また企業か
らの協賛金の募集や貨客混載による副収入の獲得によっても事
業性は変動する可能性がある。よって、現時点においては売上が
見込めなくとも、将来的には需要が増大していくことは考えられる。

費用
(万円)

算出方法

シャトル運転手
（１人）

2 8-19時 11時間 ※時給1500円
×10時間×1.3（社保や雇用保険係
数）≒2万円

スポーク運転手
（１人）

2 8-19時 11時間 ※時給1500円
×10時間×1.3（社保や雇用保険係
数）≒2万円



2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.1 地域交通に対する影響および効果の評価
事業性分析１：実験①② 三豊市

テーマA. 他の移動との重ね掛けによる効率化 ｜ 浪江町

検
証
結
果

事業性分析１：実験①②

検
証
効
果

横断分析の結果：行動変容 横断分析の結果：行動変容
ハブ＆スポーク型サービスでの目的地
実験利用者に対して、利用目的を尋ねたところ買い物が最も多く、
次いで外食となった。また、外出先の変化について尋ねたところ、お
よそ3割の利用者で商店や飲食店などの外出先が町外から町内
へと変化していることが分かった。

ハブ＆スポーク型サービスは実証期間が短期であったことから、
具体的な外出頻度の増加といった効果は検証できなかった。しか
し、外出先についてはおよそ3割の利用者で町外から町内へと変
化した行き先があることが分かった。また、利用意向では外出頻
度が増加する旨や立ち寄り先が増加する旨について把握された。
ここから、ハブ＆スポーク型サービスは利用者の行動変容を促して
いることが分かる。
さらに、行き先が町外から町内へ変化することで、浪江町内での
地域経済効果についても見込まれる可能性がある。

外出頻度の増加
本実験は、実証期間が短期間であったため実験によって、外出
頻度の増加については検証できなかった。一方、利用者アンケー
トにて、実装された場合の外出頻度の変化を調査した結果、お
よそ4割の利用者で、外出頻度が増加する可能性が伺えた。

外出頻度の変化に関する意向

外出時の立ち寄り先の増加
およそ半数の利用者で立ち寄り先が増加する可能性が伺えた。
本実験では、ハブとスポーク部の乗り換え地点として、道の駅が挙
げられている。立ち寄り先の増加としては本来の目的地以外に、
まず乗り換え拠点における立ち寄りが考えられる。

立ち寄り先の変化に関する意向

ハブ&スポーク型サービスで
の主な外出目的

ハブ&スポーク型サービスによ
る町外から町内への外出先

の変化
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地名 内容 目標 達成状況

福井県永平寺町 デマンドタクシーによる貨客混載の実証運行と小さな拠
点の形成

①副収入の獲得、運行効率化
②郵便局の負担軽減
③小さな拠点利用者の行動変容および地
域経済効果

①副収入は見込まれるものの、追加の運行
経費がかかるため、利益は限定的
①車両の稼働率の向上19%増（344件/
月→411件/月）
②郵便局員の配送時間減：20分/日
③地域内の移動販売の売上増6.9%

北海道
上士幌町

福祉バスでの貨物輸送による収入確保（貨客混
載）

・ 配送業務を無償で提供する地域商店の
負担軽減

地域商店による配送件数の軽減：12.5%
減(40件/日→35件/日)

貨客混載事業

・事業性：永平寺町では、貨客混載事業から副収入を見込める効果は検証されなかった。旅客業務を優先し、貨物輸送を空き時間にて行うた
め、貨客混載による副収入は限定的。
・物流事業者の負担軽減：2地域ともに物流側の人員不足を課題として挙げられており、貨客混載が物流側の負担軽減に貢献することが確認
された。
・貨客混載事業では、利用者への行動変容は想定されない。

*いずれの地域も配送に関する輸送費をいずれの実験でも徴収していない。

実証実験の目標と達成状況
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テーマB．モビリティでのサービス提供｜ 養父市
事業性分析１：実験①② 三豊市 三豊

事業性：移動販売事業の収益効果
・ AIシステムおよび予約制導入による運行経費の削減と利益の
増加
・ 新規顧客の増加
行動変容
・ 移動販売販売利用時の会話（コミュニケーション）の増加

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

横断分析の結果：事業性
①効率的な移動販売サービスの提供
今までは利用客の有無に関わらずすべての移動拠点を巡回しな
ければならなかったが、AIシステムと予約制を同時に導入すること
で、移動販売拠点ごとの事前予約に基づいてAIシステム上で巡
回計画を策定し、運行ルートの最適化に活用することが可能とな
る。結果的に利用客がいない移動拠点への巡回の必要性がなく
なり、燃料費などの運行経費が削減されることが想定される。また、
経費削減に伴い、（営業）利益の増加も期待できる。

・ 実験後の利用者へのアンケートの実施（N=66）
・ 実験後の事業者へのアンケートの実施（N=4）
・ 実験前および実験中の運行データ、売上記録などの実績値を
用いた検証

デ
ー
タ
収
集
方
法

実証実験体制イメージ

Without
売上(円/月)-運行経費(円/月)-仕入れ経費(円/月)
With
売上(円/月)-運行経費(円/月)-AIシステム利用料(円/月)-仕入
れ経費(円/月)

本検証では、地域の移動販売事業の核となっている1事業者
（A）に注目し、実験対象とする移動販売事業に係る運行経費
の減少について整理した後、下記の式にもとづいて、AIシステムお
よび予約制の導入前（Without）と導入中（With）を比較す
ることで、利益の増加を検証する。

①効率的な移動販売サービスの提供

実
験
概
要

目的と手法

移動販売の様子

経験則で設定していた巡
回ルートの最適化やリアル
タイムの位置情報把握等
による運行効率化を図るこ
とを目的とし、通所介護事
業向けに展開する送迎支
援システムの技術の移動
販売への活用可能性の検
証を行う。

市内の複数の移動販売事業者が高齢化や車両老朽化等で減
少していく見込みであり、より少数の事業者で可能な限り現在の
移動販売サービスを効率的に維持していくことが喫緊の課題となっ
ている。そこで、AIの新たな技術を活用し、これまでの利用実績や



2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.1 地域交通に対する影響および効果の評価

テーマB．モビリティでのサービス提供｜ 養父市
事業性分析１：実験①② 三豊市

検
証
効
果

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性 横断分析の結果：事業性

利益の比較月間経費の比較

AIシステムと予約制の導入により、利用客がいない販売拠点を含
めない最適な巡回ルートで移動販売を実施することが可能となり、
結果として月当たりの走行距離が約2.7%減少した。
運行経費削減効果（1か月あたり）
・走行距離の減少に伴い、燃料費が削減された。
・人件費、車両維持費については変化はない。
・実験中は燃料費の削減分を上回るAIシステム利用料がかかる
ため、結果としては実験前より運行経費は3.9%増加した。

人件費 車両維持
費

AIシステム
利用料

燃料費 合計 走行距離
（参考）

実験前 xxx,xxx xx,xxx 0 xx,xxx xxx,xxx 1,326km
実験中 xxx,xxx xx,xxx 7,000 xx,xxx xxx,xxx 1,290km
変化率 なし なし - -2.7% +3.9% -2.7%

月間走行距離と月間運行経費の比較

⇒年間xx,xxx円の経費増加

実験中の移動販売事業者の売上は実験前と比べてやや増加し
た。また、移動販売商品の仕入れに関する経費は事業者ヒアリン
グに基づき売上の7割と仮定して算出した。

*実験前は10/4～10/31の4週間、実験中は11/15～12/12の4週間の実績値

単位：円
売上 仕入れ経費 運行経費 利益

実験前 xxx,xxx xxx,xxx xxx,xxx xx,xxx
実験中 xxx,xxx xxx,xxx xxx,xxx xxx,xxx
変化率 +5.4% +5.4％ +3.9% +8.0%

利益増加効果（1か月あたり）
・売上は5.4%増加した。
・売上増加に伴い、仕入れ経費も増加した。
・売上増加分が、仕入れ経費及び運行経費の増加を上回り、結
果として利益は8.0%増加した。

月間売上/経費/利益の比較 単位：円

※気温の低下や予約制の導入
によって期間中の延べ利用者
数が減っているものの、実証実
験中の売上が増加した要因とし
ては、「拠点あたりの滞在時間
が増えた」、「予約制の導入に
よって今まで訪問できていなかっ
た拠点で新規利用者がいた」こ
とが考えられる。

+3.9%

-2.7%

利益8.0%増加

xx,xxx xxx,xxx xxx,xxx xxx,xxx

xxx,xxx

xxx,xxx

xxx,xxx

xxx,xxx

xxx,xxx
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検
証
効
果

横断分析の結果：事業性 / 行動変容 横断分析の結果：行動変容

検
証
方
法

実験終了後の利用者へのアンケートにおいて、実験前と比べて、
実験中の移動販売利用時に他の地域住民（買い物客）や移
動販売事業者との会話が増えたかどうかを尋ねた。また、実験前、
実験中の移動販売コースごとに各拠点の平均滞在時間をAIシス
テムの実績データをもとに整理し、比較することで運行ルートの効
率化による拠点滞在時間の増減の傾向を把握した。

半数以上（35/65人）の回答者が会話が増えたと感じているこ
とがわかった。この要因の一つとして、移動販売事業者が運行ルー
トの効率化によって販売拠点に滞在する時間が増えたことが考え
られる。下図では移動販売のコース別に拠点あたりの平均滞在時
間を整理しているが、3事業者中2事業者において、実験前と比
べて実験中の拠点滞在時間が長くなっていることが分かる。この2
つの移動販売事業者は運行ルート効率化によって減少した運行
時間を活用し、拠点あたりの滞在時間を増やす選択をしている。
利用者の意見からも、移動販売時における他利用者や販売員と
のコミュニケーションを楽しみにしている様子が伺え、地域の見守り
役、コミュニケーションの場としても移動販売が重要となっている。

拠点あたりの平均滞在時間
の変化（コース別）

移動販売利用時における
会話の増減に対する認識

事業者A

事業者B

事業者C

検
証
効
果

検
証
方
法

○新規顧客の増加
事業者から得た運行実績データ、売上記録等のデータをもとにAI
システム及び予約制の導入により、本実証実験期間中に新たに
獲得することのできた顧客の数とその売上を整理した。

事業者 販売実施回数
（拠点数）

売上合計（円）

事業者A 新規顧客なし -

事業者B 7回（1拠点1名） 19,575

事業者C 16回（1拠点1名） 61,000

新規顧客の開拓状況と売上合計

*実証実験期間中（2020/11/2～12/26）の実績値

事業者A、B、Cいずれも新規利用者による売上があったが、その
うち事業者B、Cについては継続利用者（顧客）となり、新たな
販売拠点の開拓に繋がったことが明らかとなった。
売上については、実証実験期間の約2ヵ月間で事業者Bは約
20,000円、事業者Cについては約60,000円、新規顧客から売
上げていた。

移動販売に関する意見
・地区住民との出会いがあり、楽しく会話できる。又、知らないニュースを知ることが出来る
・いつも買い物が済んだら私の手を引いて家まで送ってくださいますので、感謝しています

移動販売時のコミュニケーションに関する利用者の意見
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テーマB．モビリティでのサービス提供｜ 浜松市
事業性分析１：実験①② 三豊市 三豊

実
験
概
要

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

目的と手法 目的と手法 /横断分析の結果：事業性
・ 実験前の利用者へのアンケートの実施（N=10）
・ 実験後の利用者へのアンケートの実施（N=7）
・ 実験後の関係者（医師、地域医師会、薬局、派遣看護師
等）へのヒアリングの実施
・ 実験中の運行データなどの実績値を用いた検証

デ
ー
タ
収
集
方
法

実証実験②のイメージ

①移動診療車を用いたオン
ライン診療
高齢者のオンライン診療を補
助するため、設備を搭載した
移動診療車にオンライン診療
支援者（看護師）が乗り込
み、患者宅を訪問し、車内で
オンライン診療を実施する。

②オンライン服薬指導から
薬剤配送
オンライン診療後、引き続き
車両内でオンライン服薬指
導を実施する。その後、処方
された薬剤を薬局/診療所か
ら宅配またはドローンで患者
宅へ配送する。

実証実験①のイメージ

①移動診療車を用いたオンライン診療
事業性：オンライン移動診療の採算性
・ オンライン移動診療の経費と売上（診療報酬）の整理
事業者便益：医師の負担軽減
・ 訪問診療(往診)に係る移動時間の減少

②オンライン服薬指導および薬剤配送
事業性：薬剤配送の採算性
・ 宅配/ドローンによる薬剤配送に係る経費の整理

実証実験期間中の移動診療車を用いたオンライン医療診療に係
る費用（人件費、燃料費、移動診療車リース料、車両維持
費）の整理を行い、その後、実験中に実際に請求された診療報
酬についても整理を行う。そのうえで、医師へのヒアリング結果を踏
まえ、採算性の向上に向けた課題を検証する。

検
証
効
果

移動診療車及びオンライン診療時に必要となる診療用機材の初
期費用と月ごとの運用費用については下表のように整理される。
これに加え、下記の経費がかかった。

項目 初期費用 運用費用
移動診療車 x,xxx,xxx円* xxx,xxx円/月
診療用機材 212,500円 28,985円/月

計 x,xxxx,xxx円 xxx,xxx円/月

オンライン診療における初期/運用費用

・燃料費：走行距離1kmあたり10~15円
・オンライン診療支援者人件費：診療車に乗り込み、診療を
補助（実験では派遣看護師を雇用、xxx,xxx円/人日）
・運転手人件費：移動診療車をオンライン診療支援者では
なく、専属ドライバーが運転する場合は、xx,xxx円/人日

*移動診療車の初期費用の内訳としては、車両費、配車スケジューリングシ
ステム構築費、事業企画費等が想定される
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テーマB．モビリティでのサービス提供｜ 浜松市
事業性分析１：実験①② 三豊市

検
証
効
果

検
証
効
果

横断分析の結果：事業性 横断分析の結果：事業性
本事業の収益にあたるオンライン診療による診療報酬について本
実証実験で実際に発生したパターンごとに診療報酬の内訳及び
保険点数を下表に整理した。
また以下、パターン1の患者を例に実証実験期間中に対面診療
をした際の診療報酬との比較を行うために、右表のとおり整理した。

パターン 診療報酬内訳 合計

1
＜オンライン診療のみ処方なし＞
・オンライン診療料⇒71点
・特定疾患療養管理料⇒100点

171点

2
＜オンライン診療及び院内処方＞
・オンライン診療料⇒71点
・特定疾患療養管理料⇒100点
・処方料(その他)⇒42点

213点

3
＜オンライン診療及び院外処方＞
・オンライン診療料⇒71点
・特定疾患療養管理料⇒100点
・処方箋料（その他）⇒68点

239点

4

＜電話等再診及び院内処方※臨時的＞
・電話等再診料⇒73点
・時間外管理加算⇒3点
・特定疾患処方管理加算１⇒18点
・処方料（その他）⇒42点

136点

5
＜同月内に対面診療が発生し請求取消＞
・オンライン診療料⇒71点⇒0点
・特定疾患療養管理料⇒100点⇒0点

0点

診療報酬の内訳及び保険点数

対面診療 オンライン診療
再診料⇒73点 オンライン診療料⇒71点

外来管理加算⇒52点 特定疾患療養管理料⇒100点
特定疾患療養管理料⇒225点 -

計350点 計171点

対面診療とオンライン診療における診療報酬の比較

*院内処方に係る調剤料、薬価を除く。国保連合会にて審査中のものを含む

*院内処方に係る調剤料、薬価、時間外対応加算を除く

採算性向上に向けた課題
・（実証実験ベースの運用の場合）多大な運用経費がかかる
・収益となると想定される診療報酬については、同条件で受診し
た場合に対面診療と比べてオンライン診療の方が低い（医師から
も、診療報酬点数の低さや、それに伴う収益低下への懸念あり）
・移動診療車にオンライン診療支援者（看護師）が搭乗するこ
と(=D to P with Nモデル)は高齢患者にとって満足度も高く有
効だが、その分の診療点数が加算できない

課題解決に向けた視点
・移動診療車両の大型化や設備等の高度化により、患者の満
足度や車内での補助作業等の質の向上が期待できるが、コスト
もかかることから総合的な観点で車両、運行管理方法の選択が
必要
・過疎地における事業継続性の観点から、運行における地域の
移動資源（デイサービス送迎車、NPOタクシー等）との連携など、
地域の様々な団体・事業との連携が必要
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テーマB．モビリティでのサービス提供｜ 浜松市
事業性分析１：実験①② 三豊市

検
証
効
果

検
証
効
果

横断分析の結果：事業者便益 横断分析の結果：事業性

検
証
方
法

検
証
方
法

過疎地域における医療において、医師の負担となっている訪問診
療(往診)時に係る移動時間の減少の程度について検証する。
診療所から本実験に参加した患者宅までの距離と、医師が普段
の訪問診療(往診)時に利用している乗用車での所要時間を
Google Mapの経路探索機能をもとに計算し、オンライン診療の
導入によってどの程度の移動負担が削減されるかを確認する。
診療所から本実験に参加した患者宅までの距離を整理した結果、
最も遠い患者宅では21.7kmの距離があり、乗用車でも片道約
30分の時間がかかっていることが分かった。1回の訪問診療(往
診)の外出（半日）では数件の患者宅を回ることもあり、実際に
は山間部の道を数十kmも運転をしなければならず、本実験に参
加した医師も身体的、時間的な負担を感じていた。移動診療車
を用いたオンライン診療によって、これらの移動時間が全くなくなるこ
とで、医師の時間的・身体的負担の軽減につながると考えられる。

No. 医院から患者宅
までの距離(km)

診療所から患者宅までの乗
用車での所要時間(分)

1 6.7 11
2 9.5 14
3 21.7 33
4 1.5 3
5 1.7 4
6 12.5 17
7 6.6 9
8 4.9 9
9 9.8 13
10 16.8 27
平均 9.2 10天竜区拡大図

診療所-患者宅の距離と所要時間
※ただし、オンライン診療料の算定のために、少なくとも3ヵ月に1度は対面診療を実施す
る必要がある。

薬局配送車両およびドローンを用いた薬剤配送実施にあたっての
経費（人件費、燃料費、ドローンリース料等）の整理を行うととも
に、薬局、ドローン事業者等へのヒアリング結果も踏まえて、採算
性の向上に向けた課題を検証する。

項目 項目 初期費用 運用費用

ドローン配送

ドローン機材リース料 - xxx,xxx円
3Dマップ作製費 x,xxx,xxx円 -

ドローン操縦・運行に
係る人件費 - xxx,xxx円/日

薬局配送車
配送

燃料費 - x,xxx円/日
運転手人件費 - x,xxx円/日

実証実験における薬剤配送に係る経費

課題解決に向けた視点
・農業や橋梁点検など他の分野と共同でドローンを運用し、運用
コストを下げる取組みが必要（浜松市ではドローンの農業分野で
の活用に向けた実証実験も実施中）
・宅配便等の既存の輸送モードの活用

採算性向上に向けた課題
・ドローン配送は各法規制に対応するための人件費を中心に経
費が多大である。（飛行ルートにあたる地主への事前承諾に係る
調整負担も大）
・配送車による薬剤配送を実施した薬局からは新たに発生する配
送料の負担の所在についての意見が上がった。
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オンライン医療診療/服薬指導および薬剤配送

地名 内容 目標 達成状況

兵庫県養父市 AIシステム及び予約システムの導入による効
率的な移動販売サービスの実施

・巡回ルート最適化による移動販売事業に係
る経費の削減と利益の増加
・予約制による新たな販売拠点における新規
顧客の増加

・移動販売事業者の経費削減：3.9%増加
（161,167円/月→167,487円/月）
・移動販売事業者の（営業）利益：8.0%
増加
・新規顧客の増加：2事業者で2拠点2名の
新規顧客発掘
・会話の増加：53.8%のアンケート回答者が
会話の増加を認識

・事業者負担：通常であれば乗用車で片道30分近くかけて訪問診療/往診に行かなければならない患者宅についても、移動時間なく診療を行う
ことが可能となり、医師にとって身体的負担となっている移動負担が大幅に軽減された。一方で、タブレットごしに診察を行うため顔色や歩行など患
者の全体的な様子の把握や会話が難しい点が医師より指摘された。
・全般：いずれの事業においても経費が多大となることから、地域内の移動資源・人的資源の活用や他事業との共用によって、コストを抑える取り
組みをが必要である。

移動販売事業

地名 内容 目標 達成状況

静岡県浜松市
（天竜区）

・移動診療車によるオンライン診療の実施
・移動診療車の設備を利用したオンライン服
薬指導からの薬局配送者/ドローンによる薬
剤配送

・移動時間の削減による医師の負担軽減 ・ 患者宅までの医師の移動時間が大幅に
削減

・事業性：AIシステム及び予約制の導入によって、利用客のいない販売拠点を事前把握し、巡回ルートを最適化、短縮化することが可能となり、
燃料費がやや削減された一方で、削減分以上にAIシステムの利用料がかかることとなり、全体としては経費の削減には至らなかった。

*今回の実証実験では、オンライン診療/服薬指導および薬剤配送の実現にあたっての法的課題、設備面での課題の検証が主であった。

テーマB．モビリティでのサービス提供｜ まとめ
実証実験の目標と達成状況



2.5 実証実験データの横断分析

横断分析の検証項目
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 横断分析の検証項目一覧
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 塩尻市
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 塩尻市

検
証
結
果

検
証
結
果

横断分析の結果：サービスレベル 横断分析の結果：サービスレベル
5. リアルタイム予約における待ち時間
各利用者の、リアルタイム予約でのオンデマンドバスの待ち時間を
運行データとして取得し、リアルタイムのオンデマンドバス利用の際の
待ち時間について検証した。
全体の約77%は15分以内であり、全体の平均待ち時間11分

33秒であった。一方で待ち時間が30分以上となるケースも約6%
ほど見られた。既存地域振興バスの運行頻度は路線最大1日5便
（運行間隔は2~3時間ほど）であり、利便性は大きく向上すると
期待される。

4. 移動時間の短縮
各利用者のオンデマンドバスでの移動距離と移動時間を運行デー
タとして取得し、オンデマンドバスでの移動と同じ距離を、徒歩で移
動した場合を想定して、移動所要時間の変化について検証した。
全トリップを対象とした場合、平均短縮時間は約24分00秒。

1km未満のトリップのみを対象とした場合、約5分40秒であった。
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 塩尻市

検
証
結
果

横断分析の結果：事業性
6. 事業性の検証
運賃に関するアンケートや運行データ、過去の地域バス運行実績
をもとに、オンデマンドバス運行による収益性の検討を行った。
オンデマンドバス利用に対する理想運賃は167円となり、既存の
運賃より67%増加した。また、本実証におけるオンデマンドバス稼働
率と運行経費をもとに、地域振興バスと同等以上の収益性の確保
のためには、稼働率38%以上の確保が望まれることが分かった。し
かし稼働率38%では現在の利用者をカバーすることはできないため、
本実証の2倍程度の規模でのオンデマンドバス運行が必要となる。
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 町田市

検
証
結
果

検
証
結
果

横断分析の結果：行動変容 横断分析の結果：行動変容
3. 需要の価格弾力性
事前・事後アンケートの中で、オンデマンド交通利用の際の利用頻
度と、それぞれの利用頻度における希望運賃を調査し、価格変化
に対する需要の弾力性について検証した。
無料→50円、50円→100円への価格の変化に対しては弾力性
は0.00～0.31と反応は小さいが、100円→200円の変化で0.5
を超え、200円→300円への価格の変化に対しては約1.30となっ
た。100円を超えると徐々に需要が減少し、200円を境に大きく落
ち込むことが想定される。
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2. 普段利用する交通手段の変化
実証参加者への事後アンケートの中で、普段利用する交通手段
について調査し、オンデマンド交通の導入前後における交通手段の
変化を検証した。
実証前と比べて、実証中は公共交通機関（鉄道、路線バス）
の週当たりの利用回数が平均で約13~14%増加した。逆に自家
用車の利用回数は約12~13%減少している。また、総交通手段
利用回数は約19%増加している。

0
1
2
3
4
5

実証前 実証中
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 町田市

検
証
結
果

検
証
結
果

横断分析の結果：サービスレベル 横断分析の結果：事業性

利用者

オンデマンド交通

連携店舗
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4. 移動時間の短縮
各利用者のオンデマンド交通での移動距離と移動時間を運行
データとして取得し、オンデマンド交通での移動と同じ距離を、徒歩
で移動した場合を想定して、移動所要時間の変化を検証した。
全トリップを対象とした場合、平均短縮時間は約21分20秒。

1km未満のトリップのみを対象とした場合、約8分10秒であった。

全トリップ対象（平均トリップ長：1.84km）

5. インセンティブ付与による収益性の変化
閑散時間帯へのインセンティブ付与によって変化した利用者数と、
インセンティブに必要な費用、インセンティブ付与によって変化する消
費額、をもとに収益性を検証する。
オンデマンド交通の収益は約35.3％の減少となった。しかし、イン
センティブ付与による連携店舗での消費額増加を加味すると、収益
は約29.0%の増加となった。
（※運賃100円、インセンティブ100円クーポンにおける想定）
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 尾三地区
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 尾三地区

検
証
結
果

検
証
結
果

横断分析の結果：行動変容 横断分析の結果：行動変容
2-2. 訪問頻度の変化
シャトルバス利用者へのアンケートの中で、ららぽーとへの今後の訪
問意向を調査し、広告配信やシャトルバス利用による訪問意向の
変化について検証した。
シャトルバス車内での広告配信を理由として訪問頻度が増加する
と回答した人は約42%、シャトルバスの運行そのものを理由として訪
問頻度が増加すると回答した人が80%であった。既存で運行して
いる交通サービスとの乗り継ぎ連携により、訪問頻度（モビリティ利
用頻度）が増加することが期待される。

2. ららぽーとへの移動に関する変化
2-1. 移動手段の変化
シャトルバス利用者へのアンケートの中で、ららぽーとへ行くのに普
段利用している交通手段を調査し、交通手段の転換について検証
した。
約29%の人が自家用車からシャトルバスの利用へ転換し、これま
で移動手段がなかった約43%の人が初めて訪問するきっかけとなっ
た。自家用車からの転換も期待されるうえ、訪問の動機づけとしても
効果が期待できる。
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 尾三地区
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 尾三地区
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 常滑市

検
証
結
果

目的と手法 横断分析の結果：行動変容
実証目的
中部国際空港に到着した観光客を主な対象にした、インセンティブ
付与による利用者の行動変容の効果検証

実証方法
中部国際空港国内線到着口にて混雑状況に応じて金額設定した
クーポン・ポイントを配布し、愛知県内の観光地・商業地での利用
状況について調査・分析を行い、行動変容への効果を検証する。

実
験
概
要

行動変容
・ 高インセンティブの施設への訪問者割合の増加
・ インセンティブの変化に対する需要の弾力性
事業性
・ MaaSシステムを利用した情報提供事業の採算性

検
証
す
る
効
果

・ 実験参加者へのアンケートの実施（N=402）
・ 実験中のクーポン・ポイント利用データの取得
（2021/1/8~2021/2/14）

デ
ー
タ

収
集

1. インセンティブ付与による施設訪問者数の変化
各施設の実証クーポンの利用実績と、施設の過去の入場者数の
データより、インセンティブによる需要の平準化効果を検証した。
観光地においては、2020年の平均月入場者数比と比較し、本
実証のクーポン利用者数比は、高インセンティブの観光地で約2倍
となった。また、商業施設や宿泊施設においても9倍、16倍の結果
となった。

観光地訪問者数比とクーポン利用者数比
（低インセンティブ観光地を１とする）
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 町田市

検
証
結
果

目的と手法 横断分析の結果：行動変容
実証目的
商業・医療・福祉施設と連携したオンデマンド交通における、オフ
ピーク利用インセンティブ付与の効果の検証
実証方法
オンデマンド交通を、前後半１ヶ月の期間で運行した。事前アン
ケートより、需要の谷となっている閑散時間帯を把握し、実証後半
１ヶ月では閑散時間帯の利用に対してインセンティブを付与した。
実証前後半における利用実績の比較により効果を検証した。

実
験
概
要

行動変容
・ インセンティブ付与による閑散時間帯の利用者数の増加
・ オンデマンド交通運行による利用者の交通手段の転換
・ 運賃に対する需要の弾力性
サービスレベル
・ オンデマンド交通の利用による移動時間の減少
事業性
・ 閑散時間帯の利用者数増加による収益の増加

検
証
す
る
効
果

・ 実験前および実験後の利用者へのアンケートの実施
（事前：N=235、事後：N=31）

・ 実験中の運行データの取得（前半：2020/11/16~2020/12/6、
後半：2020/12/7~2020/12/25）

デ
ー
タ
収
集

利用時間帯を調査 前半：インセンティブ無 後半：インセンティブ有

1. 閑散時間帯の利用者数増加
実証前半と実証後半における、オンデマンド交通運行データの時
間帯別の利用者数・利用件数から、閑散時間帯（11時台～15
時台）の利用者数の変化を検証した。
閑散時間帯の利用件数の増加は約35%、利用者数の増加は
約15%であった。また全体の増加率がそれぞれ約43%、約20％
であり、対象時間帯以外にも効果を与える可能性が期待される。
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ 常滑市

検
証
結
果

検
証
結
果

横断分析の結果：行動変容 横断分析の結果：事業性
3. 行動変容発生に必要な費用
実証におけるクーポン利用者数と運営費用をもとに、行動変容の
ために必要となる認知と費用について検証した。
観光地の2020年平均入場者数をベースとすると、入場者数の

1%に行動変容を起こそうとする場合、約9万7000人への周知と
約630万円の費用が、2%に行動変容を起こそうとする場合は、約
19万5000人への周知と約720万円が費用として必要となることが
想定される。

2. インセンティブの増加に対する需要の弾力性
空港到着口にて行ったアンケートの中で、クーポンを利用した観光
施設への訪問意向と、訪問したいと思えるクーポン額を調査し、クー
ポン額の変化に対する需要の弾力性を検証した。
正規料金の50％近くにおいて弾力性が上昇することが分かった。
しかし50％以降は0.3以下で推移しており、50％以上のクーポン
額の増加によるさらなる行動変容の効果は薄いと考えられる。

正規額に対するインセンティブの増加に対する需要の弾力性
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テーマＣ．需要側の変容を促す仕掛け ｜ まとめ

地名 内容 目標 達成状況

愛知県
尾三地区

・オンデマンド交通との乗り継ぎ連携
・移動中におけるリアルタイム広告配信

・オンデマンド交通の利用者増加
・広告配信による施設への需要増加

・約120%のMP利用者数の増加
・約25％の滞在時間の延長

愛知県
常滑市

・経路情報、周辺観光情報の提供に
よる空港利用者の行動変容

・インセンティブによる、高還元施設へ
の需要の増加

・高インセンティブと低インセンティブの観光地入場者数
比において、高インセンティブ観光地の入場者数が、
2020年平均に対して約2倍に増加

・行動変容：オンデマンド交通とシャトルバスの連携により、オンデマンド交通の利用者数増加の効果を得られた。さらに約80%の利用者が、オンデ
マンド交通との乗り継ぎによって、対象施設への今後の訪問意向を示した。また、実証参加者の施設滞在時間が平均より約25%増加した。
・行動変容：観光地の需要に応じたインセンティブの付与により、低需要であった観光地への観光客の送客の効果を得られた。
・事業性：自治体からの委託費に対して約2%の収益増加効果が得られた。

情報提供による行動変容

交通のオンデマンド化によるサービスレベルの向上
地名 内容 目標 達成状況

長野県
塩尻市

・AI活用型オンデマンドバス
実証運行実験

・地域のバス交通の利用
者増加
・移動所要時間の減少

・前月比約12%の利用者数の増加（直近5ヶ月では平均約22%の増加）
・平均約24分00秒の短縮（全トリップを対象とした場合）
・1km未満のトリップのみを対象とした場合、平均約5分40秒の短縮

東京都
町田市

・データ分析に基づくオフピー
ク利用インセンティブ付与

・インセンティブ対象時間
帯の利用者増加
・移動所要時間の減少

・約35%の利用件数の増加、約15%の利用者数の増加
・平均約21分20秒の短縮（全トリップを対象とした場合）
・1km未満のトリップのみを対象とした場合、平均約8分10秒の短縮

＊尾三地区の実証は無償にて実施

＊塩尻市、町田市の実証は無償にて実施

・行動変容：オンデマンドバスの運行により、地域バス全体の利用者数増加の効果を得られた。また、移動所要時間の短縮や、既存で運行してい
る地域振興バスと比較したときの運行間隔・利用可能頻度の増加の効果を得られた。
・行動変容：閑散時間帯へのインセンティブ付与により、対象時間帯の利用者
・事業性：インセンティブ付与による連携店舗での売上増加まで加味すると、約29%の収益増加効果が得られた。

実証実験の目標と達成状況
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テーマD．異業種の連携による収益活用・付加価値創出｜ 北広島市
三豊市

実
験
概
要

検
証
す
る
効
果

検
証
方
法

目的と手法 横断分析の結果：経済活動を通じた効果

デ
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タ
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集
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法

①収益循環の事業モデルの検証

ティとデマンドタクシーで
輸送し、地域情報（広
告）も併せて提供する
移動サービス「地域密
着型Town MaaS」に
よる、収益循環型サー
ビスの実効性及びラスト
0.5マイルの移動支援と
外出機会創出の有効
性を検証する。

自宅から駅・バス停までの比較的短距離を数人乗りのスローモビリ

実証実験における収益循環モデルのイメージ

経済活動を通じた効果：広告掲載店舗における消費の増加
・ 利用者の車内広告視聴による誘発消費
事業性：広告収入による収益性の向上
・ 広告収入による交通事業者の収益性の向上
行動変容：外出頻度の変化
・新規モビリティによる外出頻度の増加
行動変容：交通手段の転換
・ 既存交通手段から新規モビリティへの転換可能性

・ 実験前の利用者へのアンケートの実施（N=59）
・ 実験後の利用者へのアンケートの実施（N=53）
・ 実験中の利用者へのヒアリングの実施（N=のべ53)
・ 実験中の運行データなどの実績値を用いた検証
・ 広告効果などを踏まえた事業者へのヒアリング

実験期間中、スローモビリティの乗降場にて、広告掲載商品およ
び広告掲載店舗における消費についてのヒアリングを実施したため、
その結果をもとに、車内広告の視聴によってどの程度、広告を掲
載した店舗で間接消費が発生したか検証する。
なお、実装に近い広告表示を行ったSTEP2期間（2021/1/8
～1/31）における結果をもとに整理を行った。

検
証
効
果

車内広告視聴後に広告掲載店舗を訪れ、クーポンを利用して消
費活動を行った事例は6事例確認された。No.4の場合のみ、広
告視聴前には当該店舗への来訪意向はなく、車内広告の視聴
が消費に繋がったことが明確に確認された。
それ以外の事例については、車内広告視聴前の当該店舗への
来訪意向について明確な回答を得ることができなかったため、車
内広告の視聴が店舗での消費に繋がったかどうかは確証は得られ
なかった。このことより、STEP2の2週間で1,800～21,600円の
消費効果があったと推定される。

No. 車内広告視聴
後、訪問した
広告掲載店舗

広告掲載店舗で
利用したクーポ
ン

車内広告視聴前
の広告掲載店舗
への来訪意向

訪問した広告掲載
店舗での消費金額
（円）

1 スーパーA 粗品プレゼント 不明 9,0002 カフェA 10%off券 不明
3 スーパーA 粗品プレゼント 不明 3,100
4 飲食店A ドリンクサービス 無し 1,800
5 スーパーA 粗品プレゼント 不明 5,000
6 スーパーB 300円off券 不明 2,700

計 21,600

各事例における広告掲載店舗での消費金額
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検
証
方
法

スローモビリティの車内広告掲載による広告収入による収益性の
改善効果を検証する。本実証事業においてはスローモビリティは対
象地域における新規の交通サービスであるため、下記の式にもとづ
いて、車内広告掲載なし（Without）と車内広告掲載あり
（With）を比較することで、収益性の改善を検証する。

With
運賃・広告収入(円/月)-運行・広告掲載経費(円/月)
Without
運賃収入(円/月)-運行経費(円/月)}

車両運行費 システム
関連費

その他備品 合計

広告なし 743,361 - - 743,361
広告あり 743,361 190,000 115,840 1,049,201

本実証実験に基づく車内広告掲載あり/なしそれぞれにおける経
費を下表に整理した。各費目の内容を以下に示す。
・車両運行費：ドライバー人件費、車両レース料等、スローモビ

リティ（電動カート）充電代
・システム関連費：システム開発・検証ライセンス、システム商用

ライセンス、システム機材レンタル費
・その他備品：車内広告表示用タブレット/Wi-Fiレンタル費

車内広告掲載あり/なしの月間運行経費の比較

⇒車内広告の掲載によって、月あたり約30万円の経費増加が
推定された。

単位：円

*この他毎年11～3月にかけては除雪費用（約10万円/月）がかかる

スローモビリティの片道運賃の希望額について、実験後の利用者ア
ンケートを実施した結果、片道100円を希望する利用者の数が
最も多くなった。下図より、片道100円の運賃を徴収したとしても、
89%（55の回答から「乗らない」、「無回答」を除く）は利用する
と想定した。STEP2の2週間で97トリップ（47人）の利用があっ
たので、月当たり173トリップ（97×2×0.89）の利用があったと
推計した。よって、スローモビリティによって得られた運賃収入は
17,300円/月であったと推計される。
デマンドタクシーの片道運賃希望額についてみると、片道あたりの

スローモビリティの希望片道運賃

デマンドタクシーの希望片道運賃

運賃希望額としては100円が
最も多いが、それよりも乗車を
希望しない利用者の数も多
かった。スローモビリティ同様に、
片道100円の運賃を徴収し
たとしても、58%（32/55
人）は利用するとし、月当た
り113トリップ（97×2×
0.58）の利用があったと推計
した。よって、デマンドタクシーに
よって得られた運賃収入は
11,300円/月であったと推計
される。

⇒運賃収入による売上は月
あたり28,600円であったと
推定された。
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車内広告掲載希望について、実験後に地域の実験協力店舗に
アンケートを実施した結果、本格運用した場合に広告の掲載を希
望した事業者は1（/10）事業者のみであった。これは実証実験
期間が短く、事業者側が広告効果を実感することが難しかったこと
が原因であると考えられる。また、広告掲載費についても同様に訊
いたところ、6（/10）事業者が「購買金額による成功報酬型」を
希望した。
STEP2の2週間での車内広告に起因する協力店舗での消費金
額（1,800～21,600円）より、最大で43,200円/月が広告
視聴による消費金額と仮定し、広告料を実績額の10%として試
算した結果、月あたりの広告収入は4,320円/月と想定された。

実験協力店舗の広告料の希望課金方法

経費 運賃収入 広告収入 利益
広告なし 743,361 28,600 - -714,761
広告あり 1,049,201 28,600 4,320 -1,024,921

車内広告掲載あり/なしの利益の比較

車内広告掲載あり/なしそれぞれのパターンで推計された月あたり
の経費、運賃収入、広告収入、利益について、下表に整理した。
結果として、本実証実験結果からは、車内広告掲載にかかる諸
費用が広告収入を上回り、また推定された運賃収入も多くなかっ
たために収益性（利益）は改善されなかった。

収益性向上に向けた課題
・想定される広告収入よりも広告掲載に係る経費が多い
・広告掲載による効果を広告掲載店舗が把握しにくい
・デマンドタクシーの待機時間の長さ等が原因で十分な運賃収入
が得られていない

課題解決に向けた視点
・北広島駅周辺のみならず、札幌駅周辺の店舗等にも広告営業
を図ることで広告収入の増加を目指す。
・地域店舗側は購買金額による成功報酬型の課金制を望んでい
ることから、誰がどの広告を見たか、どこで買い物したか、を追跡で
きる仕組みをつくる。
・運行エリアをより多くの需要が期待できる団地エリアにも拡大し、
車両の稼働率を高めることで運賃収入を向上させる。
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検
証
方
法 2. 交通手段の転換

事前アンケートによって把握している実験前の自宅-北広島駅前
間の主な交通手段と、事後アンケートによって把握している今後の
利用意向から予想転換率を算出する。その後、利用意向の要因
と併せて、交通手段の転換の検証を行う。

1. 外出頻度の変化
実験後の利用者アンケートにおいて、デマンドタクシー及びスローモ
ビリティの運行による外出頻度の増加の有無と、増加した場合の
外出頻度の変化についての回答結果を整理する。その後、定性
的な意見と併せて、外出頻度の変化の検証を行う。

1. 外出頻度の変化

外出頻度の増加の有無

実験後の利用者へのアンケー
トでは、約3割（17人）がデ
マンドタクシー及びスローモビリ
ティの存在によって実験期間中
の外出頻度が増えたと回答し
た。また、増えたと回答した人に
どの程度の頻度が増加したかを
訊いたところ、ほぼ全員が
週1~2日と回答した。具体的には、移動時間の短縮や移動負担
の軽減、買い物時の利便性といった意見が挙げられていた。とくに
冬季であり、路面状況が悪かったこともあり、高齢者など徒歩で買
い物や駅前の公共施設に行くことが難しい人にとっては外出を容易
にする手段となっていたと推測される。

週あたりの外出頻度の増加

外出頻度の増加に関する意見
・自家用車を使わずに重い品物でも買って来ることができた
・雪道を歩かなくてよい
・非常に便利で、移動時間の短縮に繋がった
・一人で買い物へ行くことができた

外出頻度の増加に関する意見（理由）

2. 交通手段の転換
事前アンケートにおいて、本実験でスローモビリティを運行した新富
町西（自宅）-JR北広島駅間の通常時の主な交通手段につい
て訊いたところ、新富町西地区の住民の駅までの主な交通手段
は徒歩であり、タクシーや自家用車を交通手段としている人も多い
ことがわかった。
また、それらの現在の交通手段に満足しているかどうかについても質
問をした結果、半数近くの人は満足している一方で、約1/4の人
は少なからず不満を抱えていることがわかった。その原因として、徒
歩については、地区から駅まで距離が長く、移動時間がかかること
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や買い物帰りに荷物が負担となることが挙げられていた。また、タク
シーについては、料金が高いことや乗降にも身体への負担がかかる
ことが挙げられていた。加えて、自家用車についても駐車料金がか
かることや、他人に送送してもらう際には自身のタイミングで外出で
きない点が不満の要因となっていることがわかった。

自宅-駅間の普段の主な交通手段

自宅-駅間の交通手段への満足度

交通手段 不満の原因
徒歩 「買いすぎたときに困る」、「駅まで時間がかかる」

タクシー 「高い」、「足が弱って来たのでタクシーにあまり乗
れない」

自家用車（自ら） 「駐車場代が毎回かかるのも困る」
自家用車

（送迎または同乗）
「自分の都合で行きたい時に行けない」

自宅-駅間の交通手段への不満の要因

続いて、デマンドタクシー及びスローモビリティ（「きたひろライド」）
の将来利用意向についてアンケート結果を整理したところ、「きた
ひろライド」を今後も利用したいと回答した人の割合は94.0%
（47/50人）であった。その理由としては、買い物や通院時にお
ける移動手段としての利便性や、お得な車内広告情報、運転免
許返納後の代替交通手段としての期待、が挙げられていた。

今後、利用したいと思う理由
・運転免許証を返納した場合に役に立つから
・通院の際に利用したいから
・荷物があるときに助かるから

継続希望理由（その他自由意見）

「きたひろライド」の利用意向 継続利用希望の理由
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①交通商品を自由に組み入れた企画商品販売
商品造成を容易に実現する
MaaS基盤を準備し、地域の小
規模店舗が独自商品と、交通
事業者の周遊券や片道券の交
通サービスを組み合わせた商品
販売ができるようにすることで、一
定の移動需要を生み出し、モビ
リティサービスのコストを異業種の
事業者が負担するモデルを検証
する。

行動変容：交通手段の転換
・ 私的交通及び徒歩から地域公共交通への転換

事業性：交通事業者の収益向上
・ 組合せ商品1つあたりの交通事業者の収益改善効果

・ 実験前の利用者へのアンケート1の実施（N=56）
・ 利用を想定した実験前の利用者へのアンケート2の実施
（N=30）
・ 地域事業者へのアンケートに実施（N=124）
・ 事業者へのヒアリング

組合せ商品の購入を希望した利用者に対して、当該商品に組み
合わされている店舗事業者までの通常時の交通手段についてアン
ケートで把握し、自家用車などの当該商品に組合せられているモ
ビリティサービス以外の交通手段を利用している利用者の割合を
把握することで、転換率を算出する。

No. 店舗の利用回数 通常時の自宅－店舗間の交通手段

1 2～4回 徒歩

2 10回以上 自転車

3 5～9回 徒歩

4 2～4回 自家用車（自分で運転）

5 2～4回 鉄道、自家用車（他人が運転）

組合せ商品の購入を希望した利用者(N=5）のうち、当該店舗
の利用経験があった回答者について、利用回数と、過去の利用
時の主な交通手段について、下表に示した。
No.1～3の利用者については、普段は徒歩もしくは自転車を用い
て当該店舗-自宅間の移動をしていた。一方で、No.4の利用者に
ついては自家用車を自分で運転しており、No.5の利用者について
は、鉄道と他人による送迎によって移動していることが明らかとなっ
た。
よって、購入希望者に限れば、私的交通もしくは徒歩からの地域
公共交通への転換率は100%（5/5人）となった。

地域MaaS基盤のイメージ

組合せ商品購入希望者の通常時の当該店舗までの交通手段
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本実証実験における組合せ商品の販売のビジネスモデルを下図
に示す。組合せ商品の売上予想によっては実際の商品化がされ
るものとされないものとに分別されるため、検証では最も利用が期
待される組合せ商品に着目する。組合せ商品に組み合わせられ
えるモビリティサービスは既存の公共交通であるため、組合せ商品
の店舗に関して、通常時は公共交通を使用していないが組合せ

本実証実験におけるビジネスモデル

商品発売時には公共
交通（モビリティサービ
ス）の利用にシフトす
る利用者数をアンケー
トより算出し、シフトし
た分のモビリティサービ
スの売上の増分を把
握する。

検
証
効
果

No. 店舗商品 交通商品 購入希
望者数

1 味噌店・店内100円割引 市内路線バス1日乗車券 3

2 カフェ・コーヒー1杯
無料券 市内路線バス1日乗車券 1

3 ヘアサロン・調髪料
100円割引

市内路線バス1日乗車券 0

4 理容店・調髪料100円割引 市内路線バス1日乗車券 0

5 補聴器/眼鏡店・全商品
100円割引 市内路線バス1日乗車券 0

6 菓子店・店内商品
100円割引 市内路線バス1日乗車券 2

7 居酒屋・ドリンク
一杯無料 市内路線バス1日乗車券 1

8 菓子店・店内商品
10%割引 市内路線バス1日乗車券 1

9 ショッピングモール・
コーヒー一杯無料 市内路線バス1日乗車券 3

利用を想定した実験前のアンケートで購入希望を訊いた12商品
のうち、割引率や商品内容が明確に示されていた9商品の内容と
購入希望者数を右表に整理した。最も購入希望者の多かった商
品No.1及び9についてはそれぞれ3名が購入を希望した。
いずれも組合せられている交通商品は市内路線バス1日乗車券
であり、販売価格は600円（小児は300円）であった。市内路
線バスについては通常運行しているため、追加の運行費用はかか
らないものと仮定し、システム利用料及びカード決済手数料等の
諸手数料については事業者へのヒアリングより10%とした。これら
の仮定に基づき、1日乗車券の売上の90%が組合せ商品販売
による交通事業者の利益となると考えた。

各組合せ商品の内容と購入希望者数

各組合せ商品の利用頻度を月1回とした場合、組合せ商品の販
売によって各商品あたり1,620円/月（600×3×0.9）の利益を
交通事業者は少なくとも得ることが可能であると考えられる。
地域店舗事業者へのアンケート結果では、個人を顧客対象とする
事業者のうち、94%（83/88事業者）が交通商品との組合せ
商品の造成・販売経験がなく、その主な理由が単に機会がなかっ
たことためであった。これを踏まえると、地域店舗事業者の理解を
深めながら、参画事業者及び組合せ商品のレパートリーを増やし
ていくとともに、地域内の公共交通を利用した移動需要が喚起さ
れることで交通事業者の利益が比例的に向上し、収益の改善に
も裨益すると考えられる。
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テーマD．異業種の連携による収益活用・付加価値創出｜ まとめ
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事業性分析１：実験①② 三豊市

新しいモビリティサービスの社会受容性に関する検証
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利用者満足度
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三豊市

利用者満足度の調査（テーマ別）

A B C D

顧客期待 3.40 3.10 3.60 3.76 

顧客満足 3.68 4.03 3.82 4.09

ロイヤリティ 3.82 4.08 4.09 4.51 

推奨意向 3.69 3.90 3.72 3.70 

・ テーマ別に利用者満足度を比較すると、いずれのテーマでも「ロイヤリティ」が最も高い結果となった一方で、
「顧客期待」は最も低い結果となった。
・ テーマBは、顧客満足度や推奨意向でも高い結果となった。次ページの地域別の利用者満足度調査の結
果で示すうに、浜松市での評価が高い。

利用者満足度の評価指標
・ 顧客期待：実験利用前の期待感 ・ 顧客満足：利用した後の感想（どの程度、生活に役立つか）
・ ロイヤリティ：本格的な運行が始まった際の利用意向 ・ 推奨意向：他者への本サービスの推奨意向

テーマ別の利用者満足度

利用者満足度
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三豊市

利用者満足度

テーマ A B C D
地域名 永平寺 上士幌 湖西 浪江 浜松 町田 尾三 常滑 塩尻 北広島
参加形式 事前周知 参加登録 参加登録 参加登録 参加登録 事前周知 事前周知 事前周知 事前周知 参加登録
顧客期待 3.82 3.43 2.75 3.59 3.20 3.55 3.29 3.94 3.62 3.76 
顧客満足 4.04 3.36 3.17 3.85 4.40 4.06 3.42 3.70 4.10 4.09 
ロイヤリティ 4.07 3.86 3.08 4.09 4.50 ー ー 4.09 ー 4.51 
推奨意向 3.68 3.57 3.23 3.97 4.14 3.94 3.37 3.52 4.07 3.70 

注釈：・ 浜松では、複数ある実験のうちでオンライン移動診療の利用者満足度を示している。
・ ひたちでは、実証実験の開始が遅れたため集計より除く。
・ 町田、尾三、塩尻ではロイヤリティの調査は行わず、希望する利用頻度の調査を行うことで将来の利用意向を聞き取っている。
利用意向の調査手法が他地域と異なるため、集計からは除外している。

利用者満足度の評価指標
・ 顧客期待：実験利用前の期待感 ・ 顧客満足：利用した後の感想（どの程度、生活に役立つか）
・ ロイヤリティ：本格的な運行が始まった際の利用意向 ・ 推奨意向：他者への本サービスの推奨意向

利用者満足度の調査（地域別）

・ サービスによる裨益を受ける主体に応じて、利用者と事業者に対して聞き取りを実施した。
・ 利用者満足度に影響を与える要素は、提供サービスの内容に加え、被験者の参加・募集方法にも起因することが考え
られる。地域側より実験への参加を促した地域（上士幌、湖西）は、潜在的なニーズへのサービス提供となっていない可能
性があり、利用者満足度にも影響している。

A B
三豊 養父

固定 事前周知
3.40 3.00 
4.00 3.67 
4.00 3.67 
4.00 3.67 

地域別の利用者満足度（利用者への聴取）
地域別の利用者満足度
（事業者への聴取）
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事業性分析１：実験①② 三豊市

利用者満足度の調査（事業タイプ別の比較）

・ 多くの地域で事前の顧客期待を上
回る顧客満足を獲得した。

・ 顧客満足と推奨意向では高い相関がみられた。
（相関係数:0.86）
・ 既存サービスのデマンド化や共同運行といった旅客
事業は、医療サービスなど異業種連携事業に比べて
顧客満足、推奨意向ともに低い。

相関係
数:0.86

事前の期待感の利用後の満足感 利用後の満足感と他者への推奨意向

既存サービス
の効率化事
業

顧客期待と顧客満足の散布
図

顧客満足と推奨意向の散
布図

顧客期待を
下回るグループ

顧客期待を
上回るグループ

利用者満足度
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事業性分析１：実験①② 三豊市

利用者満足度の調査（個人別の評価）

5 0 2 3 37 97
4 8 21 44 295 102
3 5 26 59 87 20
2 6 22 7 10 6
1 14 3 4 10 0

1 2 3 4 5
顧客満足顧客期待

顧
客
満
足

推
奨
意
向

個人別評価の分布状況 個人別評価の分布状況

5 1 7 33 88 96
4 2 33 108 251 45
3 1 8 59 39 10
2 1 25 31 9 8
1 10 1 9 11 2

1 2 3 4 5

地名 実験内容 顧客満足度 満足度が低い理由
北海道上士幌町 福祉バスのデマンド化による利用拡大 3.86 自家用車を利用するため、予約が面倒なため

静岡県湖西市 企業バスの共同運行、住民の混乗 3.08 自分の好きな時間に移動できない（自家用車を利用するため）、
バスを利用しないため

兵庫県養父市 効率的な移動販売サービスの提供 実証地域では、移動販売事業者のとりうる経路の選択肢が少ない
ため、経路最適化のメリットを感じにくい。

愛知県常滑市 経路情報、周辺観光情報の提供による空
港利用者の行動変容 3.70 観光客以外の帰省・帰宅目的の利用者

北海道北広島市 収益循環の事業モデルの検証 4.09 徒歩で移動できるため、時間が合わないため、自家用車を利用す
るため

長野県塩尻市 AI活用型オンデマンドバス実証運行実験 4.10 自家用車を利用するため

利用者満足度
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事業性分析１：実験①② 三豊市

要素間の相関関係

顧客期待 実験利用前の期待感

顧客満足 利用した後の感想（どの程度、生
活に役立つか）

ロイヤリ
ティ

本格的な運行が始まった際の利用
意向

推奨意向 他者への本サービスの推奨意向

0.44

0.87

0.71

0.66

0.86
0.31

各要素間の相関係数

利用者満足度の各要素間の相関係数を算出すると、顧客満足、ロイヤリティ、推奨意向には高い相関関係がみられた。
一方で、顧客期待は他の３つの要素（顧客満足、ロイヤリティ、推奨意向）との相関関係はみられなかった。

利用者満足度
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事業性分析１：実験①② 三豊市

永平寺

上士幌

湖西

浪江

浜松

町田
尾三 常滑

塩尻
北広島

2.5

3

3.5

4

4.5

2.5 3 3.5 4 4.5

顧
客
満
足

顧客期待

永平寺

上士幌湖西

浪江
浜松

常滑

2.5

3

3.5

4

4.5

2.5 3 3.5 4 4.5

推
奨
意
向

ロイヤリティ

永平寺上士幌

湖西

浪江

浜松

常滑

北広島

2.5

3

3.5

4

4.5

5

2.5 3 3.5 4 4.5

ロイ
ヤ
リテ
ィ

顧客満足

永平寺

上士幌

湖西

浪江

浜松

町田

尾三

常滑

塩尻

北広島

2.5

3

3.5

4

4.5

2.5 3 3.5 4 4.5
顧
客
期
待

推奨意向

４つの顧客満足度に関する指標につ
いて、それぞれ散布図に結果を示す。

・ 三豊市と養父市の実証実験は、利
用者でなく事業者側に対するアンケー
ト結果のため表からは除外している。

利用者満足度の調査結果一覧

利用者満足度
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シミュレーション分析

地域から提供頂いたデータを活用して、以下の2つの新しいモビリティサービスの導入効果を交
通シミュレーションにより検証した。

(1) パークアンドライド導入効果
→ 新潟地域におけるデータ分析の中で提案されたパークアンドライドについて、利用料金の感
度分析および交通への影響分析を実施した。

(2) デマンド交通の導入効果
→ ひたち地域において導入予定であるAIデマンドについて、事業効率性の検討およびサービス
レベルを変化させた場合の利用者の変化について感度分析を実施した。
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シミュレーション分析 新潟地区
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シミュレーション分析 ひたち地区
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事業性分析１：実験①② 三豊市

新型コロナウイルスの影響の検証

(1) 新型コロナウイルスによる横断分析結果への影響
→ 新型コロナウィルスが利用者数やサービス実施能力に与えた影響を整理

(2) 各地域における新型コロナウイルス対策
→ 各地域において実施された実証実験における新型コロナウィルス対策についてインタビューを
実施

(3) 新型コロナウイルスによる行動変容
→ 各地域における実験参加者に対して、新型コロナウィルスによる外出控えや移動モード変
化についてアンケート調査を実施
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事業性分析１：実験①② 三豊市

新型コロナウイルスによる横断分析結果への影響（全地域、事業性）

事業の種類 利用者の参加方法 地域名 影響の有無
（利用者数へ
の影響、サー
ビス実施能力
への影響）

理由、根拠

旅客事業 事前の参加登録
(*利用者数を確保す
るため、住民への参加
協力依頼を実施)

・浪江
・上士幌

影響なし 自治会等通じて参加を呼び掛けた被験者を対象とした実験のため、新型
コロナウイルスによる利用者数への影響はない

・湖西 影響あり 緊急事態宣言の発出により、実験期間が短縮されたため、利用者数に
影響を与えた。

・北広島 影響あり 登録利用者数には影響は考えられないものの、外出頻度の減少に伴い、
各登録利用者の利用頻度も減った可能性がある。

固定された利用者 ・三豊 影響なし 固定された通所者に対する実験のため、利用者数への影響はない

事前の実験周知のみ
(*住民への直接的な
参加協力依頼はなし)

・ひたち
・塩尻
・尾三
・町田

影響あり 新型コロナウイルスによる利用者数への影響が考えられる
（ひたちについては、緊急事態宣言の発出により、実験期間が大幅に
遅延・短縮されたため、利用者数に大きな影響を与えた）

新型コロナウイルスの感染拡大により、実証実験によっては利用者数の減少や、実証実験の開始延期など、実験結果に
影響を及ぼすものがあった。
横断分析では、実証実験で得られた実績値を用いて分析を行ったことから、地域によっては分析結果に新型コロナウイル
ス感染拡大の影響が見込まれる。
以下では、事業の種類および利用者の参加方法ごとに、地域を分類した上で実験結果に新型コロナウイルスの影響が
あったかどうかを整理している。
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事業性分析１：実験①② 三豊市

新型コロナウイルスによる横断分析結果への影響（全地域、事業性）

事業の種類 利用者の参加方法 地域名 影響の有無
（利用者数へ
の影響、サービ
ス実施能力へ
の影響）

理由、根拠

貨客混載 ー ・永平寺(貨客混
載)
・上士幌

影響なし 既存の配送事業の一部を旅客交通が分担した実験のため、配送件数へ
の影響、運行オペレーションへの影響はなし

移動販売 事前の実験周知のみ
(*住民への直接的な
参加協力依頼はなし)

・永平寺(小さな拠
点)

影響あり 新型コロナウイルスによる利用者数への影響が考えられる

・養父 影響あり 新型コロナウィルスにより、店舗利用から移動販売利用に切替えた利用
者がいる一方、移動販売自体も利用を控えた住民もいた。

医療 事前の参加登録
(*利用者数を確保
するため、住民への参
加協力依頼を実施)

・浜松 影響なし 事前の参加協力依頼をした利用者のみの参加かつ、もともと外出頻度の
少ない後期高齢者が対象であり、影響は少ない

観光情報提
供

地域到着時に周知の
み

・常滑 影響あり 緊急事態宣言の発出により、対象地域への訪問者数が例年より大きく
減少した。

前ページからの続き
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事業性分析１：実験①② 三豊市

各地域の新型コロナウイルス対策 （静岡、広島、新潟を除く）

新型コロナウイルスに対応して講じた対策一覧

・ 全地域にて新型コロナウイルス対策を実施していることを確認した。
・ 車両への対策、利用者への対策、運転手への対策に分かれる。

10 9 8 7
5 5 5

1 1 1 1 1

0
2
4
6
8

10
12

(地域)

・ 乗車時に手指消毒の義務付け ・ 車内での仕切りの設置
・ 換気の徹底 ・ 利用可能な席の制限(間隔制限)
・ 座席への抗菌加工の実施

・ 乗車時に手指消毒の義務付け ・ マスク着用の義務付け
・ 定期的な体温測定 ・ 運転手による手袋着用
・ 清拭の徹底 ・ 待機所の消毒徹底

仕切りの設置（三豊市）

・ マスク着用の義務付け ・ 手指消毒
・ 利用時の検温実施 ・ 会話禁止
・ 車内での飲食禁止 ・ 接触確認アプリへの登録依頼

マスク着用の義務付け、会話
禁止の注意喚起（湖西市）

利用可能な席の制限（尾三地域） 清拭の徹底（浜松市） 待機所における消毒液設置（北広島市）

乗降時の手指消毒（湖西市）

車両における感染対策

利用者への感染対策依頼

運転手への感染対策依頼
実施対策実施対策

実施対策
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新型コロナウイルス対策 浪江町
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新型コロナウイルス対策 湖西市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1.実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。

(1) 車両
【シャトルバス運行時】
・ バス換気（窓の常時開放）
・ 運転手のマスク着用徹底
・ 利用可能席の制限
【BaaS事業での追加】
・ アルコール消毒の設置
・ 利用者用マスクの常時設置

(2) 利用者
【シャトルバス運行時】
・ マスクの着用徹底
・ 飲食の禁止
・ 不要な会話の禁止
【BaaS事業での追加】
・ 上記内容の徹底

(3) ドライバー、添乗員
【シャトルバス運行時】
・ 運転手のマスク着用徹底

地域側へのアンケート結果



2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.1 地域交通に対する影響および効果の評価

新型コロナウイルス対策 湖西市

2.感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてく
ださい。

特になし

3.コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

・ 取組において、特段の指摘を受けることなく実施することができた。

車内の注意喚起 車内の注意喚起

地域側へのアンケート結果

アルコール消毒およびマスク
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新型コロナウイルス対策 三豊市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1.実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。

１．設備的な対応
①：送迎車両内の抗菌・抗ウイルス加工
②：送迎車両内の運転席と後席を仕切るアクリル板の設置
２．運用での対応
①：ドライバーのマスク着用、事前検温及び手のアルコール消毒
②：送迎車両内の毎送迎後の清掃及びアルコール清拭
③：送迎利用者のマスク着用、事前検温及び手のアルコール消毒
④：事務所内の机等使用後のアルコール清拭
⑤：運営スタッフのマスク着用、日々の検温及び手のアルコール消毒
⑥：送迎時の車内換気促進（窓換気、外気循環設定など）

2.感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてく
ださい。

・運転席と助手席の間の飛沫対策のアクリル板
理由：視界不良や運転の物理的妨げになる恐れがあると判断した為
・車内扇風機：車内空気中のウイルスを壁に付着させコーティングを活用する目的
理由：・施設からの提供(借用)車両であり、車内加工が困難で

取付場所、取付方法など困難だと判断した為。
・視界不良や車内作業する介助者や高齢者乗降時の妨げになると判断した為。

地域側へのアンケート結果
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新型コロナウイルス対策 三豊市

3.コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

以下、利用者事後アンケートより
利用者の98%が「コロナ対策は十分だった」と回答
→コメント：ドライバーの方のコロナ対策はとてもよく出来ていて感心しました
「コロナ対策が不十分」と回答した方は1名のみ
→コメント：対策していることに気が付かなかった

地域側へのアンケート結果

ドライバーのマスク着用
車内の抗ウイルス
コーティング施行済車内のアクリル板 利用者の検温
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新型コロナウイルス対策 上士幌町
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新型コロナウイルス対策 養父市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・調査員のマスク着用による対応
・消毒液を車両・店舗に設置し、随時消毒を実施

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてくだ
さい。

【回答】
・なし

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

【回答】
・なし

地域側へのアンケート結果

移動販売車内の消毒液
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新型コロナウイルス対策 浜松市（天竜区）

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・ 患者がマスクしてない場合のマスク用意
・訪問看護師の事前検温
・訪問看護師の制服着衣
・訪問看護師のマスク着用
・移動診療車及びタブレットを利用の前後で除菌
・車内の換気
・患者の事前検温

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてくだ
さい。

【回答】
・なし

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

【回答】
・なし

地域側へのアンケート結果

事前のバイタルチェック移動診療車の清掃・除菌
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新型コロナウイルス対策 塩尻市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・試乗会・説明会実施時の名簿管理、マスク着用、アルコール消毒
・乗車時のマスク着用、アルコール消毒の実施（乗客・乗務員ともに）
・定期的な車内消毒
・車窓を開けた実証の実施・エアコン風量を最大にして喚起

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてくだ
さい。

【回答】
・自動運転の一般試乗会を中止しました。(2021.1)
緊急事態宣言地域在住の要員で実証実施する必要あり、感染防止の観点から一般向けの試乗を断念しました。
・AI活用型オンデマンドバスは、乗車名簿を管理できることや、システムで定員を制御できること、定時定路線のバスと比べ待ち時間・乗車時間が短縮され

ることから、コロナ対策としてもメリットがあると感じました。チラシにも掲載したので別資料として送付します。

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

【回答】
・効果：感染者が出ませんでした。
・利用者からの反応：残念ながら特に意見はございません。が、回収したアンケートを見ると
「運転手さんが気さくにいっぱい話しかけてくれるが、コロナが怖い」
「コロナ対策についてもっと知りたい」など書いてあります。

地域側へのアンケート結果
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新型コロナウイルス対策 尾三地区

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・除菌シートによる拭き上げとオゾン除菌機による車体消毒
・飛沫感染予防のための座席配置（絶対に隣り合わない座席配置）
・運転者及び被験者の乗車中のマスク着用

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の
必要性があると考えられたことがもしあれば教えてください。

【回答】
・特になし

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。
また、利用者からどのような反応/意見がありましたか。

【回答】
・人を運ぶ効率は低下したが，隣りあわせの席を使用頂かないバスの座席レイアウトは，車内での飛沫感染の防止
に効果があったと思います．

地域側へのアンケート結果
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新型コロナウイルス対策 常滑市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存
じます。感染症対策につきまして、下記について教えてください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・調査員によるマスク、ゴム手袋を着用したクーポン配布、アンケート調査実施
・消毒液を常時設置し、随時消毒を実施
・アンケート回答に関する備品（バインダー、ペン）の消毒

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の
必要性があると考えられたことがもしあれば教えてください。

【回答】
・特になし

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があった
と思いますか。
また、利用者からどのような反応/意見がありましたか。

【回答】
2月1日時点で実証実験における対応を起因としたコロナ感染及びその他感染症（インフルエンザ等）

の発生は確認していない。クーポン配布員、アンケート調査員の衛生確保にくわえて、コロナ対策を実施
していること（手袋の装着、実験場所でのバインダー・ペン消毒等）を空港利用者（当実証実験の対
象先）に示すことで、クーポン受取、アンケート回答が促進されたと想定している。
また実証実験事務局（PwCコンサルティング、中部国際空港、ドコモ等）にて衛生用品（手袋、除

菌シート、消毒液）を事前に準備したことで、参加者（クーポン配布員、アンケート調査員）から安心し
た業務にあたることができると意見あり。

地域側へのアンケート結果

アンケート実施風景

消毒液・除菌シートの設置
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新型コロナウイルス対策 町田市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとら
れたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教えてください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・定期的に換気を実施
・アルコール消毒を実施
・乗務員がマスクを着用
・運転席の後ろに飛沫防止対策のパーテーションを設置

2. 感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証
実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてください。

【回答】
・特になし

3. コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。
また、利用者からどのような反応/意見がありましたか。

【回答】
お客様に対して、安心してご利用頂ける効果があったと考えている。お客様センターへの問い合わせや、アンケートの自由記述において、特に新型コロナウイ

ルス感染症対策に関するお問い合わせやご意見・ご要望は無かった。

地域側へのアンケート結果

運転手のマスク着用、運転席後ろのパーテーションの様子
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新型コロナウイルス対策 ひたち地域

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】

２．感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてく
ださい。

【回答】
・なし

３．コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意
見がありましたか。

【回答】
・なし

地域側へのアンケート結果

バス車内
・運転席に防護スクリーン設置
・路線バスの右最前列の利用中止（左最前列は多客時以外のご利用をご遠慮いただく）
・高速バスの最前列の利用中止
・定期的な車内消毒
・休憩や待機時間での窓開け換気
・路線バスの一部窓開け換気
・高速バスの場合、「外気導入固定運転」により、約5分で車内の空気を入れ替える事ができます。
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新型コロナウイルス対策 北広島市

新型コロナウイルス感染症の感染が広がる中、実証実験におきましても感染症対策がとられたことと存じます。感染症対策につきまして、下記について教え
てください。

1. 実証実験中に実施された感染症対策について教えてください。
例：車両の消毒、運転者のマスク着用、利用者への検温 など

【回答】
・ 利用者登録・予約による記録管理
・当初予定していた乗り合い方式を取りやめ、システム改修して単独乗車のみに運用変更
・駅・新富町西の各待機所に消毒用アルコールを常備（別紙）
・乗客、乗務員ともにマスク着用、手指のアルコール消毒実施
・乗客が降車の都度、車内（シート・手すり・タブレット等）の除菌シートによる消毒実施

２．感染症対策として検討されたが実施しない/できないと判断されたこと、もしくは実証実験中に対策の必要性があると考えられたことがもしあれば教えてく
ださい。

【回答】
・ 実証実験に用いる車両の座席を抗菌加工したかったが、コスト面で断念した。

３．コロナ対策への評価を教えてください。実施された感染症対策についてどのような効果/反省があったと思いますか。また、利用者からどのような反応/意見
がありましたか。

【回答】
・11月の利用者説明会の際に、全国的に感染者が増え始めた時期だったため、参加を見送った利用者がいた。

地域側へのアンケート結果

待機所のアルコール消毒
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概
要

コロナウイルスによる行動変容

検証内容
新型コロナウイルスの流行によって、感染予防のために人々の外出や移動手段への意識は変化していることが予想される。主に下記の2
点について明らかにする。
・外出行為がどのように変わっているか。
・外出時の人々の移動手段がどのように変わっているか
検証方法
各地域の実証実験で実施する利用者へのアンケート(一部地域においては住民アンケート）に共通の設問を組み込み、回答から該当部
分を抽出し、地域ごとに整理した。そのうえで本検証では、地域ごとに整理したアンケートの集計結果を、①実証地域全体、②年齢別
（60歳以上/未満）、の2つの視点で整理した。
設問
(1)コロナによる外出控え
Q. コロナウイルスの影響により、それ以前と比べて外出頻度に変化がありましたか？
⇒選択肢：増えた、変わらない、1~3割減った、4~6割減った、7~9割減った、ほとんど外出しなくなった
Q. 外出頻度が減った場合、外出を控えた目的をすべて教えて下さい。
⇒選択肢：出勤/登校、業務、買物、食事等、観光等、送迎、通院、その他（）
Q. 外出頻度が減った場合、その理由をすべて教えてください。
⇒選択肢：勤務先や通学先からの外出自粛要請、リモートワークによる外出減、感染を警戒した外出自粛、お店が営業していない/時短営業のため、

その他（）
(2) コロナによる移動モード変化
Q. コロナウイルスの影響により、主な移動手段に変化はありますか？
⇒選択肢：変わった、変わらない
Q. 変化がある場合には、利用が増えた移動手段と利用が減った移動手段を教えて下さい。。
⇒利用が増えた移動手段の選択肢：バス、タクシー、自家用車（自分で運転）、自家用車（自分以外が運転）、自転車、徒歩、その他（）
⇒利用が減った移動手段の選択肢：バス、タクシー、自家用車（自分で運転）、自家用車（自分以外が運転）、自転車、徒歩、その他（）

サンプル数
n=最大6,969 （三豊、尾三、町田、新潟を除く）
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コロナウイルスによる行動変容
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コロナウイルスによる行動変容
事業性分析１：実験①② 三豊市
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コロナウイルスによる行動変容
事業性分析１：実験①② 三豊市
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コロナウイルスによる行動変容
事業性分析１：実験①② 三豊市
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コロナウイルスによる行動変容
事業性分析１：実験①② 三豊市

検
証
効
果

コロナによる移動モード変化 コロナによる移動モード変化

検
証
効
果

2-2.利用が増えた移動手段（移動手段に変化があった場合）
①全体
最も回答が多かったのは、「自家用車（自分で運転）」であり、

②年代別
60歳未満・以上のいずれにおいても自家用車や徒歩、タクシー
の利用が増え、公共交通の利用はあまり増えていない、という傾
向に大きな差異は見られなかった。

利用が増えた移動手段（全体）

利用が増えた移動手段（60歳未満） 利用が増えた移動手段（60歳以上）

半数以上の回答者
が利用が増えたとし
ていた。また、「徒
歩」、「自家用車
（他人が運転）」、
「自転車」についても
約2~3割弱の回答
者において利用が増
えていた。

2-3.利用が減った移動手段（移動手段に変化があった場合）
①全体
最も回答が多かったのは、約半数が回答した「その他」であり、

②年代別
60歳未満では、約6割が回答した「バス」に続いて、「タクシー」、
鉄道を含む「その他」の利用が減少している一方で、60歳以上で
はそれらに加え、自家用車の利用も減っていることが示された。

利用が減った移動手段（全体）

具体的な移動手段とし
て「鉄道」が多く挙げられ
ていた。また、回答者のう
ち、バスについては約
35%、タクシーについて
は約15%が利用が減っ
た一方で、「自家用車
（自分で運転）」につい
ても利用が減少していた。

利用が減った移動手段（60歳未満） 利用が減った移動手段（60歳以上）
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生活の質の視点（LSA)
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生活の質の視点（LSA)
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生活の質の視点（LSA)

WEBアンケートの結果（全体パス解析）
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生活の質の視点（LSA)

WEBアンケートの結果（全体概要）



2.5 実証実験データの横断分析 | 2.5.2 利用者の生活の質の変化

生活の質の視点（センサ及びインタビューによる評価)
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生活の質の視点（センサによる評価)
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生活の質の視点（センサによる評価)
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生活の質の視点（インタビューによる評価)
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生活の質の視点（インタビューによる評価)
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生活の質の視点（インタビューによる評価)
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生活の質の視点（まとめ)
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生活の質の視点（まとめ)



2.6 国内外の新しいモビリティサービスに関する動向調査 | 2.6.1 国内調査

日本国内を中心とした調査（文献、現地・関係者へのヒアリング等）
1. モビリティサービスにおけるデータ連携に関する動向・調査
① 既存文献等によるデータ連携事例に関する調査
② 実施主体等へのヒアリング等の調査実施
③ モビリティサービスにおけるデータ連携上の課題やボトルネックの整理・とりまとめ
2. 新たなモビリティサービスの普及や持続的な発展に向け、モビリティサービスにおける事
業性に関する調査
① 新たなモビリティサービスに関するビジネススキームを整理
② 代表的な事例について、その事業採算性等を把握、整理
③ 方策に関して事業採算性の確保や向上に向けた課題と取組を整理
④ 新たなモビリティサービスの普及促進による周辺経済への波及効果を把握、整理
3. 規制緩和に向けた整理と提言
① 規制緩和が必要となる課題の抽出
② 規制緩和に向けた提言案のとりまとめ

MaaSに関わる国内調査事例
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MaaSに関わる海外調査事例

各業務項目で検討テーマを設定

各検討テーマについて、公募要領の各項目の内容を満たすことを前提に調査設計・実施

業務項目 検討の方 検討テーマ



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

• スマートモビリティチャレンジにて選定された16地域の横断分析実施にあたり、各地域の背景や規模が
異なる中で、同列で分析することが難しいと推察されることから、各地域の課題を都市構造や道路構造
の状況から分析し、地域のグルーピングや特徴付けを行う。

目的

■都市構造指標による生活利便施設の
立地特性評価（指標分析）※1

■道路ネットワーク構造に基づく
道路の重要度評価（階層性分析）※2

「都市構造の評価に関するハンドブック」
に基づく都市構造評価指標を用いる。

データ整理
・道路ネットワークデータ(DRM、速度データ)
・施設データ(数値情報データ)
・人口、DID、高齢化等データ 等
評価指標
・生活利便性 ・健康・福祉
範囲設定
・実証実験範囲を含む行政界(※要協議)

「ネットワーク構造に基づく道路の重要度評価」
を参考とした階層性評価を行う。

データ整理
・道路ネットワークデータ(DRM、距離データ）
範囲設定
・実証実験範囲を含む行政界(※要協議)

■地域課題分析
・都市構造における施設間最短経路に道路の重要度評価を加えた分析
・指標から都市構造と道路構造の関係を整理⇒16地域の特徴及びグルーピング

結果・考察・まとめ ■出典
※1：https://www.mlit.go.jp/common/001104012.pdf
※2：https://www.orsj.or.jp/~archive/pdf/bul/Vol.38_09_465.pdf

■分析の流れ
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都市構造指標による生活利便施設の立地特性評価のイメージ

凡例
バスルート・停留所

鉄道駅

現行の公共交通カバー圏域

現行の公共交通空白地域

メッシュ人口(H22国勢調査)100

指標 A地域 B地域 C地域

日常生活サービスの徒歩圏充足率 50％ 60％ 40％

医療施設の徒歩圏域人口カバー率 70％ 60％ 20％

福祉施設の徒歩圏域人口カバー率 60％ 80％ 50％

商業施設の徒歩圏域人口カバー率 80％ 70％ 20％

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 55％ 60％ 25％

公共交通沿線地域の人口密度 〇人/ha 〇人/ha 〇人/ha

（例）各地域と指標における横並び比較のイメージ

（例）基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率
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道路ネットワーク構造に基づく道路の重要度評価の考え方
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経路数＝重要度

• 今回対象とする16地域の道路ネットワークよりノード（交差点）とリンク（区間）を設定する。
• 各ノードにはODを持たせ、またリンクには距離を持たせる。
• 各ノード間の移動は最短経路（リンクの距離が短い区間）を走行するよう設定する。
• 上記を踏まえ各ノードから発生する移動により、どのリンクに負荷がかかるかを重要度として評価し、
道路構造の重要度から、地域の特徴を整理する。

▲リンクの重要度ヒストグラム

縦：リンクの割合 横：重要度評価

①中央凸型タイプ ②丘型タイプ

③2連山型タイプ ④中央凹型タイプ

重要度のヒストグラムをタイプ分けすることで、道路構造に
よる都市の特徴を整理する

■道路の重要度評価の算出方法（イメージ）
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地域課題分析の検討イメージ
• 都市構造分析において、各施設（医療、福祉、商業等）間の最短経路を算定
• 最短経路に、道路の重要度評価を追加し、各施設間の経路の重要度評価を算定
• 道路の重要度と施設の関連性について分析する
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7 ３
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■各施設間の最短経路の重要度評価イメージ

■道路の重要度と施設の関係性のイメージ
リンク
の割合

重要度評価

施設間経路の重要度範囲
全対象道路の
重要道分布
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都市構造指標における分析結果（１）
• 16地域について、都市構造指標による生活利便・健康福祉施設の立地特性について整理を行った。

指  標 

1 2 3 4 5 6 
豊明市・
東郷町 

(8.6 万人) 

湖西市 
(5.9 万人) 

永平寺町 
(1.8 万人) 

北広島市 
(5.8 万人) 

浪江町※1 

(1.7 万人) 

三豊市 
(6.2 万人) 

生
活
利
便
性 

日常生活サービスの徒歩圏充足率〔%〕 18.0 22.1 28.4 24.9 0.0 0.0 

医療施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 97.0 73.5 64.6 81.4 30.9 58.4 

福祉施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 92.9 72.2 62.6 93.9 43.0 49.9 

商業施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 79.8 56.3 46.5 55.8 18.0 29.3 

基幹的公共交通路線の 
徒歩圏人口カバー率〔%〕 19.6 30.3 58.7 43.1 0.0 0.0 

公共交通沿線地域の人口密度〔人/ha〕 34.31 16.39 6.30 22.62 4.29 6.38 

健
康 

福
祉 

高齢者徒歩圏に医療機関がない 
住宅の割合〔%〕 65.9 70.0 65.5 54.1 82.9 81.9 

高齢者福祉施設の 1km 圏域 
高齢者人口カバー率〔%〕 97.5 81.0 66.5 94.9 46.9 60.5 

指  標 

7 8 9 10 11 12 

庄原市 
(3.4 万人) 

新潟市※2 
(78.4 万人) 

養父市 
(2.3 万人) 

浜松市※2 
(80.3 万人) 

塩尻市 
(6.7 万人) 

町田市※3 
(42.9 万人) 

生
活
利
便
性 

日常生活サービスの徒歩圏充足率〔%〕 13.4 36.8 4.2 31.8 17.4 65.7 

医療施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 44.4 87.1 41.0 89.5 61.2 96.8 

福祉施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 44.3 90.4 38.8 89.2 74.4 98.6 

商業施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 30.3 63.7 30.4 67.2 46.8 88.9 

基幹的公共交通路線の 
徒歩圏人口カバー率〔%〕 18.7 47.9 6.8 39.9 21.9 71.1 

公共交通沿線地域の人口密度〔人/ha〕 1.36 27.79 2.96 19.05 10.20 70.47 

健
康 

福
祉 

高齢者徒歩圏に医療機関がない 

住宅の割合〔%〕 72.4 41.2 88.8 41.5 65.1 19.5 

高齢者福祉施設の 1km 圏域 

高齢者人口カバー率〔%〕 43.4 92.5 42.0 92.1 76.6 99.8 

指  標 

13 14 15 16   

上士幌町 
(0.5 万人) 

常滑市 
(5.9 万人) 

静岡市※2 

(69.4 万人) 
つくば市 
(24.6 万人) 

  

生
活
利
便
性 

日常生活サービスの徒歩圏充足率〔%〕 0.0 18.6 49.8 19.5 ※１ 震災前 

医療施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 67.7 72.3 91.6 71.7 ※２ 政令市 

福祉施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 61.2 78.6 94.4 82.7 ※３ 東京都市圏 

商業施設の徒歩圏域人口カバー率〔%〕 0.0 50.1 76.4 42.1   

基幹的公共交通路線の 
徒歩圏人口カバー率〔%〕 0.0 38.3 59.0 34.7   

公共交通沿線地域の人口密度〔人/ha〕 3.03 18.49 30.24 12.48   

健
康 

福
祉 

高齢者徒歩圏に医療機関がない 
住宅の割合〔%〕 - 45.5 40.7 53.1   

高齢者福祉施設の 1km 圏域 
高齢者人口カバー率〔%〕 76.5 81.5 94.8 84.1   

 

湖西市 永平寺町

養父市 町田市

▼都市構造指標による生活利便・健康福祉施設の立地特性一覧

▲基幹的公共交通路線の人口密度



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

都市構造指標における分析結果（２）

▲各都市・地域の比較（指標値のレーダーチャート）



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

都市構造指標における分析結果（３）
• 都市類型別に生活利便施設、健康・福祉（高齢者）施設のサービス度合いからタイプ分けを行った。
• 三大都市圏・政令市とその他の都市に分けて、それらの中での不足しているサービス（■▲）の数と不
足しているサービスが似通っている都市について、定性的にグループピングした結果は以下のとおり。

◎ 55以上
〇 45以上55未満
▲ 35以上45未満
■ 35未満

▼各都市・地域のグルーピング

医療 福祉 商業 基幹的
沿線人口

密度

徒歩圏に医

療機関がな

い住宅割合

高齢者福祉

施設の 1km

圏 域
概要 タイプ

三大

都市圏
町田市 ◎ 〇 ◎ 〇 〇 ◎ ◎ ◎ 生活利便性、健康・福祉（高齢者）で、三大都市圏の平均値を上回っている。 G１

政令市 静岡市 ▲ 〇 〇 〇 ▲ 〇 ■ ◎
「商業施設の徒歩圏人口カバー率」、「基幹的公共交通」及び「高齢者の徒歩圏に医療機関がない住宅割合」
で政令市の平均値を下回る。

G２

政令市 新潟市 ■ 〇 〇 ▲ ■ ▲ ■ 〇
「商業施設の徒歩圏人口カバー率」、「基幹的公共交通」「公共交通沿線の人口密度」及び「高齢者の徒歩圏
に医療機関がない住宅割合」で政令市の平均値を下回る。

G２

政令市 浜松市 ■ 〇 〇 ▲ ■ ■ ■ 〇
「商業施設の徒歩圏人口カバー率」、「基幹的公共交通」「公共交通沿線の人口密度」及び「高齢者の徒歩圏
に医療機関がない住宅割合」で政令市の平均値を下回る。

G２

10万

以下
北広島市 ▲ 〇 ◎ ▲ 〇 ◎ ◎ ◎

「商業施設の徒歩圏人口カバー率」が比較対象レベルよりも低く、これに起因して「日常生活サービスの徒歩
圏充足率」が低くなっている。

G３

10万

以下
常滑市 ■ 〇 〇 ▲ 〇 ◎ ◎ ◎

「商業施設の徒歩圏人口カバー率」が比較対象レベルよりも低く、これに起因して「日常生活サービスの徒歩
圏充足率」が低くなっている。

G３

10万

以下
湖西市 ▲ 〇 〇 ▲ ▲ 〇 〇 ◎

「商業施設の徒歩圏人口カバー率」と「基幹的公共交通」の２つが比較対象レベルよりも低く、これらに起因し
て、「日常生活サービスの徒歩圏充足率」が低くなっている。

G３

概ね

30万
つくば市 ■ 〇 ◎ ■ ▲ ▲ 〇 ◎

「商業施設の徒歩圏人口カバー率」と「基幹的公共交通」「公共交通沿線の人口密度」が比較対象レベルより
も低く、これらに起因して、「日常生活サービスの徒歩圏充足率」が低くなっている。

G３

10万

以下
塩尻市 ■ ▲ 〇 ▲ ■ ■ 〇 ◎

「医療・商業施設の徒歩圏人口カバー率」と「基幹的公共交通」「公共交通沿線の人口密度」が比較対象レベ
ルよりも低く、これらに起因して、「日常生活サービスの徒歩圏充足率」が低くなっている。

G３

10万

以下
豊明市・東郷町 ■ ◎ ◎ ◎ ■ ◎ 〇 ◎

「基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率」が比較対象レベルよりも低く、これに起因して「日常生活サー
ビスの徒歩圏充足率」と」が低くなっている。

G４

10万

以下
永平寺町 〇 ▲ ▲ ▲ ◎ ■ 〇 〇

「医療・福祉・商業施設の徒歩圏人口カバー率」と「公共交通沿線の人口密度」が比較対象レベルよりも低
い。基幹的公共交通は充実している。

G５

10万

以下
上士幌町 ■ ▲ ▲ ■ ■ ■ ◎ ◎ 多くの評価指標で比較対象レベルより低く、生活利便性、公共交通のサービスが不足している。 G６

10万

以下
庄原市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 〇 ■

多くの評価指標で比較対象レベルより低く、生活利便性、公共交通、高齢者福祉のサービスが不足してい
る。

G６

10万

以下
三豊市 ■ ▲ ■ ■ ■ ■ ▲ 〇 多くの評価指標で比較対象レベルより低く、生活利便性、公共交通、高齢者医療サービスが不足している。 G６

10万

以下
浪江町 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ▲ ▲

全ての評価指標が比較対象レベルより低く、生活利便性、公共交通、高齢者健康・福祉のサービスが不足し
ている。

G６

10万

以下
養父市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

全ての評価指標が比較対象レベルより低く、生活利便性、公共交通、高齢者健康・福祉のサービスが不足し
ている。

G６

都市
分類

都市・地域名

生活利便性 健康・福祉
（高齢者）

タイプ分類

日常

生活

生活サービス施設 公共交通



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

道路構造指標における分析結果（１）
• 道路構造指標を使った分析では、クラスタ分析（階層的クラスタリング）を用いて、 16地域の特徴を
把握しグルーピングを行った。

• 16地域のグルーピングの結果を以下に示す。

▲各都市・地域の比較（指標値のレーダーチャート）

（7）庄原市 

 

（3）永平寺町 

 

（9）養父市 

 

（10）浜松市 

 

（13）上士幌町 

 

（1）豊明市・東郷町 

 

（2）湖西市 

 

（11）塩尻市 

 

（4）北広島市 

 

（14）常滑市 

 

（8）新潟市 

 

（15）静岡市 

 

（12）町田市 （16）つくば市 （5）浪江町 （6）三豊市 

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

0

5

10

15

20

25

10^-3 10^-2 10^-1 10^0 10^1 10^2 10^3

道
路
リ
ン
ク
の
割
合(%

)

道路の重要度評価(通過回数)

グループ A・2 連山型タイプ 

グループ B・中央凸型タイプ 

 

グループ C・中央凸型タイプ 

 

グループ A・2 連山型タイプ 

 

グループ C・2 連山型タイプ 

 

グループ D・中央凸型タイプ 

 

グループ A・2 連山型タイプ 

 

グループ C・2 連山型タイプ 

 

グループ D・中央凸型タイプ 

 

グループ B・2 連山型タイプ 

 

グループ C・中央凸型タイプ 

 

グループ D・中央凸型タイプ 

 

 

（12）町田市 

 

（16）つくば市 

 

（5）浪江町 

 

（6）三豊市 
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グループ D・中央凸型タイプ 

 

グループ D・中央凸型タイプ グループ E・中央凸型タイプ 

 

グループ E・中央凸型タイプ 

 

▼都市・地域の階層的
クラスタリングの結果（一覧表）

重要度評価グラフ 共通の特徴

A 庄原市 2連山型タイプ

A 永平寺町 2連山型タイプ

A 養父市 2連山型タイプ

B 浜松市 2連山型タイプ

B 上士幌町 中央凸型タイプ

C 豊明市・東郷町 2連山型タイプ

C 湖西市 2連山型タイプ

C 塩尻市 中央凸型タイプ

C 北広島市 中央凸型タイプ

D 常滑市 中央凸型タイプ

D 新潟市 中央凸型タイプ

D 静岡市 中央凸型タイプ

D 町田市 中央凸型タイプ

D つくば市 中央凸型タイプ

E 浪江町 中央凸型タイプ

E 三豊市 中央凸型タイプ

平野部が多く、道路密
度が概ね一様である

平野部と山間部を結ぶ
道路の重要度が高い

タイプ 都市・地域名

都市・地域の全道路ネットワーク

山間部が多く、拠点の
道路密度が比較的低い

平野部と山間部が存在
し、平野部に道路リンク
が集中している

道路密度が高い拠点が
分散している



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

道路構造指標における分析結果（２）
• 道路ネットワークの使用ノード全ペアにおける最短距離での道路重要度別の道路リンク割合（薄い水色
棒グラフ）と各施設（医療、福祉、商業等）間の最短経路での道路重要度別の道路リンク割合（赤線棒
グラフ）の関係性から、都市機能の集中度合いについて分析を行った。

• 全対象道路の中央値と施設間経路の中央値（通過回数が0回を除く）との差分を、都市機能集中度の定
量的指標とした。
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2.42
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3.45
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1.03

数値 常用対数
全対象道路 2,824 3.45
施設間経路 261 2.42
差分 1.03

中央値

 ◎1.2 以上     集中 

〇1.0以上 1.2未満 やや集中 

▲0.8 以上 1.0未満 やや分散 

■0.8 未満     分散 
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数値 常用対数
全対象道路 600 2.78
施設間経路 6 0.78
差分 2.00

中央値

▲都市の道路構造と施設間のアクセス道路の関係性の例

▲道路の重要度と全施設間のアクセス道路の関係性

▼全対象道路の中央値と施設間経路の中央値の比較



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

地域課題分析の結果（１）
• 「都市の道路構造と施設間のアクセス道路の関係性」と「都市の公共交通と異種施設間の最寄りアクセ
ス道路の関係性」を以下に示す。

道路の重要度との関係性
（異種施設間の最寄りアクセス道路）

公共交通カバー度合い
（異種施設間の最寄りアクセス道路）

数値 定量的評価 特徴 定性的評価

1 豊明市・東郷町 1.03 〇
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

2 湖西市 1.28 ◎
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
▲

生活利便施設の機能集中度が高いのに対し、公共交通は施設間アクセス道路をややカバーできてい
ない。ケーススタディ候補都市である。

3 永平寺町 1.01 〇
道路重要度が高い道路

右側凸型
〇

4 北広島市 1.60 ◎
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

5 浪江町 1.19 〇
道路重要度が高い道路

右側凸型
▲

（現行バスでは〇）

6 三豊市 0.93 ▲
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

7 庄原市 1.05 〇
道路重要度が高い道路

右側凸型
◎

人口密度が低いのに対し、バスルートがかなり多いことが懸念。ケーススタディとは異なるが、施設間
アクセス道路を重視する検討も考えられる。

8 新潟市 0.51 ■
道路重要度がやや高い道路

中央丘型
北区・秋葉区・西蒲区：▲

その他の区：〇
北区・秋葉区・西蒲区において、公共交通が施設間アクセス道路をややカバーできていない。これらの
区は、ケーススタディ候補に挙げられる。

9 養父市 0.87 ▲
道路重要度が高い道路

右側凸型
〇

10 浜松市 0.85 ▲
道路重要度がやや高い道路

中央丘型
〇

11 塩尻市 1.03 〇
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

公共交通は施設間アクセス道路を概ねカバーできているが、拠点内公共交通の効率的活用を視野に
入れてケーススタディを検討する。

12 町田市 0.41 ■
道路重要度と概ね一致

中央凸型
〇

13 上士幌町 2.00 ◎
道路重要度が高い道路

右側凸型
―

（該当道路が非常に少ない）

14 常滑市 1.30 ◎
道路重要度が高い道路

右側凸型
■

生活利便施設の機能集中度が高いのに対し、公共交通は施設間アクセス道路をカバーできていない。
しかしカバーできていないエリアは徒歩圏内に3種類の施設が立地するため、ケーススタディは保留。

15 静岡市 0.50 ■
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

16 つくば市 0.70 ■
道路重要度がやや高い道路

中央凸型
〇

【都市機能の集中度】 【公共交通カバー度合い】

◎ 1.2以上 　集中 　◎　全てカバーしている

〇 1.0以上1.2未満 　やや集中 　〇　概ねカバーしている
▲ 0.8以上1.0未満 　やや分散 　▲　カバーできていないエリアがある
■ 0.8未満 　分散 　■　カバーできていないエリアがある（人口密度が高い）

ケーススタディ検討・備考番号 都市・地域名

都市機能から見た都市機能の集中度
（中央値の差分より算出）

▼各都市・地域のグルーピング



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

地域課題分析の結果（２）
• 都市機能のサービスの過不足と道路ネットワーク構造と都市機能のサービスの過不足と道路構造から見
た都市機能の立地状況（集中・分散）から分類を行った。

都市・地域 都市構造 道路構造 解決方針（案） 

(三大都市圏) 

町田市 

・生活利便性、健康・福祉

のサービスが全体で充

実している。 

・地域全体に各施設が

分散立地しており、そ

れらを繋ぐように道

路ネットワーク網と

公共交通が整備され

ている。 

・都市全体でのデータ連

携による都市交通施策

に特化した実証サービ

スが求められる。 

(政令市) 

新潟市、静岡市、 

浜松市 

・商業施設の立地や公共

交通、高齢者医療に課

題がある。 

・中心市街地とその周

辺にある多くの拠点

を繋ぐように道路ネ

ットワーク網が整備

されている。 

・中心市街地から離れた

地区では、商業や高齢

者医療等の個別課題が

ある。 

・中心市街地ではデータ

連携による都市交通施

策に特化した実証サー

ビスが求められる 

湖西市、北広島市、 

塩尻市、常滑市、 

つくば市 

・商業施設や医療施設の

利便性、あるいは公共

交通に課題がある。 

・中心市街地とその周

辺にあるいくつかの

拠点を繋ぐように道

路ネットワーク網が

整備されている。 

・公共交通の効率的活用

が求められる。 

豊明市・東郷町 ・基幹的な公共交通に課

題がある。 

・豊明市と東郷町に各

拠点があり、それらを

繋ぐ路線を中心に道

路ネットワーク網が

整備されている。 

・基幹的な公共交通の利

用実態に即したサービ

スの提供 

永平寺町 ・基幹的公共路線が充実

しているが、生活利便

性に課題がある。 

・狭い平野部に道路が

集中し、その平野部を

中心に公共交通が整

備されている。 

・生活利便施設間の公共

交通の効率的活用が求

められる。 

浪江町、三豊市、 

庄原市、養父市、 

上士幌町 

・生活利便性、健康・福祉

のサービス全体が不足

している。 

・一つの地区や幾つか

の地区に道路が集中

する。その他の地区は

道路密度が低い。 

・生活利便性と公共交通

に関して、まち全体を

底上げするサービス

や、地域の喫緊の課題

を一つずつ解決し、積

み上げていくことが必

要 

 

▼16都市・地域のグルーピングと課題・解決方針

▲都市機能のサービスの過不足と道路構造から見た都市機能集中度の関係性

▲都市機能のサービスの過不足と道路ネットワーク構造の関係性



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

ケーススタディ（湖西市・塩尻市）
• ケーススタディで対象とする都市・地域は、エリアがコンパクトかつ、実証による変化が捉えやすい地
域とする。実証実験によって、公共交通・買物支援・医療支援等新たな交通サービスにより、地域に対
してどのような効果が発生するか、都市構造分析等に落とし込み、指標に基づく効果を把握した。

• ケーススタディ都市・地域として、企業シャトルバス車両の活用（湖西市）とコミュニティバスからオ
ンデマンド交通の活用（塩尻市）の実証試験を行っている表 5 1に示す2都市の実証事業をケーススタ
ディした。

対象都市 実証事業 事業内容

湖西市 企業シャトルバス車両を活用
した自家用有償旅客運送

駅周辺の市内企業と協力し、企業シャトルバスという地域資
源を有効活用し、自家用有償旅客運送制度により、公共
交通空白時間に企業バスを運行し、市民が乗車する実証
実験を行う。

塩尻市
AI活用型オンデマンドバス×
自動運転バスの連携による
新たな交通機能の形成

拠点内移動のオンデマンド化と基幹路線の自動運転化を
組み合わせた新たな交通機能の形成への挑戦し、住民の
地域内移動の継続に向けた実証を行う。
また、将来の実装想定ルートにおける安全運行の条件、1
人対複数車両における遠隔監視技術の実用性、自動運
転の安全性向上に必要なICTインフラと歩行者等に対する
安全方策の効果を検証する。



2.7 都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

ケーススタディ（湖西市）
• ケーススタディを現行、第1期、第2期の3時期において、バス停の徒歩圏カバー人口を比較した。
※第1期（デンソー（湖西製作所）系統+浜名湖電装系統）
※第2期（第1期+湖西サイト系統+プライムアースEVエナジー系統）

■バス停の徒歩圏カバー状況（現行） ■バス停の徒歩圏カバー状況（第 1期 湖西市企業 BaaS導入後） ■バス停の徒歩圏カバー状況（第 2期 湖西市企業 BaaS 導入後） 

〔概要〕バス停の徒歩圏カバー人口 37,617 人 
人口カバー率 62.9％ (湖西市平成 27 年人口 59,789 人) 
カバー圏域内人口密度 16.4 人/ha 

※徒歩圏：半径 300m 

〔概要〕バス停の徒歩圏カバー人口 37,859 人 
人口カバー率 63.3％ (湖西市平成 27 年人口 59,789 人) 
カバー圏域内人口密度 16.3 人/ha 

〔概要〕バス停の徒歩圏カバー人口 38,641 人 
人口カバー率 64.6％ (湖西市平成 27 年人口 59,789 人) 
カバー圏域内人口密度 16.1 人/ha 

 

 
現行の公共交通徒歩圏域 

 

 
第 1 期 湖西市企業 BaaS導入後の公共交通徒歩圏域 

 

 
第 2期 湖西市企業 BaaS導入後の公共交通徒歩圏域 

 

 

 

 

 

 

 

37,617 37,859
38,641

242

1,024

0

200

400

600

800

1,000

1,200

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

現行 第1期 第2期

カ
バ
ー
増

加
人
口

（
人
）

カ
バ
ー
人

口
（
人

）

＜時 期＞

バス停カバー人口

バス停カバー人口（人） バス停カバー増加人口（人）

62.9 63.3

64.6

55

60

65

70

現行 第1期 第2期

カ
バ

ー
率

（
％

）

＜時 期＞

バス停人口カバー率（％）

16.4

16.3

16.1

16

16.1

16.2

16.3

16.4

16.5

現行 第1期 第2期

人
口
密
度

（
人

/h
a）

＜時 期＞

バス停カバー圏域内人口密度（人/ha）

デンソー(湖西製作所)系統 

浜名湖電装系統 

湖西サイト系統 

プライムアース EVエナジー系統 



2.7都市構造及び道路構造における地域課題の特徴分析の実施

ケーススタディ（塩尻市）
• バス停及びミーティングポイントのカバー人口、及びエリア内の総待ち時間について比較し、実証によ
る効果を確認。

• 公共交通沿線地域のカバー状況でも、のるーと導入後の方がわずかではあるが全体項目が改善。
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■公共交通沿線地域のカバー状況（現行） ■公共交通沿線地域のカバー状況（のるーと塩尻導入後） 

〔概要〕バス停の徒歩圏カバー人口：53,656 人 
人口カバー率：79.9％（塩尻市平成 27 年人口 67,135 人） 
カバー圏域内人口密度：10.2 人/ha 
高齢者カバー人口：14,391 人 
高齢者人口カバー率：79.1％（塩尻市平成 27 年高齢者人口 18,203 人） 

〔概要〕バス停の徒歩圏カバー人口：54,007 人 

人口カバー率：80.4％ (塩尻市平成 27 年人口 67,135 人) 
カバー圏域内人口密度：10.3 人/ha 
高齢者カバー人口：14,397 人 
高齢者人口カバー率：79.1％（塩尻市平成 27 年高齢者人口 18,203 人） 
コミュニティバスがカバーする人口：40,555 人 高齢者 11,121 人 
「のるーと塩尻」のミーティングポイントがカバーする人口：14,109 人、高齢者人口：3,510 人 
置き換えられたコミュニティバスがカバーしていた人口：13,690 人、高齢者：3,527 人 

 

 
図 現行の公共交通徒歩圏域 

 

 
図 のるーと塩尻 導入後の公共交通徒歩圏域 

 



2.8 まとめ

スマートモビリティチャレンジの高度化に向けた課題

A

B

C

D

E

効果顕在化の要件

• 主務で利用していな
い車両の可処分時間
の把握

• 多目的で利用可能な
車両づくり

本事業で掲げたねらい

• 他の移動との重ね掛けによ
る効率化

• モビリティでのサービス提
供

今年度実験での対応

• 空き時間を保守的に
見積もり、一部時間
のみを副務に提供

• 現行車両の空きス
ペースで

• 個に着目した、旅客
の移動計画や移動実
績の把握

• 需要側の変容を促す仕掛け
（移動需要を喚起）

• アプリやデバイス配
布によるサンプル収
集

• 個に着目した、移動
先とそこでの活動実
態の把握

• 異業種の連携による収益活
用・付加価値創出

• アンケートやヒアリ
ングによる傾向把握

• データ活用価値の最
大化

• モビリティ関連データの取
得交通・都市政策との連携

• 交通政策分野の立案
に関する基礎資料

高度化に向けた課題

• 需要予測の精緻化
• 多目的に対応した柔
軟な車両手配

• 多能工化できる車両
開発

• 個に着目した、実
データの蓄積

• 安価かつ継続的な実
データ取得

• 交通以外の分野（消
費活動や住民生活）
への応用



2.8 まとめ

新たに期待されるチャレンジ

チャレンジの例

• 車両を共有する複数機関の配送データ集約基板の構築
• 各々のデータ確定時期を考慮した優先順位付けと配車計画ロジック構築

• 旅客と貨物の取り回しが容易となる乗降口の設計
• 座席とその他（貨物やサービス）が占有するエリアの柔軟レイアウト設計

高度化に向けた課題

• 需要予測の精緻化
• 多目的に対応した柔軟な車
両手配

• 多能工化できる車両開発

• 交通事業者等が有する既存の情報基盤の継続的な活用
• 移動および移動先での活動を把握するためのシングルソース獲得

• 個に着目した、実データの
蓄積

• 安価かつ継続的な実データ
取得

• 移動先での消費活動の誘発によるデータ付加価値の拡大（デジタルマーケティング
等）

• データを提供した住民への直接および間接的な還元策検討
• 交通以外の分野（消費活動
や住民生活）への応用

• 電源面との連携によるカーボンニュートラルを目指した地域公共交通システム新規追加



2.8 まとめ

スマートモビリティチャレンジの全国展開に向けた課題

先
行
的
な
取
組

実
績
が
蓄
積

民間主導地域 R2年度 先進パイロット地域
• 北海道上士幌町
• 北海道北広島市
• 福島県南相馬市、
浪江町、双葉町

• 日立、会津地域
• 新潟県新潟市
• 東京都町田市
• 長野県塩尻市

• 静岡県静岡市
• 静岡県湖西市
• 静岡県浜松市
• 愛知県尾三地区南部
• 愛知県常滑市
• 福井県永平寺町
• 兵庫県養父市
• 広島県庄原市
• 香川県三豊市

経
験
不
足

チャレンジ黎明期の地域

低 高
地域の問題意識

全国展開に向けた課題
• 先進地域は、さらなる前進として、実
験から社会実装（継続性が担保された
事業化）への展開が期待される

• 実証実験では行政支援により高機能な
サービスを導入することができた

• 今後は地域規模や運賃負担力に準じた
サービスの作り込みと真に必要な機能
の見極めが必要

全国展開に向けた課題
• チャレンジ黎明期の地域には、新しい
モビリティサービスの実証企画が期待
される

• 地域課題を理解し、有望視されるモビ
リティサービスを設計していくことが
求められる

• 地域の状況や展望を関係者間で理解・
共有するための場が求められる



2. まとめ

来年度の地域推進事業（案）

目的

対象地域

支援内容

選定方法

意欲的地域の発掘事業社会実装ソリューション開発事業

• 地域公共交通に関する高い関心があり、現状改
善に意欲的な地域を後押し

• 社会実装で求められる意欲的なソリューション
の開発に取り組む

• 地域の関係者間で現状に対する課題感に関して
理解が進んでいる地域

• 実証実験を重ねて経験を積んでる地域
• 主体となる行政や交通事業者が主導する地域

• 地域の現状把握に関する調査
• 域内関係者との会議運営支援
• 事業の簡易FS

• 地域主導によるソリューション企画や設計の支
援（技術や事業面）

• 新しい取組に関する開発の支援や補助

• 地域性を考慮して日本全国から採択
• 書類審査に加えて、地域内協議内容のレビュー

• これまでの地域の取組との連続性を評価
• 書類審査に加えて、地域によるプレゼンテー
ションにより意欲を評価



第3章 商用車を活用した物流MaaSの実現に向けた研究開発・実証事業



3.1 事業の目的

• 省エネルギーの一層の加速が不可欠である中、運輸部門については、特にエネルギー消費の大部分を占める自動車分野に
おける新たな対応が求められている。また、都市を中心に世界の人口が増加する中、自動車の更なる普及拡大が想定され、
交通事故の削減、渋滞の緩和や環境負荷の低減等がより必要となることが予想されている。今後既存の取組だけでは抜本
的な解決が困難と予想されるため、新たな取組である自動走行への期待は高く、関連する市場の拡大も見込まれている。
さらに、自動車産業を巡っては、近年、コネクト（Connectivity）、自動運転（Autonomous）、モビリティサービス
（Shared & Service）、電動化（Electric）（ＣＡＳＥ）といった100 年に1 度ともいわれる大きな環境変化が起きてお
り、トラック等の商用車分野での対応も喫緊の課題となっている。また、“物流”は経済活動の血脈であり、あらゆる産業
の生産性向上に大きく影響を与える重要領域である一方、昨今のドライバー不足や荷主・配送ニーズの多様化（小口・多
頻度）等により、事業環境は厳しさを増している。

• こうした状況を踏まえ、経済産業省では、有識者や商用車メーカー、物流事業者、ITソリューション事業者等の民間事業
者等の参加のもと、物流分野における新しいモビリティサービス（物流MaaS）勉強会を開催し、物流業界の現状・課題、
デジタル化などのトレンドを踏まえ、物流の目指すべき将来像やその実現に向けた商用車業界としての取組の方向性等を
検討し、商用車業界による取組として、商用車業界による取組として、日本版FMS標準等を活用し、複数メーカーのト
ラック車両データを収集して運行管理を可能にする等のトラックデータ連携の仕組みを確立する等の具体的なアクション
を推進していくことをとりまとめた（次ページ参照）。

• それを受けて、産総研は今年度から、経済産業省「高度な自動走行・MaaS等の社会実装に向けた研究開発・実証事業：
自動走行車等を活用した新しいモビリティサービス実証事業」を受託し、物流分野におけるMaaS実証事業「商用車を活
用した物流MaaSの実現に向けた研究開発・実証事業」を実施する。本事業は、大きく分けて以下の２つの事業から構成
される。

1. 商用車メーカー、物流業界、ITソリューション事業者等の民間事業者等と協働し、取組内容の具体化を進め、物流業界の
抱える課題解決に向けた取組を推進していくことを目的に、環境規制強化への対応、慢性的な需要過多・人手不足、物流
のICT化・デジタル化、商用分野でのCASE対応といった物流業界の現状と課題を踏まえ、物流分野におけるMaaS実証の
事業計画策定や実証推進、効果評価などを行う事業（勉強会資料①と②）

2. 電気自動車又は水素燃料電池自動車であるバスやトラック・小型貨物車等の商用車または社用車の課題を検証することを
目的に、商用車メーカー、物流業界、ITソリューション事業者等の民間事業者等と協働し、モビリティの利用を想定した
具体的なユースケースを設定し、そのユースケースに基づき、経済性やモビリティの運用上の課題及び解決の方向性を明
らかにする事業（勉強会資料③）

事業の目的



R１年度物流MaaS勉強会とりまとめ資料
3.1 事業の目的



3.2 事業者の選定

• 「商用車を活用した物流MaaSの実現に向けた研究開発・実証事業」は、3つの事業により構成されており、事業①は企
画競争、事業②・③は公募により事業者の選定を行った。各事業の概要を以下に示す。

①公募要領の作成

事業①：トラックデータ連携の仕組み確立

•物流業界の現状・課題を踏まえ、トラックデータ標準化の活用が期待できるユースケースを検討し、トラック運行管理データ
取得のための通信プロトコルや出力形式等を規定したAPI仕様書作成等を行う取組。

事業②：架装・車体の見える化による輸配送効率化

• トラック位置情報と架装の積荷情報を収集し、荷台空きスペース情報を可視化。複数荷主・運送事業者による混載の取
組を推進することで、ドライバーの働きやすさ向上と平均積載率改善を図るとともに、潜在的な共同輸配送ニーズ発掘・マッ
チングにつなげる取組。

事業③：電動商用車活用にかかる課題検証

•電動車の特性（航続距離、充電時間、静音性等）を踏まえたオペレーションとエネルギーマネジメントの最適化手法を検
証。商用車の電動化の経済性の検証及びその向上による電動車の普及拡大につなげる取組。
注）本テーマでは、バスやトラック・小型貨物車等の商用車も対象に含める。

事業概要



3.2 事業者の選定

• 事業①は企画競争により、採択事業者の選定を行った。事業者の募集に係る公募要領を作成した。

①公募要領の作成：事業①

項目 内容

事業の内容

• 本業務は、上記の物流MaaS勉強会とりまとめ結果に基づき、商用車メーカ、運送事業
者、荷主、運行管理システム事業者、学識経験者、物流関連団体等を集めたトラック
データ連携・活用推進会議の運営などを通じてステークホルダーと連携しつつ、トラッ
クデータ標準化の活用が期待できるユースケース検討・コンセプト仕様書作成、トラッ
ク運行管理データ取得のための通信プロトコルや出力形式等を規定したAPI仕様書作成
などを行う業務であり、これを委託するものである。

契約期間 • 契約締結日から令和３年３月１２日までとする。

事業費 • 総額で最大４,５００万円以内（消費税含む）とする。

公募概要



3.2 事業者の選定

• 事業①の審査体制は以下のとおりである。

①公募要領の作成：事業①

事業の実施・審査体制

採択事業者Ａ

代表団体

参加団体 参加団体

経済産業省

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

事業委託

①公募 ②応募

③事業候補（案）の作成

⑤採択通知
⑥代表団体との委託契約

審査委員会等 ④
審議

参加

・・・



3.2 事業者の選定

• 事業①の応募書類は以下のとおりである。

①公募要領の作成：事業①

応募書類

項 目 内 容

（１） 企画提案書  代表団体の概要
 提案書要約
 企画提案書（「企画提案書 記載事項について」の通り記載）

（２） 関係資料  「女性活躍推進法（えるぼし認定）」「次世代育成支援対策法（くるみん
（旧くるみん、新くるみん）、プラチナくるみん）」「青少年の雇用の促進
等に関する法律（ユースエール認定）」の認定書の写し

 「女性活躍推進法」の努力義務事業者については、行動計画を策定し所轄労
働局長が受領した行動計画書の写し

 会社案内
 見積書
 反社会的勢力排除に関する誓約書



3.2 事業者の選定

• 事業②の募集に係る公募要領を作成した。公募の概要は以下の通りである。

①公募要領の作成：事業②

項目 内容

公募対象者

• 様々な物流課題に対応した商用車業界が荷主や物流事業者と連携して新しいモビリティサービスの実
装を目指すプロジェクトを推進する団体であること

• 複数団体の応募に関しては、各団体の協力体制が明確であること
• 応募者において、実証実験やデータ収集、検証を主体的に実施できる体制があること
• 実証実験の実施等に際し、事務局との契約に応じることができること
• 事務局による進捗管理等、本事業の推進支援に協力すること
• 企業、事業者として、健全であること

事業の実施内容

• 商用車を活用した物流MaaSの実現に向けた研究開発・実証事業は、事務局からの委託事業として、本
事業が設定したテーマに準じて実証実験を企画・準備・実施する。

• 事務局と調整した上で、物流MaaS実証の実験を含めて主に車両及び架装から取得する関連データを事
前に洗い出した上で、この可視化データを活用した課題の解決による物流効率化などの事業性向上や、
データ連携に当たってのハード的な要素も含む実装に向けた課題抽出を行う。

• 分析の範囲・粒度に関しては、事業者の状況（検討の熟度や要望）に基づいて設定する。
• 産総研は、事業を代表する主体と一本化した外注契約を結ぶことを予定する。よって、事業を代表す
る主体から、関連の他事業実施者に一部の業務が委託される契約形態となります。実証の実施内容や
体制については、事務局との協議により、重要性や経費等を鑑みた調整のうえ、決定される。

• 導入する荷主や物流事業者等の利用範囲が拡大すれば効率性が高まる可能性があり、ビジネスモデル
を具体化した上で、その実施や迅速な取組に障害となる課題を抽出する。

事業の実施期間 • 本事業の実施期間は単年度とし、データ収集を行う具体的な期間については別途調整の上、決定する。
事業費 • 本事業では、1事業者あたり2,000万円～3,000万円の事業費を想定する。

公募概要



3.2 事業者の選定

• 事業②の審査体制は以下のとおりである。

①公募要領の作成：事業②

事業の実施・審査体制

経済産業省

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

事業委託

①公募 ②応募

③事業候補（案）の作成

採択事業者Ａ

代表団体

参加団体 参加団体

採択事業者Ｂ

代表団体

参加団体 参加団体

…

⑤採択通知
⑥代表団体との委託契約

審査委員会等 ④
審議

参加



3.2 事業者の選定

• 事業②の応募書類は以下のとおりである。

①公募要領の作成：事業②

応募書類

項目 具体的な内容
（１） 応募申請書  プロジェクト名、代表団体、応募内容の概要など

（２） 事業の企画提案書  実証実験の概要など
（２）―１ Ａ－１

現状把握と分析
 物流分野の課題、解決策の方向性といった全体像
 課題解決に向けた類似や既存の取組
 将来、実装したいサービスや事業の構想案
 上記の推進に向けた事業者別の役割分担と事業主体案

Ａ－２
実証実験の内容

 実証実験の提案内容と妥当性（何を可視化して、何を通じて共有し、効率化
を図るのか）

 実証実験の特徴（独自性や先進性）
 実証実験で明らかにしたい課題や仮説
 検証項目と調査手法（データ収集）

（２）―２ 実証実験の実施体制  実証実施者の役割分担を明記
 関係者との調整状況や調整内容を明記

（２）―３ 実証実験の工程  実証実験に向けたスケジュール
（３） 概算見積書  実証実験に必要な費用のうち、委託費による負担を求める費用



3.2 事業者の選定

• 事業③の募集に係る公募要領を作成した。公募の概要は以下の通りである。

①公募要領の作成：事業③

項目 内容

公募対象者
• 本公募に応募できる者は、民間企業とする。
• 本事業は、複数の民間企業から構成されるコンソーシアムによる共同事業、又は単独の民間企業によ
る事業のいずれの形態で行うことも可能である。

事業の実施内容

• 下記の実施条件を全て満たす事業を対象として公募を行います。
① バスやトラック・小型貨物車等の商用車または社用車の課題を検証することを目的とした事業であ
ること

② ①に示すモビリティが電気自動車又は水素燃料電池自動車のいずれかであること
③ ②に示すモビリティの利用を想定した具体的なユースケースが設定されていること
④ ③のユースケースに基づき、その経済性やモビリティの運用上の課題（※）及び解決の方向性を明ら
かにすることを目的としたもの（来年度以降の実証に向けた机上検討を含む）であること

⑤ 経済性等の検討に当たっては、その根拠とした情報（表1に例示）も含めて、検討結果を国立研究開
発法人産業技術総合研究所へ提供すること

事業の実施期間 • 本事業の実施期間は単年度とし、データ収集を行う具体的な期間については別途調整の上、決定する。

事業費 • 本事業では、1事業者あたり2,000万円～3,000万円の事業費を想定する。

公募概要



3.2 事業者の選定

①公募要領の作成：事業③

事業の実施・審査体制

経済産業省

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

事業委託

①公募 ②応募

③先進パイロット地域候補（案）の作成

採択地域Ａ

代表団体

参加団体 参加団体

採択地域Ｂ

代表団体

参加団体 参加団体

採択地域Ｃ

代表団体

参加団体 参加団体

…

⑤採択通知
⑥代表団体との委託契約

企画運営
委員会等

④
審議

参加

採択事業者A 採択事業者B 採択事業者C

③事業候補（案）の作成

⑥代表企業との委託契約

代表企業 代表企業 代表企業

参加企業 参加企業 参加企業 参加企業 参加企業 参加企業

審査委員会等

• 事業③の審査体制は以下のとおりである。



3.2 事業者の選定

①公募要領の作成：事業③

応募書類

• 事業③の応募書類は以下のとおりである。

項目 具体的な内容
（１） 応募申請書  事業名、代表企業、応募内容の概要など
（２） 事業の企画提案書  事業の概要など
（２）―１ Ａ－１ 事業の背景・課題  背景・課題

 要因
Ａ－２ 事業の実施内容  事業の実施内容

 オペレーションモデル
 経済性可視化手法

Ａ－３ 今年度の取組内容  実証実験の内容
（来年度以降の実証に向けた机上検討も含む）

 検証項目、検証手法
 必要なデータ

Ａ－４ 普及に向けた取組方針  普及拡大に向けた取組方針
 ロードマップ

（２）―２ 事業の実施体制  参加する企業等の役割分担を明記
 関係者/自治体との調整状況や調整内容を明記

（２）―３ 今年度の実施工程  実証実験に向けたスケジュール
（３） 概算見積書  机上検討や実証実験に必要な費用のうち、委託費による負担を求める費用

※参考として、自己が負担する場合又はサービス利用者や他の受益者に負担
を求める場合等には、その金額の見積もりも併せて記載のこと。



審査 事業①（企画競争） 事業②（公募） 事業③（公募）
書類審査 事務局にて採点案作成

事前確認
（6/30）

提案書及び採点案を委員の方に事
前送付し、書面審査により得点の

高い1社を選定
委員の方へ提案書及び採点案を事前送付し、

提案内容・採点結果を確認

審査委員会
（7/9） 得点の高い1社からプレゼン 全社からのプレゼンを参考に、書類審査の結果を踏まえて、

委員の方により評価
審査結果 1社 2社 3社

3.2 事業者の選定

• 審査は以下の流れにより実施し、審査委員会を経て採択事業者を選定した。

④審査委員会の運営

事業名 採択事業者
事業①
トラックデータ連携の仕組み確立 豊田通商㈱

事業②
架装・車体の見える化による輸配送効率化

アイシン・エィ・ダブリュ㈱、三菱ロジスネクスト㈱

事業③
電動商用車活用にかかる課題検証

㈱みちのりホールディングス、東京電力ホールディングス㈱、
㈱ミツバ

審査の流れ

採択事業者



3.2 事業者の選定

• 審査委員会における各事業者への委員からのフィードバックコメントは以下のとおりである。

④審査委員会の運営

事業 採択事業者

事業① 豊田通商㈱

• 将来的にトラック事業者に構築したシステムを使用してもらうために、ト
ラック事業者に分かりやすいメリットを明確にしつつ、本事業を進めること。

• 標準化する所、差別化する所については、ステークホルダーと相談しながら、
本事業を進めること。特に、荷主やトラック事業者にとっては、標準化や差
別化のメリット・デメリットがあるため、その点を明確に整理すること。

• 各事業者としては、提供したデータは財産である。データの帰属の問題を考
えながら、標準化を進めること。

事業②

アイシン・エィ・ダブリュ㈱
• 深度センサーの汎用性（自動車部品以外への）について、十分検討すること。
• 物流は単一指標で決まらないため、積載率の考え方については、実車率や納
期等の時間軸についても考慮すること。

三菱ロジスネクスト㈱

• 中小企業支援、横展開可能性を意識しながら、本事業を進めること。
• コロナだけでなく、災害対応を意識して課題設定をして欲しい。
• 積載率向上のみならず、トレードオフとなる他の指標についても考慮しなが
ら、KPI設定をすること。

• 積載率や実車率などを向上させるとき、混載して運ぶ等、運び方のノウハウ
やコンセプトが必要である。それを意識しながら本事業を進めること。

フィードバックコメント



3.2 事業者の選定

• 審査委員会における各事業者への委員からのフィードバックコメントは以下のとおりである。

④審査委員会の運営

事業 採択事業者 フィードバックコメント

事業③

㈱みちのりホールディングス • バスのEV化においては、車両サイズに起因する課題が考えられるためコスト
や特性等を踏まえた車両サイズの検討も行うこと。

東京電力ホールディングス㈱

• 車両ラインナップは重要であるが、どういった車種に力を置くのかが不明確
であるため、各自動車メーカーと協議しながら検討すること。

• 急速充電器の共同利用では、待ち時間が長くなるリスクについても十分考慮
し、充電オペレーションの検証で課題を明確にすること。

• 参加する企業によって、使用頻度や使用する時間帯などが異なるため、企業
のバリエーションについても、十分考慮すること。

• 中型・大型のEV車は長距離の運送が基本となる等、充電を組み合わせて配送
計画を組むことが難しいため、使用する車種の特性を踏まえて、充電器の設
置場所にも留意すること。

㈱ミツバ

• 車両開発だけに留まらず、小型EV車の物流用途における意義や優位点、車両
の活用シナリオを明確にしながら事業を進めること。自社配送のオペレー
ションが検証対象となっているため、別の運送事業や他地域への展開を意識
し、ユースケースについて積極的に検討すること。

• 開発する小型EV車が、従来の自動車に対して、走行距離、積載重量等が変わ
らないことを目標として事業を行うこと。

フィードバックコメント
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事業者との進捗確認は凡そ2か月に1度のペースで実施し、

• トラックデータ連携の仕組み確立事業：豊田通商㈱
• 2020年8月3日 キックオフ 採択要件対応や仕様書、作業計画の確認
• 2020年8月17日 進捗管理 ユースケースについて
• 2020年09月1日 ユースケースについて
• 2020年09月8日 進捗管理 ユースケースについて
• 202011月2日 第1回トラックデータ連携・活用推進会議
• 2021年2月16日 進捗管理 仕様変更検討

• 配送時の庫内状況と配送効率の可視化：アイシン・エィ・ダブリュ㈱
• 2020年7月31日 キックオフ 仕様書や作業計画の確認
• 2020年11月05日 進捗管理
• 2020年12月22日 進捗管理 実証実験の状況
• 2021年2月18日 進捗管理
• 2021年3月5日 進捗管理 最終報告に向けて

• 荷主事業者・運送事業者・IT事業者連携による運行品質向上モデルの構築：三菱ロジスネクスト㈱
• 2020年8月3日 キックオフ 仕様書や作業計画の確認
• 2020年10月13日 進捗管理
• 2020年11月4日 進捗管理 実証実験の状況
• 2021年1月12日 進捗管理
• 2021年1月22日 現地視察及び進捗管理（WEB）

プロジェクト毎に事業者との打ち合わせで支援及び進捗管理を実施
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進捗管理打合せの実施：事業③ ㈱ミツバ

回数 打合せ日 打合せ内容

1 2020年9月9日
• 契約状況を確認。見積額を超える経費が発生した場合でも仕様書範囲内であれば問題ない旨
共有。

• 実施計画書の提出の確認。
• 進捗管理方法：進捗・課題管理シートを活用し、関係者間で進捗状況を共有。

2 2020年10月8日
• 実証実験：リスクアセスメント及び緊急連絡体制を含めた実証実験計画書提出の確認
• 性能比較実験：実験車両とエンジン車両・既存軽EV車両との性能比較実験はとりまとめ段階。
• 既存EVとの比較検討：車両配線とモータ性能測定後実施予定。

3 2020年11月16日
• 実証実験：年内にJARIで実験を行い年明けに公道実験実施予定。公道走行に当たりナンバー
取得車両であることから警察への申請不要とのこと確認済み。

• 報告書および業務日誌の内容について確認。

4 2020年12月14日 • 実証実験：JARIテスト走行、公道実験、安全レビュー会の日程・内容確認。
• 中間報告会の内容について確認。

5 2021年2月1日
• 実証実験：走行抵抗の差等実験結果について、次回車両作成時に反映させる見込み。安全性
確保の確認。

• 報告書作成方針の確認。

6 2021年2月26日
• 実証実験：気象への対策検討について確認。
• 使用電力量算出：バッテリーの安全面について確認。
• 事業導入提案：今後のロードマップの確認、蓄電池の消防法との関わりの追加整理。

7 2021年3月4日
• 報告書作成状況の確認。
• コンバージョンＥＶで制作した四輪駆動システムＥＶとガソリン車、一般ＥＶ車の比較確認。
• 実配送ルートのオペレーションモデルの構築について確認。
• 実証評価のまとめの確認。提出資料や期限等の確認。
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進捗管理打合せの実施：事業③ 東京電力ホールディングス㈱
回数 打合せ日 打合せ内容

1 2020年9月7日 • 契約状況を確認。実施計画書の提出の確認。
• 進捗管理方法：進捗・課題管理シートを活用し、関係者間で進捗状況を共有。

2 2020年10月8日
• 実証実験：10月中に充電器設置、GPS装置システムを準備し、11月に共用充電器利用の実証実験を
実施予定。

• 机上検討：ニーズ・課題の洗い出し、効率的な充電方法の検討を開始。
• 検討会等報告体制について確認。

3 2020年11月20日
• 実証実験：GPSデータの通信不具合（対応済）について、今後の対策を確認。
• 検証：充電オペレーション・サービス・料金インセンティブ成立性の検証について、11月に着手開始。
• 机上検討：本格導入想定した車両・オペレーションの検討を開始。
• 報告書および業務日誌の内容について確認。

4 2020年12月17日
• 実証実験：利用状況分析の結果、事前割当制の占有時間とアプリから予約可能なフリー時間の設定を
変更した充電スケジュール運用2期目を、1月中旬に開始予定。

• 実用化：検証結果や机上検討に基づいた事業採算性の考察。
• 推進検討会：中間報告書記載の目標稼働率について説明の補足、価格ランク設定は今後の検討課題。

5 2021年1月29日
• 実証実験：積雪や寒さで運用に課題は生じていない。利用者アンケートの項目確認、事前・事後の結
果比較を行う予定。

• 結果とりまとめ：運輸事業者等への影響調査を開始。
• 最終報告及び事業検収方法について確認。

6 2021年2月17日
• 実証実験：安全上の問題を確認。
• 結果取りまとめ：GPSデータが一部取れていない部分については他データにてカバー予定。アンケー
トは半数程回収済み。

• 報告書作成方針、推進検討会の開催に関する確認。

7 2021年3月5日
• 充電料金：都度料金の価格ランクを6つに設定。利用者は充電料金の方が安く感じる傾向。
• 適正稼働率：実績は平均12.4%、最低2.1%、最高25.9%であり、最高値としては目標達成。
• 報告書本編は概ね完了しており、ダイジェスト版、1枚ものの作成を進める。
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進捗管理打合せの実施：事業③ ㈱みちのりホールディングス

回数 打合せ日 打合せ内容

1 2020年9月9日
• 契約状況を確認。
• 実施計画書の提出の確認。
• 進捗管理方法：進捗・課題管理シートを活用し、関係者間で進捗状況を共有。

2 2020年10月7日
• データ収集：10月中に各種機器の設置、データ収集を開始、バスの遅延情報をGPSから把握。
• 机上検討：会津内の営業所1か所、その他大きめの営業所1か所を対象として検討を開始。
• 実証運行：11月から3月以降まで運行を想定。11月に尾瀬から会津へ車両が届く予定。

3 2020年11月16日
• データ収集：各種データ収集の調整を実施。12月以降データ収集を開始。
• 実証運行：12月に実証運行を開始。既存路線バスの一部をEVに置き換えて3台で運行予定。
• 報告書および業務日誌の内容について確認。

4 2020年12月17日
• 電費分析：3月以降もデータを収集する。期間内に結果を整理し、その後の経過も報告予定。
天候や車内状況（暖房の利用等）による影響も踏まえて検証を行う。

• 遠隔充電：2月に視察イベントの実施を予定。関係機関やメディアに公開する予定。

5 2021年2月2日
• 遠隔充電：視察はコロナの影響で中止。
• 事例整理：各種制度・契約や諸外国の事例を整理。追加で消防法の位置づけも整理予定。
バス事業に関する網羅的な整理になっていることから、EVバスに特化した整理を実施予定。

6 2021年2月26日
• 電費分析：雪（暖房使用等による）や、運転手による差を確認。
• 事例整理：各種制度・契約や諸外国の事例を追加整理。
• 報告書作成方針、推進検討会の開催に関する確認。

7 2021年3月8日
• シミュレーション：充電器シェアや昼間充電、折返地点での充電実施等の施策有効性を確認。
• 遠隔充電：遠隔充電における情報の遅延状況等を検証し、遅延が軽微であることを確認。
• 報告書本編は概ね完了しており、ダイジェスト版、1枚ものの作成を進める。
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• 物流MaaS推進検討会をに実施し、物流MaaS推進検討会の方向性や各事業の進捗状況の確認を行った。

物流MaaS推進検討会の運営

第１回物流MaaS推進検討会 議事次第

日時：令和２年１２月２５日（金）１０：００－１２：００
場所：Web会議（Skype）

開会
１．物流MaaS推進検討会について（経産省）

２．トラックデータ連携・活用推進会議等におけるユースケースの検討状況及び
海外動向調査（豊田通商、KPMG）
３．「架装・車体の見える化による輸配送効率化事業」進捗状況（アイシンAW、
三菱ロジスネクスト）
４．「電動商用車活用にかかる課題検証事業」進捗状況
（ミツバ、東電HD、みちのりHD）
５．閉会
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• 第1回物流MaaS推進検討会を令和２年１２月２５日（⾦）に実施し、物流MaaS推進検討会の方向性や各事業の進捗状況
の確認を行った。

物流MaaS推進検討会の運営

次第 発表者

1.開会

2.物流MaaS推進検討会について • 経済産業省

3.トラックデータ連携・活用推進会議
等におけるユースケースの検討状況海
外動向調査及び海外動向調査ユース
ケースの検討状況

• 豊田通商
• KPMG

4. 「架装・車体の見える化による輸配
送効率化事業」進捗状況

• アイシンAW
• 三菱ロジス
ネクスト

5.「電動商用車活用にかかる課題検証
事業」進捗状況

• ミツバ
• 東電HD
• みちのりHD

6.閉会

■次第 ■第1回物流MaaS推進検討会 資料（一部）
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• 物流MaaS推進検討会をに実施し、物流MaaS推進検討会の方向性や各事業の進捗状況の確認を行った。

物流MaaS推進検討会の運営

第２回物流MaaS推進検討会議事次第

日時：令和３年３月２２日（月）１３：００－１５：００
場所：Web会議（Teams）

１．開会

２．「トラックデータ連携・活用推進会議等におけるユースケースの検討状況及
び海外動向調査」成果報告（豊田通商、KPMG）
３．「架装・車体の見える化による輸配送効率化事業」成果報告（アイシンAW、
三菱ロジスネクスト）
４．「電動商用車活用にかかる課題検証事業」成果報告（ミツバ、東電HD、みち
のりHD）
５．次年度に向けて（経産省）
６．閉会
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アイシン・エィ・ダブリュ株式会社
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三菱ロジスネクスト（株）
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東京電力ホールディングス㈱
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3.5 まとめ

事業成果まとめ：事業②

アイシン・エィ・ダブリュ㈱
事業成果 次年度以降に向けた課題

• トラック内のセンサーなどのデバイス設置によっ
て、走行中のトラック内から取得したセンサー
データを可視化するための処理技術と解析に必要
なデータ収集技術を開発。

• その結果、リアルタイムでトラック内の積載状況
が把握されることを実証。

• さらに、取得したデータの解析により、配送効率
の悪いルート、道路リンクや便を抽出可能である
ことを確認。

• 本年度の成果により把握可能な庫内状況から配送
効率を高めるために、具体的な貨物のマッチング
の仕組みに関する検討が必要。

• トラック内に設置するセンサーとして、商品化に
向けてはトラックならではのさらなる形状の最適
化や信頼性向上、コスト削減を実施すべき。

三菱ロジスネクスト㈱

事業成果 次年度以降に向けた課題

• sigfox端末装着により、工場の出荷から顧客まで
の位置情報を把握、配車計画への事前反映と、ト
レーサビリティ向上による日時指定の緩和により
積載効率の向上が図られ、リードタイムで約2割、
積載効率で24％改善。

• さらに、運行品質モデルのQCDに影響を与える
KPI項目を設定（QCDチェックシート）。

• sigfoxの位置精度向上と、ITツール間の重複入力
負担軽減といった本年度の残課題を早期にクリア。

• 荷主は輸送費低減・事故率低下、輸送業者は競争
力向上・マッチング等による受注の獲得、保険会
社は事故低減によるメリットを享受する状況を形
成。



3.5 まとめ

事業成果まとめ：事業③

㈱ミツバ

東京電力ホールディングス㈱

事業成果 次年度以降に向けた課題
• シミュレーション結果と実車計測結果の消費電力は一致し
た。また、ガソリン車よりも優位であることを確認できた

• 他EV車と比較の上で技術的な優位性を確認できた
• コスト面ではMiEVの方が優位であったが4輪駆動としての
意義が示せた。コストがかかる要因として以下2点がある。
⇒改造車のため1台毎にR100検査試験の費用がかかる
⇒バッテリー自体の費用が高い

• 次年度以降は実際の配送ルートでの検証を行うなど、実運
用の中での課題認識、検証が必要である。現在、Amazon
Japanと協議を行っており、実用的な利用も含めて実証を
進める予定である。

• バッテリと荷物を同じ建屋内で保管する事が想定されてお
り、消防法等への抵触等の法令や省令等の十分な確認、対
応が必要である。

事業成果 次年度以降に向けた課題
• 充電サービス料金は、実際の支払により車両利用への影響、
コスト認識を調査し、ガソリン代に対する優位性を確認。

• 稼働率は、25%を目標としたが、平均では12.4%であり、
採算性の確保に向けては以下の課題あり。
⇒想定よりも少ない台数により実証を開始したこと。
⇒実際の走行距離が事前ヒアリングの結果より短い。

• 公共充電より利便性を感じる人や予約に便利さを感じる人
がいる一方、充電にかかる時間が業務に支障があったとい
う回答あり。

• 再エネ付加価値の有用性を利用者から確認できたため、充
電都度料金の価格ランク設定と組み合わせて、利用時間帯
分散が可能な価格設定を検証する必要がある。

• 稼働率を目標に近づけるための施策実施が必要である。予
約のシステムや業務影響に関する課題が利用者から指摘さ
れており、改善が求められる。例えば、希望するタイミン
グが分散している等、利用者の幅を広げることが必要であ
る。



3.5 まとめ

事業成果まとめ：事業③

㈱みちのりホールディングス

事業成果 次年度以降に向けた課題
• 電費分析では実際の運行の結果として、影響要因として天
候（雪）やドライバーによる差を確認できた。

• 営業所単位のシミュレーションを行い、充電器シェアや昼
間充電、折り返し地点での充電実施等の施策有効性を確認
できた。

• 遠隔充電制御システムの実証では、遠隔充電における情報
の遅延状況等を検証し、遅延が軽微であり技術的に有効で
あることを確認できた。

• 国内における法制度上の課題や海外事例を整理し、エネマ
ネシステムを導入する上での課題を整理した。

• 電費分析では、例えばドライバーの熟練度（回生ブレーキ
の使用状況等）の影響等、影響要因の深堀により運行効率
化に向けた示唆を得ることが必要である。

• 営業所単位のシミュレーションでは、各施策を実施した際
の間接的な影響（初期費用の増加、人件費の増加等）を加
味した課題整理、対策検討が必要である。

• 遠隔充電制御システムは、実用性の高い技術であるため、
今後は実運用の中での課題検証（複数台接続時の遅延の発
生等）が必要である。

• 急速充電設備は、「火災予防条例」および「電気設備に関
する技術基準を定める省令」等の遵守が要求されるため、
設置箇所を検討する際はその点を踏まえた上で検討を進め
る必要がある。
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4. 終わりに

• 本受託研究では、「地域新MaaS創出推進事業」と「商用車を活用した物流MaaSの実現に向けた研究開発・実証事業」
の両事業を実施した。それぞれについて、実証事業等の実施者の公募、審査・選定、予算配分、請負契約締結、事業進
捗管理、委員会での報告など、本事業の実施に係るさまざまな業務を、外注先である野村総研、日本工営と共に実施し
た。また、「地域新MaaS創出推進事業」については、16地域の実証実験データやアンケート調査結果などについて、
事業性、受容性、住民のライフスペース拡大などの視点から横断的に分析した。さらに、国内外の関連動向についても
調査し、それらを取りまとめた。

• それぞれの取組の結果については第２、３章に記載の通りであるが、有識者等で構成される委員会にて、産総研、野村
総研、日本工営や一部の事業者からその概要を報告し、一定の評価を得ることができた。単年度の取組のため、実証期
間が短かったとは言え、今回の取組において得られた知見については、次年度以降の経産省の取組に反映される予定で
ある。
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